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1. 組織・人員
組織・人員に関しては、行政において整理すべき事項であるが、本研究班においては第三次試案に沿い下記

のような前提条件を置いた上で、事例受付対応について検討を行った。

1) 組織（図1）

（1）地方委員会

設置形態：各ブロックに、医師、看護師、法律関係者、医療を受ける立場を代表する者等からなる地方

委員会を設置。

目的：調査を主目的とし、地方委員会の下に事例毎に調査チームを設置。

また、事例受付についての判断も地方委員会が行う。

（2）地方事務局

設置形態：各地方委員会のもとに、医師、看護師、事務職員からなる地方事務局を設置。

目的：地方委員会の事務的な補助を主目的とし、交替勤務制（事務職員）で24時間365日事例受付を行

う。（なお、関東信越については大きすぎるので、適切な規模に分割することについて検討が必要。）

（3）地方事務局都道府県支部

設置形態：各都道府県に、医師、看護師、事務職員からなる地方事務局都道府県支部を設置し、平日日

中に運営する。休日、祝日等については、オンコール体制とし、事例受付があった時のみ初動調査に対

応する。

目的：地方委員会が受け付けた事例の初動調査や調査チームの補助を行う。ただし、質を担保する目的

から、はじめは地方事務局の医師、看護師の支援ができるようにする。

2) 調査チームメンバー
事例毎に下記職種からなる調査チームを地方委員会が設置し、事例調査を行う。

（1）解剖医

地方事務局に登録された医師。受付事例の解剖を実施する。

（2）臨床立会医

地方委員会が必要と認めた場合に、解剖を実施する機関（別途その要件は協議し提案する）に推薦され

た医師。（事例の分野における専門家が望ましい。）

事例受付から調査開始までの手順マニュアル 3
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（滋賀県）（京都府）（兵庫県）（大阪府）（奈良県）（和歌山県）

地方事務局都道府県支部

＜図1：組織のイメージ図 （近畿地方を例にとって）＞
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（3）臨床医

各学会よりあらかじめ推薦された医師。解剖所見や地方事務局都道府県支部が初動調査により収集した

情報を基に調査報告書原案を作成し、調査チームにおける議論のたたき台とする。

（4）医療に関わる看護学、薬学、医療管理学などの専門家

事例の内容に応じ、各関連学会より推薦された専門家。

（5）弁護士

各地域の弁護士会が推薦する。

（6）医療を受ける立場を代表する者

2. 受付体制
（1）各ブロックに設置された地方事務局が交替勤務制（事務職員）で24時間365日事例受付を行う。

（2）連絡を受けた事務職員は、届出医療機関に速やかな概要作成を依頼し、概要を地方委員会医師に示し、

事例の受付可否の判断を仰ぐ。医療機関からの届出及び患者遺族からの調査依頼に際しては、あらかじ

め届出用紙を準備し、医療機関もしくは患者遺族は用紙に必要事項を記載して地方事務局宛にメールま

たはファックスで送付。

（3）地方事務局都道府県支部が運営されていない時間帯に地方事務局で受付を行った事例については、翌日

朝から初動調査が実施できるよう、地方事務局都道府県支部のオンコール担当者に事例受付を行ったこ

とを連絡する。

3. 調査チームメンバー選定基準
（1）医師の選定にあたっては、中立性を確保するよう十分な配慮をする。具体的には、事例が発生した医療

機関の医療者は評価委員としては選定しない。また、可能な限り、同門の医療者も選定しないことが望

ましいが、それが不可能である場合は、その旨を患者遺族に伝え、その上で公正な調査に努めることを

説明する。

（2）弁護士、医療を受ける立場を代表する者についても、当該事案に関与している者は選定しない。

4. 調査開始から解剖まで
（1）地方事務局都道府県支部の医師、看護師及び事務職員が医療機関に出向く。

（2）事例に関与した医療者への聞き取りは、地方事務局都道府県支部の医師、看護師が行う。

（3）医療機関から資料提出を受ける場合、その範囲について地方事務局都道府県支部の医師が決定を行う。

資料提出に際しては、原本を医療機関に残した上で複写を受け取り、医療機関での院内調査に支障を来

たさないよう配慮する。

（4）地方事務局では、調査を開始するにあたり、必要に応じて嘱託法律家に相談を仰ぐ。

5. 受付時の判断
（1）医療機関からの届出の場合は、届出基準に合致しているかどうか、受付時に地方事務局医師が確認を行

う。届出基準に合致していない場合は、医療機関に確認を行った上で、地方委員会に判断を仰ぐ。

（2）患者遺族からの調査依頼があった場合は事例発生からどの程度の期間が経過しているかを確認し、事例

発生から一定期間以上経過している事例は受け付けない。その上で、当面遺体があることを前提として

受理する。調査委員会で調査対象とならなかったものについては、遺族に地域の「医療安全支援センタ

ー」を紹介する。「医療安全支援センター」は、患者・住民と医療提供施設との間にあって、中立的な立

4 診療関連死調査人材育成班
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場から相談等に対応する。

6. 解剖開始から終了まで
（1）解剖の実施に際しては、医療機関からの届出の場合と、患者遺族からの調査依頼の場合で、対応を別に

する。（図2）

医療機関からの届出の場合

① 遺体は、亡くなったときのままとし、チューブ、カテーテル、ドレーン類は死後抜去しない。

② 初期の調査の時点で、地方事務局都道府県支部の医師が解剖について説明を行い、解剖に対する遺族の

意志を確認する。

③ 解剖について遺族の同意が得られる場合は、解剖を行い、調査を行う。

④ 解剖について遺族の同意が得られない場合の取り扱いについては、遺族に「医療安全支援センター」を

紹介し、当面調査を実施しない。「医療安全支援センター」は、患者・住民と医療提供施設との間にあっ

て、中立的な立場から相談等に対応する。また当該医療機関は、再発予防の観点から、当該事例に関し

て医療機能評価機構・医療事故情報収集等事業へ届け出るよう努める。

患者遺族からの調査依頼の場合

① 遺体がある場合は、初期の調査の時点で、地方事務局都道府県支部の医師、看護師が解剖について説明

を行い、解剖に対する遺族の意志を確認する。

② 解剖について遺族の同意が得られる場合は、解剖を行い、調査を行う。

③ 解剖について遺族の同意が得られない場合、遺体がない場合については、「医療安全支援センター」を紹

介し、当面調査を行わない。「医療安全支援センター」は、患者・住民と医療提供施設との間にあって、

事例受付から調査開始までの手順マニュアル 5

＜医療機関からの届出の場合＞

なし

あ
り

「医療安全支援センター」を紹介し、
当面調査を実施しない。
ただし医療事故情報収集等事業への報告を促す。

解剖実施し調査開始

遺体の有無

＜遺族からの調査依頼の場合＞

なし

あ
り

「医療安全支援センター」を紹介し、　
当面調査を実施しない。
ただし医療事故情報収集等事業への報告を促す。

解剖の同意
なし

あ
り

医療安全支援センター」を紹介し、　
当面調査を実施しない。
ただし医療事故情報収集等事業への報告を促す。

解剖実施し調査開始

解剖の同意

＜図2：解剖実施に係るフローチャート＞
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中立的な立場から相談等に対応する。また当該医療機関は、再発予防の観点から報告したほうがよいと

判断された際には、当該事例に関して医療機能評価機構・医療事故情報収集等事業へ届け出るよう努め

る。

（2）解剖は、原則として地方事務局に登録された解剖施設で行い、地方事務局都道府県支部は遺体を解剖施

設に搬送するための手続きを行う。

（3）解剖医が当該医療機関に出向くことで、その医療機関での解剖も可能とする。

＜解剖への立会＞

（4）届出医療機関担当者からの解剖への立会い希望があった場合及び、解剖担当者が届出医療機関担当者の

立会を必要と認める場合は、遺族に書面での同意を得た上で、立会を許可する。

＜説明及び報告書＞

（5）解剖終了後、解剖医から遺族及び届出医療機関に肉眼的所見について説明を行い、院内調査を行う際に

活用いただく。また、病理所見についても、必要に応じて、結果が判明し次第、解剖医から遺族及び届

出医療機関に説明を行う。

（6）解剖医が解剖結果報告書を作成し、調査チームにおける評価結果報告書を作成するための基礎資料とす

る。

（7）この解剖結果報告書と評価結果報告書の診断結果が必ずしも一致しない可能性があること、評価結果報

告書の診断結果が最終的な結論となることを解剖結果概要説明の場で届出医療機関および遺族に周知す

る。

7. 調査を終了・中止する事例等
（1）病死であることが明らかとなった事例については、明らかとなった時点をもって報告書を完成し、調査

を終了する。

（2）故意による事故であることが明らかとなった事例については、明らかとなった時点で速やかに捜査機関

への通知を行う。医療安全調査委員会での調査は中止し、報告書の作成は行わない。

8. 評価結果報告書の作成
（1）解剖結果、初期の調査により医療機関から得た情報、院内調査委員会からの調査結果報告等を基に、調

査チームにおいて事例の検討を行い、評価結果報告書を作成する。検討に際しては、評価委員会を1回～

3回程度開催する。

（2）評価結果報告書の記載方法については、報告書作成マニュアル（宮田先生班担当）に従う。

（3）評価結果報告書が取りまとめられれば、可及的速やかに遺族および医療機関に対し説明を行う。

（4）説明終了後、個人情報に留意した上で、評価結果報告書の公表を行う。

6 診療関連死調査人材育成班
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解剖調査とその流れ

1. 【目的】
診療行為に関連した死亡事例（診療関連死）について、医療の向上、再発防止の観点から客観的に死因調査、

診療内容の評価、分析を行うことが求められており、厚生労働省は補助事業として日本内科学会において平

成17年より「診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業」（モデル事業）を開始し、さらに現在、その

事業は「一般社団法人　日本医療安全調査機構」に引き継がれている（注１）。

このような状況に対応して、解剖調査を実施する（主として病理学の）立場から、診療関連死調査の体制を

整備する必要があり、解剖調査実施マニュアル（2009年版）を作成した。このマニュアルは、これまでのモ

デル事業の経験を踏まえ、すみやかな解剖結果報告書作成を行い、ひいては評価報告書作成に資するために

作成したものである。

本マニュアルは、診療関連死の死因調査は医師、医療行為者の過失を問うものではなく、第三者として医学

的側面から調査を行うという原則に則って作成した。

注１。モデル事業の制度の趣旨、手続きの詳細、根拠規定等は日本医療安全調査機構ホームページ

（http://www.medsafe.jp/）を参照、新制度の概要については、厚生労働省ホームページ（http://

www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/i-anzen/index.html）を参照、新制度への移行後についても、「モデ

ル事業実施地域事務局」に相当する機能を持った機関の存在を前提としている（以下、地域事務局）。

当該制度における調査結果が副次的に、民事紛争、行政処分、あるいは刑事捜査等の参考資料として利用さ

れることも予想されるが、これらは当該制度の目的そのものではない。解剖調査担当者は、法的判断につい

て踏み込む必要はない、通常の病理解剖と同様、医学的立場から死因の特定を行うとともに、診断・治療行

為の評価を解剖によって明らかにするのが任務である。

2. 【当該制度の解剖に関わる手順の概要】
当該制度での解剖に関わる事務処理の流れは概ね図１の通りである。

以下、時系列に従い手順を列挙する。

事例発生から受諾まで（1a, b）

• 事前に解剖施設、病理、法医、臨床立会医の当該制度への参加手続を行う。

• 医療機関より地域事務局に対し具体的な調査の依頼がなされる。

• 事務局の総合調整医が調査依頼を受諾するか否かを判断。

解剖施設での解剖調査（1c, 1d）

• 調査を受諾すると総合調整医が判断した場合には、事務局より当番日担当の解剖施設、解剖調査担当者

（病理、法医、臨床立会医）へ連絡。

• 事務局が、関係者（遺族、申請医療機関医師、解剖調査担当者）の集合場所、時間、ならびに遺体搬入の

調整を行う。

• 解剖施設に関係者が集合。

• 事務局調整看護師及び解剖調査担当者より遺族、依頼医療機関に対して当該制度の説明と解剖（頭蓋内調

査を含む）承諾、情報開示承諾の確認。

• 解剖担当者が依頼医療機関医師（原則として主治医）から患者の臨床経過を聴取。

• 調整看護師が遺族の意見を聴取。
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• これらの情報を踏まえて、解剖を実施（解剖内容は、ほぼ通常の病理解剖に準ずる、参考資料1）。

• 解剖終了後、解剖担当者が遺族、依頼医療機関双方に対して解剖結果の説明を行う。

• 事務局が遺体の搬送の調整を行い、搬送。

• なお、解剖調査の実施時間は、関係者の集合から概ね3時間である。

解剖報告書作成から事例説明会まで（2e, f, g, h, i）

• 解剖調査担当者は、解剖結果報告書の作成（解剖担当者間で協議の上、解剖後2ヶ月での提出が目安）を

行う（報告書記載例は参考資料2を参照）。

• 評価委員会で検討，審査（1事例につき2回程度の開催を予定、解剖調査担当者のうち少なくとも一人は

参加）が行われる。

• 遺族、依頼医療機関に対する調査結果の説明会を開催（事例依頼より6ヶ月程度を予定）、事例終了。

• なお、調査結果の概要については、遺族、依頼医療機関の同意の上、一般に公開される。

4 診療関連死調査人材育成班

事例発生病院からの依頼
(a)

総合調整医、地域事務局
(b)

解剖施設における解剖調査
(c)

肉眼所見を基にした遺族への説明
(d)

解剖調査結果報告書
(e)

評価医による報告書の作成
(f)

評価委員会での検討
(g)

最終報告書
(h)

遺族、依頼病院への説明
(i)

1) 事例の申請から解剖調査実施まで

2) 報告書作成から評価、説明会まで

解剖調査を担当する医師は、c, d, eに
ついて主に担当し、gでは委員会の構
成員となって、h の最終報告書の作成
に寄与することが求められている。

図1 解剖調査の概略図
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3. 【解剖施設、病理医・法（医学）医・臨床立会医の当該制度への参加基準、手続き】
（1）解剖施設：

1. 施設基準は、感染対策を講じており、人員、解剖設備が整っている施設。目安としては、日本病理学会

認定施設（病理医が複数所属している施設）など。

2. 遺族、依頼医療機関関係者、各々のための待合室、また、解剖担当者が臨床経過検証のため画像などが

参照できる部屋を準備する必要がある。

当該制度への参加に際しては、解剖施設管理者、病理責任者と地域事務所が、解剖担当日、解剖時間帯、

施設の設備整備ならびに施設利用料等の費用、解剖技師の協力等について個別に点検し、取り決めを行

う。

また、当該制度解剖時に生じた事故（解剖時の傷害や感染）に対する補償についても配慮することが必

要（各関係者の出向元施設における就業中とみなし、労災扱いにする等）。

（2）解剖調査担当者（病理医，法（医学）医，臨床立会医）：

1. 解剖調査担当者は、各科の経験豊富な専門医で構成する。目安としては講師、医長レベル。

2. 個別事例において解剖を担当するにあたっては、制度の公正さを保証すべく、解剖担当者が依頼医療機

関や主治医等と個人的な関わりがないことを条件とする。

各解剖調査担当者の調査への報酬は「診療関連死調査に関する報酬細則」に従って支払われるが，参加

に際し所属機関の就業規定に則った手続きを行っておく必要がある。

・病理医

当番日にあたっている解剖施設の病理医が担当することを予定。但し、他施設から病理医が出向する形

式も可能。

・法（医学）医

法医が一般医療機関に勤務していることはないので、原則として他施設からの出向となる。当番日を設

定し、その日に解剖事例が発生した場合には担当の法医が解剖に立ち会う。

・臨床立会医

解剖施設に勤務する、当該事例を専門とする臨床医。しかし、一般医療機関では必ずしも各科の専門医

が揃っていない場合は、別途、各学会から推薦された臨床立会医候補者リストから総合調整医が依頼す

る。

4. 【依頼事例の受諾】（例：モデル事業東京地域での対応）
1. 地域事務局が依頼医療機関より事例調査の依頼を受けると、総合調整医が依頼受諾の可否について最終

的な判断を行う。

2. 総合調整医が判断する際には、解剖調査担当者に事例概要を報告した上で、担当者に解剖の了解を得る

（総合調整の判断に疑義がある場合は、解剖の担当を拒否することができる）。

現在のモデル事業では、医師法21条との関係で警察への届出の要否が問題になる場合には、再度、総合

調整医と解剖調査担当者間で協議を行っている。しかし、新制度では、原則として、検案医師の異状死

の届出義務（医師法21条）については、法的解決が図られ、医師法21条の問題は生じないものと予想さ

れる（医師法21条で規定されている届出の要否に関する基準については、現在のところ明確なものが確
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立していない。そのため、モデル事業東京地域では、相当数の事例で警察への事前相談を依頼医療機関

に要請しているのが現状である）。

3. 休日をはさんだ場合など受諾から解剖調査実施までに時間がかかる場合もある。

4. 解剖時に犯罪と関係のある異状があると認めた時には（死体解剖保存法11条）、警察への届出を行う。そ

の際には、解剖調査担当者と総合調整医との協議、確認の上で届出を行う。

参考：

医師法第21条　医師は、死体又は妊娠4月以上の死産児を検案して異状があると認めたときは、24時間

以内に所轄警察署に届け出なければならない

死体解剖保存法第11条　死体を解剖した者は、その死体について犯罪と関係のある異状があると認めた

ときは、二十四時間以内に、解剖をした地の警察署長に届け出なければならない

5. 【解剖前の準備】
1. 依頼事例を受諾した場合、地域事務局より、担当解剖施設と各解剖調査担当者に連絡を行い、集合場所、

時間等の調整を図る。その上で、遺族、依頼医療機関へ電話、メール、ＦＡＸなどによって場所等の案

内を行う。また、地域事務局は、依頼医療機関と協議の上、遺体搬入の手続きを行う。

2. 解剖の段取りについて、事前に、地域事務局と解剖施設とで予行や協議を行い、スムースに解剖を実施

出来るようにしておく。

6. 【関係者集合後の手順】
1. 関係者が解剖施設に集合すると、事務局調整看護師及び解剖担当者より遺族、依頼医療機関に対し、改

めて当該制度の説明と開頭を含めた解剖承諾、情報公開許諾（現在モデル事業では事例概要を公開して

いる）の確認を行う。

2. その際には、当該制度が両当事者に対し公正、公平な立場で実施する制度であることを留意し、特に遺

族側に対して無用な不信感を抱かせないよう注意することが必要である。

3. 解剖担当者は、依頼医療機関担当者（原則として主治医）からカルテ、画像を含めて患者の臨床経過を

聴取する。別席にて調整看護師は、遺族の意見を聴取する。

4. これらの情報を基に、解剖調査担当者三者で協議をし、解剖上問題となりそうなポイントを絞った上で

解剖に臨む。

例えば、手術中の出血が死亡の原因と疑われる場合には、診断及び手術の適応、既往歴・現症、麻酔(輸

液・輸血管理を含む)、手術手順(経過と出血量、バイタルサルサイン、機器の管理など)を確認し、容態急

変の原因(損傷した臓器・血管の検索、局所解剖・標準的手術手技の確認)を検討する。

7. 【解剖の手順】
1. 解剖手順は、ほぼ通常の病理解剖に準じる（詳細については別紙参考資料1を参照）。

2. ポイントとしては、

・解解剖医と臨床立会医とで臨床処置と解剖所見とを対比・確認しながら解剖を進める。

・肉眼所見が重要なケースが多いことに留意し、重要な所見については、随時、本来の位置（in situ）

での写真を撮影するように心がける。

・感染、薬物等が死因に関連していると考えられるときには、血液や感染組織の培養検査、生化学検査、

薬物・毒物検査等を行う。

3. 公正さを担保する趣旨で、解剖中の依頼医療機関の立会を原則として認めていないが（必要があれば、遺

族側の了解を得て立会を許可することは可能である。

6 診療関連死調査人材育成班
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8. 【解剖後の説明】
1. 解剖終了後、解剖調査担当者三者で意見をまとめ、解剖結果についての説明を、口頭で遺族、依頼医療

機関に同時に行う（詳細については別紙参考資料3を参照）。

2. 出来るだけ平易な言葉を使い、分かりやすく説明することに心がける。

3. 遺族や依頼医療機関から様々な質問を受けることがあるが、基本的には客観的な解剖所見（肉眼所見）と

死因についての説明に留め、診療行為の適否等については、評価委員会で検討する旨回答する。また、肉

眼所見のみでは死因が特定出来ない場合にも、詳細は評価委員会等で検討する旨回答する。

9. 【死体検案書等】
1. 遺体を荼毘に付すこととの関係で、必要書類として死体検案書の作成を求められる場合がある。新制度

においては、手続きが明確化されるものと考えられるが、現時点では、原則として依頼医療機関に死亡

診断書を記載してもらうことで対応する。但し、依頼医療機関が死亡診断書を作成出来ない等特殊な事

情があり、遺族の求めがある場合には、解剖担当者に死体検案書を作成してもらう場合も有り得る（参

考資料4を参照）。

2. その他、後日、遺族や弁護士、保険会社などから解剖担当者に対して問い合わせがあった場合には、原

則として地域事務局が窓口となって対応する。

3. 現在のところ、解剖調査担当者（モデル事業関係者）が当該事例の訴訟において証人として出廷を要請

されたケースはないが、このような場合も地域事務局が、当該制度の下で出来るだけの支援を行うこと

とする。

参考：

医師法第19条　診療に従事する医師は、診察治療の求めがあつた場合には、正当な事由がなければ、こ

れを拒んではならない。

2 診察若しくは検案をし、又は出産に立ち会あった医師は、診断書若しくは検案書又は出生証明書若し

くは死産証書の交付の求があつた場合には、正当の事由がなければ、これを拒んではならない。

10. 【遺体の搬送】
解剖後の遺体の搬送手続きは，地域事務局が調整を行う。

11. 【解剖結果報告書の作成】
1. 解剖調査担当者は、三者間で協議の上、解剖後2ヶ月を目安に解剖結果報告書を作成する。

2. 客観的な所見に基づいた医学的に公正と考えられる報告書を作成する。

12. 【解剖後の臓器の保管、保管場所、保管責任者】
1. 解剖後、摘出臓器、組織標本は解剖施設において、一定期間（5年間）保管する。

2. 保管終了後の臓器は荼毘に付し、地域事務局に報告する。

3. 解剖施設が地域事務局の委託を受け、保管の責任をもつが、保管・荼毘などの費用は地域事務局が負担

する。
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参考資料１　解剖調査実施手順

1. 解剖調査に際して
解剖調査担当三者（病理医、法（医学）医、臨床立会医）が相互協力して解剖を行い、予断を避けて、公正
に解剖を行う。また、当然のことながら、死者の尊厳、遺族の感情に配慮した言動を取ることが望まれ、知
りえた個人情報を漏洩してはならない。

臨床立会い医は、客観的に経過とデータを再検討し、問題点や疑問を整理する。病理医、法医は、それらに

十分答えるための方法を工夫しながら解剖する。

2. 解剖の具体的手順・検索項目

解剖手順は、ほぼ通常の病理解剖に準じる。このため、執刀者が日常使用している剖検プロトコールに従い

解剖を進め、三者の了解の下、必要にして十分な調査を行うよう心がけることが肝要である。

以下のマニュアルは、実際の調査の前に手順の確認として、あるいは参考として用いることができるよう作

成したものである。適宜項目を変更、追加して実施する。

Ⅰ. 解剖担当者の役割分担

開始前に、執刀者を決める。病理医・法医いずれでも可。執刀者は、解剖調査の責任者として解剖執刀と解

剖結果報告書の作成を行う。他の二人は協力して、業務が円滑に行われるようにする。

Ⅱ. 準備するもの

解剖に際しての感染防御対策などは一般の病理解剖に準じて行う。

解剖衣（執刀者用、補助者用）、手袋、マスク、前掛け、腕カバーなど、感染防御に留意する。

解剖用執刀用具（メス、ピンセット、鋏、腸鋏、縫合用糸、肋骨穿刀、ストライカー、コッヘル、計量スプ

ーン、ゾンデ、海綿、メジャー、ラベル付きルーラー等）、解剖記録用紙、カメラ（接写可能なもの。デジカ

メでも可）。

血液検体用無菌容器、尿検体用無菌容器、細菌培養用容器、その他試料凍結用容器（適宜、外注検査を行

う）。

Ⅲ. 検索事項
（1）外表所見

①全身概観：

身長、体重を測定。栄養状態、皮膚色、乾湿の状態、出血斑の有無、死体硬直の有無・程度を確認。死

斑の出現部位、色、程度、褪色の有無を確認。全身の前面・後面を撮影する。

②損傷所見全般：

頭から足、左から右、前から後の順に、損傷（表皮剥脱、皮下出血、挫創など）、医療行為･蘇生処置に

関連した損傷の部位・数・大きさ・程度・色調を確認する。

③治療関連・蘇生処置の外表所見：

解剖医と臨床立会医は、医療行為の手順を確認しながら、解剖所見と医療行為を、出来るだけ対応させ

て解剖を進める。

点滴・カテーテル・手術・人工呼吸等に関連したチューブ類などは、出来るだけ糸や管を抜かずに写真

撮影し、in situの状態を確認する。また、内視鏡・カテーテルなどの長さ、先端部の形状と、実際の損

傷の大きさ・深さ・形の対応についても検討する。

蘇生処置については、顔面マスク痕、注射針痕、心電図モニター痕、カウンターショック痕、蘇生によ

る表皮剥脱、心マッサージによる肋骨骨折（出血）等を確認する。

ペースメーカーなどの作動状況を確認することが必要な場合もある。
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手術創では、縫合糸を皮膚・筋層毎にはずし、状態を確認する。臓器や血管の損傷が予想される場合に

は、手術野全体を、まず、in situで、部位を示すランドマークを一緒に入れ、出血や炎症の状況などを

含めて撮影する。その後、剥離を進めて当該損傷部位を同定する（解剖による損傷を避け、出血部位の

証拠を残すためには、上流の太い動脈・静脈にフォーリーカテーテルを挿入して色素液を注入し、色素

液の漏出部位を写真撮影しつつ、臓器・血管を順次周囲より剥離して、出血部位の位置を確認し、撮影

する方法もある）

（2）部位別所見

① 頭部：頭髪長（色）、頭皮、損傷、治療痕。頭部外傷が関係した可能性がある場合、必要に応じて、剃髪

する。耳介、外耳道を観察する(出血など)。

② 顔面：うっ血、損傷、治療痕。眼球及び眼瞼結膜の鬱血・充盈・溢血点・眼脂。瞳孔径・角膜の混濁。鼻

口腔・出血・分泌物。口唇・口腔粘膜・舌・歯牙の損傷（挿管時）。

③ 頚部：頚部皮下・軟部組織出血の有無、人工呼吸（気管切開）痕、注射痕、損傷、甲状腺腫・リンパ節

腫脹の有無。

④ 胸腹部：蘇生痕（注射痕、肋骨骨折）、手術痕・治療痕（切開創、ドレーン、陳旧性手術痕などの状態・

位置・高さ）、腹部膨満の有無。

⑤ 部・腰部・臀部：胸腹部の項目に加えて、褥創（瘡）。腰椎麻酔・手術、骨盤・大腿骨骨折等の場合、注

意して所見を取る。

⑥ 肢・下肢：ソケイ（鼠径）部を含め、注射痕、損傷、下腿浮腫の有無など。

⑦ 外陰部：損傷、出血、その他、漏出物等の有無。

⑧ 肛門：糞便漏出、下血。

（3）内景所見（開胸・開腹・開頭所見）

肉眼所見が重要なケースが多いことに留意し、重要な所見については、随時、本来の位置（ in situ）での写

真を撮影するように心がける。とくに、医療行為との関連が問題となる部位では、in situ、摘出後の両方の

状態で写真撮影を行い、問題の箇所を明確に記録することに努め、適宜、組織学的検索のための組織の採取

を行う。必要な場合には、遺族の了解の下、手術や医療行為手技担当者の立ち会いを求める。

① 開胸、開腹：胸腹部正中で皮膚を切開する。皮下・筋層の出血、左右横隔膜の高さを確認する。各臓器

は、摘出後、脂肪組織を除いて、重量（大きさ）を測定。外表、及び割面の写真撮影をする。

② 開腹：皮下脂肪の厚さ。腸管の膨隆度。大網脂肪量・位置。腹腔・骨盤腔の血液・貯留液。腹膜・腸間

膜の炎症・損傷・癒着。後腹膜出血。横隔膜位。腹腔内出血がある場合、計量し、in situで出血点を確

認する。腹腔内にガスが認められた場合、化膿性腹膜炎が見られた場合、消化管穿孔部を本来の位置（in

situ）で検索し、写真撮影する。術後の吻合部も同様。

③ 開胸：気胸が疑われる場合、胸腔内の陰圧を膨隆した肺の退縮により確認。心臓・縦隔の偏位、縦隔出

血・気腫、肋骨骨折（出血）、左右胸壁と肺の癒着、肺の膨隆度、胸腔内液の性状・量を確認。

④ 気道・食道：舌の性状。軟口蓋・気道・食道内腔の液・異物、粘膜の鬱血、食道静脈瘤、口蓋扁桃腫大、

喉頭浮腫、気管内挿管・食道内誤挿管の痕跡、気管・食道ろうの有無。

⑤ 頚部器官：頸部筋肉・リンパ節の出血・鬱血・腫大。舌骨・甲状軟骨骨折、甲状腺腫大。気管切開痕。副

甲状腺。

⑥ 心臓：心臓血採取の際、感染症の関与が疑われる場合は心臓血を無菌的に採取し培養検査を依頼する。心

嚢脂肪量・注射痕。心膜腔液の量・性状。心嚢血腫のある時、心筋梗塞破綻部、大動脈・冠動脈の解離・

損傷を in situで確認する。心外膜溢血点。心重量、大きさ。左右心内腔の血液量、性状（流動性、凝

血）。左室・右室自由壁・中隔の厚さ。各弁周囲径、弁膜症・硬化、疣贅などの有無。心筋の血量・線維

化・出血。

解剖時、冠動脈三枝の硬化・狭窄度・血栓を確認し、必要な場合は、固定後、冠動脈の走行に沿って横
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断面を検索し、写真撮影と組織検査をする。冠動脈形成術後の解離に関しても同様。

起始部大動脈解離や複雑先天性心・血管奇形が疑われる時は in situで確認し、心・大動脈を一括して摘

出する。また、医療行為による所見（血管カテーテル挿入部・バイパス手術・ペースメーカー・人工弁

の確認）は、臨床立会医の助言の下、医療行為と対応させつつ、ネガティブ所見を含めて、所見をとる。

⑦ 肺：肺動脈内血栓、気管支内液の有無・性状。肺門リンパ節の腫脹。胸膜の肥厚・瘢痕。肺の膨隆度、含

気量、血量、浮腫、鬱血、炎症、腫瘍、結節など。その他、無気肺、肺硬化（consolidation）、過膨張肺

（喘息、気腫等）を確認する。小児に関しては、後述する。

⑧ 胸腹部大動脈：胸部・腹部大動脈内径、硬化・潰瘍形成・石灰化の有無。大動脈周囲リンパ節等。解離

がある時は、in situで観察し写真撮影を行い、摘出・固定後、組織検査をする。

⑨ 副腎：大きさ、結節、出血、腫瘍等の有無。

⑩ 腎臓：被膜脂肪量・剥離、表面(平滑、細顆粒状)。腎皮質・髄質境界、血量。腎盂粘膜充盈・縊血点。腎

の嚢胞・腫瘍・梗塞。

⑪ 脾臓：血量、硬度、出血等の有無、脾粥量。脾材・濾胞形成（白脾髄、赤脾髄）。

⑫ 肝臓：表面の凹凸、辺縁の鋭鈍、硬さ。割面の血量、脂肪沈着、小葉構造の明瞭度。胆嚢膨隆度、内膜

性状、胆石の有無・性状、胆汁の色、量。門脈の観察。

⑬ 膵臓：硬さ、血量、腫瘍、脂肪沈着・壊死、主膵管等。

⑭ 胃・食道：内容量、消化の程度、残渣の性状。薬毒物中毒が疑われる時、採取保存。胃粘膜壁の性状、潰

瘍形成、腫瘍等。食道静脈瘤の破裂、噴門部癌、下部食道癌が疑われる時、胃を食道（頚部臓器）と一

括して摘出。

⑮ 腸管：腸管膨隆度・色調・粘膜・内容物（便、出血）の性状、腸間膜・腹膜・後腹膜膜の出血・炎症・

梗塞、リンパ節腫脹の有無。虫垂の長さ・性状。胆汁通過試験。

⑯ 膀胱：尿量、色、性状等、採取保存。膀胱粘膜の性状。

⑰ 内性器：子宮・卵巣重量・大きさ、腫瘍の有無、出血など。精巣、前立腺（肥大、腫瘍）。

⑱ 頭蓋腔：頭蓋骨・頭蓋底の骨折・手術痕。硬膜上下腔血腫。クモ膜下腔出血。脳底動脈（動脈硬化、奇

形、動脈瘤）。脳下垂体。必要な場合には、内耳腔の検索。脳は、詳細な神経系の調査が必要な場合、全

体をホルマリン固定。それ以外では、冠状断で、出血・損傷等の肉眼所見を観察し、小片をホルマリン

固定。脳の大きさ、脳表所見（左右差、萎縮、脳回の扁平化）、ヘルニアの有無、脳底部動脈硬化、小脳

の大きさ、橋の張り等。クモ膜下出血のときは、写真撮影後、生の状態で凝血を洗い流し、動脈瘤、動

静脈奇形、または、血管損傷を探す。瘤を露出できたら、写真撮影し、血管とともに脳から外し、濾紙

等に張り付けてホルマリン固定。外傷性脳クモ膜下出血との鑑別が問題となる場合、椎骨動脈、頚動脈

から色素を注入して漏出部を確認し、写真撮影すると有効な場合がある。

⑲ 脊椎・脊髄：損傷や腫瘍が疑われる時、脊椎を切開し、脊髄を検索。脊髄を採取、固定し、血管走行を

含め検討する。また、椎骨動脈の解離・損傷が疑われる時、頸椎を開き、椎骨動脈を露出し、固定後、検

索し、組織検査をする。腰椎麻酔事故の場合、穿刺部の損傷・深さを確認し、脊髄液を採取する。高位

麻酔が疑われる時、上位脊椎を切断し、脊髄液の薬剤濃度を穿刺部と比較する。

⑳ 肺塞栓を見出した場合：下肢後面の筋肉を切開して、静脈の内腔に血栓を確認する。

なお、特殊な事例で眼球などの検索が必要な場合など、臨床立会い医と協力し、摘出、整復を行う。

（4）胎児、新生児、小児解剖の注意点
胎児・新生児などの場合：

① 成熟度の判定のため、頭囲、胸囲、腹囲などを測り、成熟度、妊娠週齢を判断。外表所見では、浸軟、胎

脂付着、奇形の有無、顔貌、口蓋裂、指趾の数や形、猿線の有無、外性器の表現形、鎖肛の有無等に注

意する。前方、側方、後方の三方向から in situで写真を撮影し、必要があれば、SOFTEXで骨格写真を

取る。

呼吸（不全）の有無確認のため、肺浮遊試験と胃腸浮遊試験を実施する。肺浮遊試験は、肺全体、肺各
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葉、肺小片、そして、肺の小片を圧迫したものを順次、水槽に浮かべ、写真を撮影。胃腸浮遊試験では、

胃腸を傷つけないよう一括摘出、水槽に浮かべ、どこまで浮いたかを記録する。人工呼吸の影響を考慮

する。

② 頭部（頭蓋骨を含む）の出血、損傷、炎症の有無、脳の奇形・発達度の観察、頭蓋骨の発達・癒合。

③ 心・血管奇形が疑われる時、肺、大血管・心を一括して摘出。

④ 腎・尿管奇形が疑われる時、腎、尿管、膀胱を一括して摘出。

⑤ 脊椎分離（Spina bifida）ある時、椎体骨全体を病変部の皮膚、皮下組織と一括摘出。

⑥ 必要に応じて、大腿骨、内耳なども検索。

⑦ 胸腺：大きさ、重量、割面の観察。

⑧ 胸腔臓器表面：胸膜、心外膜、胸腺表面の溢血点に留意。

⑨ 胎盤・臍帯：胎盤の重量・大きさ・剥離面性状、臍帯の段端の性状。

乳幼児突然死：

鼻口部周囲、頸部、胸部圧迫の痕跡を確認する。また、うつ伏せ寝・添い寝の有無、鼻口部周囲や気道内の

ミルクの存在、最終哺乳時刻、ゲップの有無、上気道感染の兆候などを確認する。但し、事例の状況によっ

ては、警察の関与を求めたほうがよい場合がある。

虐待・ネグレクトが疑われる時：

通常、司法解剖の対象である。総合調整医と協議・確認の上、警察へ届出る。

Ⅳ. ご遺体を返す前に確認すべきこと

①解剖終了時、所見・臓器・検体の取り忘れ、器具の置き忘れがないか、書記と執刀者が確認する。

Ⅴ. 切り出しの原則

① 臓器はすみやかに固定するため、できるだけ解剖時に切り出す。

② ホルマリン固定後切り出すほうが望まれる場合は、以下のとおり。

(1) 疾患によって病変の出やすい部分を系統的に切り出す場合（例、冠状動脈硬化症、肺炎）

(2) 割面が平面とならず、連続ブロックの作成や再構成が困難な場合。

(3) 病変の分布をスケッチしてから切り出さねばならない場合。

(4) 肉眼所見が重要な場合、または、病変が小さく、写真の出来上がり後に切り出したい場合。

(5) 脳、脊髄に病変・損傷が予想される場合。

③ 切り出し時、適宜、写真撮影、スケッチ、またはコピーをする。

④ 切り出し対象は、肉眼的病変部・損傷部、及び、医療行為に関する評価を要する臓器。また、系統的な

疾患の場合は、⑤を参考にする。

⑤ 疾患別の切り出し対象は、以下のとおり。

(1) 神経、筋疾患が疑われる場合、骨格筋を系統的に採取する。

(2) 血液疾患の時、大腿骨髄、椎体骨髄、肋骨骨髄、腸骨骨髄などを採取する。

(3) 膠原病の場合、病変に応じて、皮膚、滑膜、耳下腺等をとる。

(4) 肺塞栓症の時、閉塞の疑われる四肢の静脈を系統的に開き、血栓ある時保存。

(5) 原発巣不明の癌の場合、乳腺、耳下腺、副鼻腔上咽頭などを検索する。

(6) その他、必要に応じて、内頚動脈、頚椎、椎骨動脈、海綿動脈洞、内耳、末梢神経、交感神経幹の

他、眼球（遺族の許可が必要）などを採取する。

⑥ ルーチンで切り出す部の番号を決めると便利である。例えば、＃1「肝右葉」、

＃2「肝左葉」、＃3「右腎」、＃4「左腎」、＃5「右副腎」、＃6「左副腎」、＃7「脾」、＃8「右心房室」、
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＃9「左心房室」、＃10「膵尾部」、＃11「甲状腺」、＃12「副甲状腺」、＃13「大腿骨髄」、＃14「椎体

骨髄」、＃15「下垂体」、＃16「両肺」（肺は領域差を考慮し、左右各葉１ 個以上程度切り出す。その

他、必要な場合、内性器などを切り出す。

脳には、Ｂ番号をつけると分りやすい。＃B1「前頭葉」、＃B2「基底核」、＃B3「視床」、＃B4「海馬」、

＃B5「中心前回」、＃ B6「後頭葉」、＃B7「小脳」、＃B8「中脳」、＃B9「橋」、＃B10「延髄」、＃

B11「脊髄」。大脳は左側前面、脳幹、脊髄は下面を切り出す。

⑦ 小さな切片は脱灰カゴか脱脂袋に入れる。必要なものは面を指定する。

⑧ 特殊染色や免疫染色については、必要に応じて実施する。

⑨ 作製標本数は、およその目安としては30～50枚程度。

Ⅵ. 臓器の保存・返却等

臓器（ホルマリン固定）は、解剖実施場所で5年を目処に保存し、パラフィンブロック・プレパラートの保

存期間は、5年とする。ただし、遺族の返還要求には応じなければならない。なお、解剖例の番号は、通常

の病理解剖、法医解剖とは別個に、当該事業独自の事例番号をつけ、病理剖検輯報への登録は行わない。

3. 特殊検査

事例の解析に必要な特殊検査を行うことができる。地域事務局で、あらかじめ、検査可能な項目、外注先な

どの情報を提供できるようにしておくと便利である。

Ⅰ. 薬毒物検査

① 薬毒物との関連性を疑われる事例では、検査用として、血液、尿、胃内容、脳、肺、肝臓、腎臓等の一

部を冷凍保存することもある。

② 送付試料の種類: ①右心血、大腿血、尿、胃内容は、各々5ml以上、清潔な密閉試験管に容れる、②肝

臓・腎臓・大腿筋・脳などは各2g以上をチャック付き小型ポリエチレンバッグに容れる。いずれも、試

料名、剖検番号、剖検日（採取日時）を明記する。検査機関への送付に適した保存を行う。

Ⅱ. 生化学検査・微生物検査

必要に応じて、剖検時に心臓血を採取し、血漿と血清の状態で5cc程度づつ凍結保存しておく。死後の測定

が有効な検査項目、事例を例示する。

1）アナフィラキシーショック疑い：血液トリプターゼ

2）糖尿病疑い・動脈硬化：HbA1C

3）炎症マーカー：CRP

4）腎障害：クレアチニン、BUN

5）細菌培養：できるだけ、無菌的に採取し、培養検査を行う

4. 解剖結果報告書作成手順　

① 内容は、包括的・客観的で、記載は明瞭・論理的で読み易いように留意する。解剖所見と判断を区別し

つつ、一般人が理解できるように留意する（参考資料2、報告書例1、2を参照）

② 臨床経過の要約や当事者医師の判断・行為などの引用部分は、所見と区別し、出典を明記する。報告書

執筆者の判断は、根拠となる事実（前提）を引用して、記載する。

12 診療関連死調査人材育成班
248



③ 解剖執刀医は、解剖所見・検査所見・医療評価をメールなどで取りまとめ、三者の合意を得る。メール

では、所見は添付文書とし、個人情報を載せない。

④ 解剖結果報告書には、法医・病理・臨床医が署名し共同で文責を担う。

⑤ 医療行為については、医学的判断に留め、法的判断を行うものではない。「過失」など法的判断との誤解

を招く法的表現を極力避ける。

⑥ 解剖結果報告書の内容は、事例番号、および死亡者、依頼病院関係者、調査担当者、調整看護師の氏名

（以上、表紙）、解剖所見、ならびに調査解剖のために実施した検査所見、結論である。

⑦ 参考として、解剖所見の内容は、外表・内景、各臓器重量・主要所見、医療行為・蘇生に関連した所見、

既往歴・素因に関連した所見について記載したものである。各機関独自の様式でかまわない。

⑧ 参考として、結論では、(1)主要解剖所見と診断（要約）、(2)死因、(3)医療行為と死亡との因果関係に

ついて、簡潔に根拠を挙げ、できるだけ平易に説明する。

⑨ 地域評価委員会における議論を参考にして、最終的な解剖結果報告書を作成する。
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参考資料2 解剖結果報告書　記載書式例

報告書例１：解剖結果報告書　記載書式例

モデル事業東京地区　No.○○　平成○○年○○月○○日

症例　■■■■

執刀　○○病理　□□□□、補助　同法医　□□□□

解剖補助　病理　□□□□、 法医　□□□□

書記　○○法医　□□□□

その他の立会医　□□□□（総合調整医）、□□□□（○○△科）

臨床立会医　○○　□□□□

解剖場所　○○解剖室

解剖開始　午後○時○○分　　終了　午後○時○○分

調査解剖による診断

1. △△△

2. △△△△（調査解剖の原因となった診療行為に関する診断）

3. △□○

調査解剖所見

A．△△△

1. 主疾患に関する所見の説明

2. △△△△に関する所見

B．△□○

1. 所見の説明

2.

C．関連所見、その他の所見（副所見）

1.

2.

死因に関するコメント

△△△△の位置づけについて

その他のコメント
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報告書例２：解剖結果報告書　法医学の立場からの記載書式例

モデル事業東京地区　No.○○　平成○○年○○月○○日

症例　■■■■

執刀　○○病理　□□□□、補助　同法医　□□□□

解剖補助　病理　□□□□、 法医　□□□□

書記　○○法医　□□□□

その他の立会医　□□□□（総合調整医）、□□□□（○○△科）

臨床立会医　○○　□□□□

解剖場所　○○解剖室

解剖開始　午後○時○○分　　終了　午後○時○○分

第1章 検査記録

第1 外表検査

1. 概観

2. 頭部

3. 顔面

4. 頚部

5. 胸腹部

6. 背面

7. 上肢

8. 下肢

9. 外陰部

10. 肛門

第2 内景検査

11. 頭蓋

12. 脳

13. 腹腔

14. 胸腔

15. 心嚢

16. 心臓

17. 肺

18. 頚部器官

19. 脾臓

20. 腎

21. 膀胱

22. 胃

23. 腸

24. 肝臓

25. 膵臓

26. 胸腹大動脈

27. 脊髄・脊椎
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第3 組織学的検査

（Hematoxylin and Eosin染色標本 枚、Klüver-Barrera染色標本 枚、

Elastica-Masson染色標本 枚、PAS染色標本 枚、Bodian染色標本 枚）

第2章　解剖所見・剖検診断のまとめ

△△△

△□○

第3章　死因などについて

△△△△の位置付け

付言

組織検査上、注意すべき点

臨床評価上、問題となると予想される点
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参考資料3 解剖終了時の説明

解剖実施中における留意点

解剖実施中は、病院内の応接室等で調整看護師が遺族に対応し、解剖終了後の説明までに、遺族の心のケア

ーを充分に行っておく。また、キーパーソンが誰であるかを可能な限り確認しておく。

解剖終了後における説明

解剖終了後、解剖担当者三者で意見をまとめ、解剖結果についての説明を原則として口頭で遺族、依頼医療

機関に同時に行なう（図1）。

臓器の肉眼写真が撮影されていることを伝え、その後の標本作製までの行程を分かりやすく説明する。口頭

の説明だけでは了解し難い部分については図譜や手書き（紙、ホワイトボード）を適宜利用する。

説明に関する留意点

解剖担当者三者で意見をまとめ、解剖結果についての説明を、原則として口頭で遺族、依頼医療機関に同時

に行なう。

1）説明に先立って

結果の説明に先立って、今後のプロセスについて紹介する（図2）。

臓器の肉眼写真が撮影されていることを伝え、臓器、病理標本は一定の期間保存され、再確認が可能なこと

を説明しておく。

その後の標本作製、解剖報告書作成までの時間が必要なことを説明する。

2）解剖結果の説明

出来るだけ平易な言葉を使い、分かりやすく説明することに心がける。

これには、国立国語研究所「病院の言葉」委員会が作成した、“「病院の言葉」を分かりやすくする提案”等

を参考とする。

説明がどのくらい理解できたかどうかを確認しておく。

口頭の説明だけでは了解し難い部分については図譜や手書き（紙、ホワイトボード）を適宜利用する。

基本的には客観的な解剖所見と死因についての説明に留める。診療行為の適否等については、評価委員会で

検討する旨回答する。

肉眼所見のみでは死因は特定できない場合には、その事実を述べ、詳細は評価委員会等で検討する旨回答す

る。
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注意点

① 遺族は解剖直後の説明で理解されることは難しいので、その後、調整看護師が仲介して充分な理解が深

まるように努める。この際にも出来るだけ平易な言葉を使い、分かりやすい図譜等を利用することが望

ましい。

② 臓器の写真は解剖時および固定後に写真撮影され、後日に作成される解剖報告書に添付される。臓器の

写真は遺族にとってかなり衝撃的ではあると思われるが、遺族が希望する場合は、後日、見ることが可

能であることを説明する。

3）説明の後の確認事項

臓器、病理標本は一定の期間保存され、再確認が可能なことを説明しておく。

① 診療行為と関連した臓器や死因と関連していると考えられる臓器は、バラバラにされず、その時の状態

で保存されていることを説明しておく。

② 解剖の事実の改ざん、隠ぺいは不可能なことを説明しておく。

③ 一定期間の後、荼毘に付される。

18 診療関連死調査人材育成班

医療機関からの依頼

死因究明の解剖であることの確認

臨床医からの経過説明の事情聴取

執　刀（約2～3時間）

霧脱脂（約1週間後）
肉眼的診断書作成

組織診断を加えた解剖報告書作成
（約1ヶ月後）

カンファレンス
最終的解剖報告書作成（約2ヶ月後）

解剖調査担当者検討会（CPC）

評価委員会へ提出（約3ヶ月後）

評価委員会での検討

遺族への説明

解剖後の実際のプロセス

　肉眼所見撮影
※肉眼的所見説明（遺族への説明）

既に完了

図2 解剖後の評価プロセス説明
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参考資料4 死体検案書の書き方

死体検案書に関する取扱の基本的な考え方

1. 死亡届を提出するための必要書類として「死亡診断書」または｢死体検案書｣の作成が求められる。一般

的に、病院での死亡では、主治医が｢死亡診断書｣を作成しているが、医療事故が疑われる場合などでは、

その当事者となる主治医が作成することに疑問を持たれる可能性がある。新制度では、この点を含め、手

続きを明確化しなくてはならない。

依頼医療機関で死亡診断書を作成することが適切でないと考えられる場合には、死亡届の提出に必要な

ものとして、「死体検案書」を、解剖担当医(解剖医または臨床立会医)が、解剖時点での判断で作成する

ことになる。

2. 死亡届の提出のための｢死体検案書｣では、死因や死因の種類、解剖所見などをどこまで記述するかにつ

いて、慎重に考慮しなくてはならない。いったん発行した診断書・検案書は、それだけで一人歩きする

ことがあり、後日の検討により、判断がことなった場合に、その矛盾点から、ご家族の医療機関への不

信があらたに発生することもある。あくまでも、死亡届の提出のためのもので、十分な検討を行って、後

日出す結論を待ってほしいということを、説明して理解してもらうべきである。判断を迷う場合には、

｢死因不詳｣、「詳細不明」、「検討中」などとして、｢死体検案書｣を作成することもやむを得ない。すくな

くとも、不確かなことなどを、「書きすぎない」ことが原則である。

3. 後日、遺族や弁護士、保険会社などから解剖担当者に対して問い合わせがあった場合には、原則として

地域事務局が窓口となって対応する。

4. 現在のところ、解剖調査担当者（モデル事業関係者）が当該事例の訴訟において証人として出廷を要請

されたケースはないが、このような場合も地域事務局が、当該制度の下で出来るだけの支援を行うこと

とする。

参考：

医師法第19条　診療に従事する医師は、診察治療の求めがあつた場合には、正当な事由がなければ、こ

れを拒んではならない。

2 診察若しくは検案をし、又は出産に立ち会あった医師は、診断書若しくは検案書又は出生証明書若し

くは死産証書の交付の求があつた場合には、正当の事由がなければ、これを拒んではならない。
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死体検案書の記入（一般的事項の確認）

①～④のように、死体検案書の様式を整える。

死亡の原因に関して

一般的な死因の考え方を示す。
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直接死因と原死因の基本的な考え方

下図に直接死因と原死因の基本的な考え方を示す。しかし、医療関連死の場合は、直接死因が複合的である

場合が多く、単純に原死因、直接死因として簡潔に書けない場合が多い可能性が十分考えられる。少なくと

も、検討結果が出るまでは、断定的な記述は避けなくてはならない。

Ⅱ欄の記入例

1. 直接には死因に関係していないが、Ⅰ欄の傷病等の経過に影響を及ぼした傷病名

「外傷の影響」 →　糖尿病の悪化

2. 妊娠中又は分娩中の妊産婦死亡

「妊娠満○○週」

「妊娠満○○週の分娩中」

3. 出産後の産婦死亡（産後42日未満+産科死亡）

「妊娠満○○週産後満△日」

4. 低出生体重児（2500ｇ未満）

「低出生体重児」

さらに、手術・解剖所見欄を使用。
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診療関連死の場合の書き方の実例

（1）医療行為と死亡との因果関係がないと判断した場合には、「1．病死、自然死」を選択することができる。

（2）医療行為に明らかな過失がないと判断できる場合には、「8．その他の不慮の事故」を選択できる。

（3）医療行為と関係がある場合で、それが過失による不慮の事故と判断した倍は、「8．その他の不慮の事故」

を選択する。｢不慮の事故｣にとどまらず、むしろ、過失が大きいと考えられる場合には、「11．その他の

外因死」を選択することもあるが、個人の過失の程度により、「不慮の事故」か否かを判断するかどうか

については、新制度に向けて十分に検討しなくてはならない。
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（4）医療事故なのか、事故が存在しない病死なのかについて判断ができない場合には、「12．不詳の死」を

選択することになる。

いずれにせよ、手術、解剖の欄に「調査解剖、評価委員会での調査中」などと明記したり、「その他特に付言

すべきことがら」．の欄に必要なことを記載して、誤解を招かないようにしておく。
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解剖調査実施マニュアル（2009年版） Q＆A

解剖調査とその流れ

Q1：一般的な病理解剖とこの解剖調査はどう違うのですか。

A1 第三者機関が行う調査で、病理医、法医、臨床立会い医が解剖調査を行い、その上で医療評価を行うシ

ステムです。実際の解剖調査は病理解剖と内容的に大きく異なるところはありません。より密度の高

い「医療の質の点検」と考えてよいと思われます。しかし、遺族の理解が必要ですから、一般の方に

も理解可能な、よりわかりやすい報告書が求められています。

Q2：どのような「医療機関」が「解剖施設」になることが想定されているのですか。「新たな解剖施設」が

設けられるのですか。

A2 現在、想定されているのは、モデル事業実施施設の基準に基づいた大学および複数の病理医のいる認定

病院です（（3）解剖施設、参照）。現在は解剖施設管理者、病理責任者の意思によって、「自発的」に

事業に参加していただいています。将来的な制度の下での解剖施設体制作りについては、今後の課題

です。

Q3：解剖施設内で解剖担当者（病理医）が法医、臨床立会い医の手配、会議室・待合室などの用意をするこ

とが多いと思われるが、負担が大きいので、解剖施設内に専任の事務担当者を置くか、専用の「解剖

施設」に事務局ができればよいと思われる。

A3 解剖施設内に事務担当者をおくことは事実上困難です。法医との連絡は事務局が行っています。会議室、

待合室については、事前に十分、事務局が病院と打ち合わせを行うようにする必要があります。

Q4：「解剖担当者が依頼医療機関や主治医等と個人的な関わりがないことを条件とする」となっています

が、「個人的な関わりがない」とはどのような内容でしょうか。

A4 モデル事業では当初「同じ大学出身者でない」ことを要件としていましたが、現実的には、担当者とし

て同じ大学出身者しかいない場合もおこってきました。そこで、必ずしも出身大学は問わずに、「それ

よりも強い個人的な関わり」がある場合には、ご遺族の同意を得て、担当していただくようにしてい

ます。

Q5：解剖立会医については、症例の問題点に相当する領域の専門性の高い医師が、突然の立会依頼に対応で

きない可能性も高いのではないかと考えます。施設ごとに臨床医の得意分野が異なるので、将来、多

くの施設が参加するシステムが実際に始まった場合には、ある程度、領域別に担当施設を設定する方

式にしてはどうでしょうか。

A5 臨床立会い医の場合は、診療科一般に関する専門医を想定しています。「症例の問題点に相当する領域

の専門性の高い医師」はむしろ評価医として参加されることが期待されております。また、解剖施設

の数も限られており、領域別施設を設定することは困難であると思われます。また、一定の施設に偏

ってしまうため、客観性が損なわれる恐れがあります。

Q6：届出に強制力をもたせた場合、事例数が相当数となり、人的条件、報酬等が極めて厳しくなると思われ

る。

A6 モデル事業の実施状況をみる限り、事例数は限られると思われます。しかし、十分考慮し、速やかな対

策を講じていくべき課題であると思われます。
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Q7：常時二名以上の病理医のいる機関でないと全てに対応することは無理ではないか。

A7 解剖施設の目安は、病理学会認定施設で病理医が複数所属している施設です。

Q8：解剖担当者が、剖検時に死体解剖法11条にあたる所見を見いだすことがあると想像されるが、その時

点での扱いについて言及する必要がある。

A8 モデル事業では遺族、申請病院など関係者が多いため、現時点では、関係者への説明を含め、総合調整

医と協議、確認の上、対処することにしています。新制度の法案によって、この過程は明確化される

ものと思われます。

Q9：解剖承諾、情報公開許諾については、一般剖検の臓器保存なども含めた承諾を書面でとる必要があると

考える。

A9 「診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業について」の説明に一括して説明され、同意をとるこ

とになっています。

Q10：“公正さを担保する趣旨で、解剖中の依頼医療機関の医師の立会を原則として行っていない”とある

が、解剖時に問題点を明らかにし、適切な論点を抽出するためには、むしろ積極的に立ち会ってもら

ったほうが良い場合も多いのではないでしょうか。もちろん、解剖担当医の質問に答える立場で立ち

会ってもらうもので、恣意的な解釈や押し付けを認めてはいけませんが。

A10 立会は遺族の許可があった場合、可能です。

Q11：ビデオ撮影の導入を場合によっては検討すべきと思います。特に、一県一大学などで、客観性を問題

とされる場合などでは、ビデオ 撮影を行うことで、後での確認が可能と思います。

A11 複数医師の確認の上、解剖調査を行っており、現段階では導入は考えていません。

Q12：現時点では病理医が検案書を作成することには経験が乏しく、法医担当者との共同作業あるいは検案

技術などのトレーニングの機会が必要ではないか。

A12 「依頼医療機関」が死亡診断書を発行することを基本にしていますが、納得していただけない場合も

十分想定されるため、その場合には“解剖担当者に死体検案書を作成してもらう場合も有り得る”と

対応を記載しました。解剖担当者に法医が含まれています。今後、検案などについてのトレーニング

も含め、ガイダンスを行うことが考えられます。

Q13：死体検案書およびその他機関（保険会社からの問い合わせ等）から依頼された書類の発行業務（発行

受付、解剖担当者への検案書作成依頼、手数料等の徴収、発行書類の保管等）に関しては、地域事務

局が取り扱うことにしてはどうか。

A13 マニュアルには、「2．その他、後日、遺族や弁護士、保険会社などから解剖担当者に対して問い合わ

せがあった場合には、原則として事務局が窓口となって対応する」と明記されています。

なお、この問に関連して、解剖担当者（モデル事業関係者）が当該事例の訴訟において証人として出

廷を要請される場合も全くないとは言い切れません。マニュアルでは、「3．現在のところ、解剖担当

者（モデル事業関係者）が当該事例の訴訟において証人として出廷を要請されたケースはないが、こ

のような場合も事務局、当該制度で出来るだけの支援を行うこととする」としてあります。
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解剖実施マニュアル

Q1：小児解剖で、SOFTEXの撮影が不可能な場合の対応は？

A1 「必要に応じて」の対応ですが、各施設での条件に応じて適切なご判断をお願いします。

Q2：「解剖調査の事例番号」と、その施設の病理解剖、法医解剖番号との対応関係をどうするか。

A2 解剖調査の事例番号は、解剖施設の病理解剖、法医解剖とわけて、別の番号をとっていただくことにな

ります。解剖調査で扱う事例の背景、報告書の扱いなどは、通常の病死に対する病理解剖、あるいは

法医解剖とは異なっており、別個に取り扱うべきものと思われます。

Q3：特殊検査について「検査機関」とあるが具体的にはどこでするのか？費用は？送付方法などは？

A3 一般の外注検査機関を含め、適切な機関を選んでください。費用は、解剖費用と別個に支払われること

になっています。また、地域事務局で、あらかじめ検査可能な項目、外注先の情報を提供できるよう

にしておくと便利であると思われます。

Q4：解剖結果報告書に「医療評価」を加えるのか？評価などを加えると妥当性などが問題となるが？

A4 原則的には加えません。検討委員会の場でご意見を述べていただき、評価に反映させてください。

Q5：診断内容等について、その内容について専門性の高い病理医や法医学者等にセカンドオピニオンを求め

ることの可否。

A5 個人情報を守ることを前提として、病変の診断、解釈について相談することは可能です。
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この「評価に携わる医師等のための評価の視点・判断基準マニュアル」の目的は、「診療行為に関連した死亡

の調査分析モデル事業」の評価結果報告書作成において、全国的に統一のとれた評価視点、表現・用語使用

を呈示することである。このマニュアルに従って評価・判断する事で、地域や評価者の違いによらず、医療

者と患者遺族双方にとって分かりやすい専門性、透明性、公正性をもった報告書が作成されることを目差し

ている。

Ⅰ. 評価結果報告書の目的
国民の願いである医療安全の確保のため、死亡に至った原因を究明し、専門家が診療行為を評価する「診療

行為に関連する死亡の調査分析モデル事業」（モデル事業）が開始された。その目的は、医学的観点から死亡

に至った原因を究明し診療行為を評価することと、その原因を分析して再発防止への提言を行うことである。

この事業は医学専門家が中心となり、医療事故分析の経験のある法律家の参加のもとに透明性と公正性をも

って医療の質・安全の向上のため評価を行うものであり、医療関係者の責任追及ではない。医学専門家によ

る評価結果報告書が、結果の良し悪しに関わらず、診療担当者と患者遺族との間の相互理解を促進し、医事

紛争を抑制・解決することに役立つことが期待できる。

評価結果報告書の目的は以下の3点にまとめられる。

1．死亡原因の究明

死亡の原因を医学的に究明する。解剖結果、臨床経過、臨床検査等のデータに基づき、医学的な死因を明ら

かにする。現在の医学的常識に照らして死因を確定できない場合は、可能性を挙げるに留める、あるいは不

明としてよい。医学的に議論の余地がある場合は、その旨を記載して断定的な表現は行わない。

2．診療行為の医学的評価

対象事例となる死亡事案では、何らかの診療行為が死亡につながった可能性が高いが、多くの診療行為は常

に一定の確率で患者の状態を悪化させるリスクを秘めており、結果として死亡に至ったとしてもそれだけで

その診療行為が不適切であったとは言えない。診療行為の評価は、診療行為の時点においてその行為をなし

たこと、あるいは行為をなさなかったことが、適切であったか否かという評価と、再発防止に向けて結果か

らみてどのような対応をすれば死亡を回避できたかという評価の2通りがある。診療行為の医学的評価にお

いては、診療行為の時点及び当該医療機関の置かれた状況下で、適切な標準的な判断・診療行為であったか

否かについて、医学的根拠を示しつつ評価する。医療評価意見が分かれる場合はその旨を記載する。また、

患者の死亡に関わる院内の組織体制の問題点は、院内調査委員会の活動と相互補完しつつ評価を行う。

この医療評価は関係した医療従事者個人の責任追及や、過失評価などの診療行為に関する法的評価を行うも

のではない。

3．再発防止への提言

どうすれば死亡を回避することができたかを検討する。臨床経過を振り返り評価することで、できるかぎり

今後の再発防止への提言を行う。当該医療機関の人員配置、診療手順、支援体制等のシステム上の問題につ

いての検討も含む。今日の厳しい医療環境をも考慮する必要があり、現時点での医療環境下においても可能

な再発防止策と、医療体制の改善をも含めた今後に期待する再発防止策は明確に区別して記載する必要があ

る。
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Ⅱ. 評価結果報告書の利用のされ方について
死亡事例の医学的原因究明と再発防止への提言は評価結果報告書としてまとめられ、患者遺族ならびに申請

医療機関に交付される。さらに評価結果報告書の概要は個人情報を伏せてモデル事業のホームページに公表

される。医療機関と患者遺族に医学的評価結果が伝えられること、またその評価を通じて学び得たことを医

療事故の発生予防・再発防止に役立てられることが、評価結果報告書の利用され方の基本である。診療行為

に対する客観的な医学的評価を公表することが、医療の透明性を高め、また医療の不確実性等、医療の現況

に対する理解を深めるのに役立つこと、また、診療担当者と患者遺族との間の相互理解を促進することで、

評価結果の良し悪しに関わらず医事紛争を抑制・解決するのに役立つことが期待される。

医師と患者遺族との間の相互理解を目指すためにも評価結果報告書は可能な限り非医療従事者にも分かりや

すい表現で記載されねばならない。また、申請医療機関及び患者遺族の疑問に対応するように記載を心がけ

る必要がある。

Ⅲ. 評価結果報告書の構成
評価結果報告書は以下に示すように、評価結果報告書の位置づけ・目的を明記する章、医学的観点から死亡

事例の詳細、死因と医学的評価を行う章、再発防止策の提言を行う章、遺族あるいは依頼医療機関から出さ

れた疑問に回答する章、及び評価関連資料の章から構成される。

1.  評価結果報告書の位置づけ・目的

2.  死亡事例の詳細と医学的評価

1）臨床経過の概要

2）解剖結果の概要

3）臨床経過と解剖結果を踏まえた死因に関する考察

4）臨床経過に関する医学的評価

5）結論（要約）

3.  再発防止への提言

4.  遺族あるいは依頼医療機関から出された疑問に対する回答

5.  評価関連資料

Ⅳ. 評価結果報告書記載上の留意点
ここでは具体的記載法について解説する。このマニュアルで引用されている記載例、用語例はこれまでに提

出された評価結果報告書より抽出したものである。

1．評価結果報告書の位置づけ・目的

• 評価結果報告書の位置づけ、目的について記載する。

この評価報告書の目的は、（1）死亡原因を医学的に究明すること、（2）死亡に至った経緯、診療行為を

医学的に評価することであり、法的な評価を行うことではないこと、（3）原因を分析して再発防止への

提言を行うことであることを明示する。原則として以下の記載例を定型文として使用する。

記載例（原則として定型文として使用）

○○地域評価委員会は、診療行為に関連した死亡について公正な立場で医学的観点から死因を究明

し、その診療行為を評価した評価結果報告書を提供することにより、医療の透明性の確保を図ると
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ともに、同様の事例の再発を防止するための方策を提言し、医療安全の向上の一助となることを目

的とする。診療行為の法的評価は行わない。

この評価結果報告書は、○○○○・・・・・・の事例について、その診療評価のために設置された

評価委員会の調査結果、評価結果を取りまとめるとともに、原因を分析して同様の事例の再発防止

策を提言するものである。

2．死亡事例の詳細と医学的評価

1）臨床経過の概要
• 臨床評価医による調査結果を記載する。

（1）患者（氏名、生年月日、年齢、身長、体重）、既往症・素因

（2）経過の概要

• 経時的に臨床経過・事故発生後の対応を含めて記載する。理解し易く問題点を抽出し易いように図表を

用いる工夫も試みる。死因に関係ない事項は省略するか別記する。

• 臨床経過の年月情報は、出来るだけ「死亡_月前」あるいは「発症_日後」等のように一般化した表現と

することにより個人情報を秘匿化する工夫が望まれる。

• 臨床経過の記載は、評価結果を左右する重用な基盤であることを念頭に、過不足なく記載することが望

まれる。

• できるだけ医療従事者以外にも理解できるような用語の使用を心がけ、英文略語は最小限に留める。略

語を使用する場合は、最初の記載時には略さない表現を示す。医学用語を分かりやすく表現することに

関しては国立国語研究所の「病院の言葉」を分かりやすくする提案（http://www.kokken.go.jp/byoin/）

が参考となる。必要があれば用語解説を行う。

• 検査値は標準値を記載するとともに、できるだけ数値に対する臨床判断も記載する。

• 薬剤名は原則として商品名で記載し、最初に一般名を括弧内に示す（®は不要）。またできるだけその使

用目的がわかるように簡単な説明を加える。例えば、ボスミン（エピネフリン、昇圧薬）。

記載例

死亡17日前：多孔式注入カテーテルをグラフト内に留置しウロナーゼ（ウロキナーゼ、血栓溶解薬）

を投与した（当日12万単位、その後24万単位/日x 3日間、同時にヘパリン（ヘパリンナト

リウム、抗血栓薬）12000単位/日x 3日間）。

死亡15日前：虚血による疼痛強く、ロピオン（フルルビプロフェンアキセチル、非ステロイド系鎮

痛薬）では効果なく、ソセゴン（塩酸ペンタゾシン、非麻薬系鎮痛薬）15mg+アタラックス

P （パモ酸ヒドロキシジン、抗不安薬）25mg＋生理的食塩水50mlの点滴静注で疼痛に対処

し、1～2回/日使用していた。

死亡14日前：血液凝固機能は血小板37.3万/μ l（基準値15-35万）とやや増加、プロトロンビン時

間 48%（基準値80%以上）と低下、トロンボテスト36%（基準値70%以上）と低下、プ

ロトロンビン時間の国際標準化比（PT-INR：Prothrombin Time- International Normalized

Ratio） 1.48、活性化部分トロンボプラスチン時間 39.2秒（基準値27-45秒）・・

2）解剖結果の概要
• 解剖担当医、臨床立会医によって、地域評価委員会における議論を参考にして、最終的な解剖結果報告

書を作成する。評価結果報告書には解剖結果報告書の概要を記載し、解剖結果報告書は別に評価結果報
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告書に添付する。添付する解剖結果報告書は原則として写真は除く。

• 内容は包括的・客観的で、記載は明瞭・論理的で読み易いように留意する。

• 解剖所見と判断を区別しつつ、一般人が理解できるように留意する。

（1）病理学的診断

主病診断名

副病変

（2）主要解剖所見

• 解剖所見の内容は、外表・内景，各臓器重量・主要所見、医療行為・蘇生に関連した所見、既往歴・素

因に関連した所見について記載したものである。各機関独自の様式でかまわないが、記載の書式は解剖

調査実施マニュアル案参照のこと。

3）臨床経過および解剖結果を踏まえた死因に関する考察
• 臨床経過および解剖結果を踏まえ、患者の既往歴・素因等との関連、外因の有無、医療を行わなかった

場合などを考慮して、死因に関する考察を行う。臨床評価医、臨床立ち会い医、解剖担当医の充分な意

見交換の結果の総合的医学的評価診断である。死因が確定的でない場合もあり得るので、その場合は複

数の可能性を列挙する。また、簡潔に根拠を挙げ、できるだけ平易に説明する。

• 死因については、直接死因が複合的である場合が多く、単純に原死因、直接死因として簡潔に書けない

場合が多い。その点については、「死に至る病態」として説明し、その中で、「予測できなかった病変、予

測できなかった反応」などを挙げ、それが死に一定の寄与をしたか否か、相当程度であったか、限定的

であったのか、などの評価を下す。

直接死因

原死因

4）臨床経過に関する医学的評価
（1）概要

• 診療行為は適切だったとしても必ずしも良い結果を保障するものではなく、なかでも医療死亡事故は遡

って判断すると何らかの反省点が存在することも多い。しかしここで行う医学的評価は、結果を知った

上で振り返って診療行為を評価するのではなく、死亡の発生に至るまでの診療過程を時間的経過に沿っ

て段階的に分析し、診療行為の時点の当該病院での診療体制下において、適切な診療行為であったか否

かを、医学的根拠を示しつつ評価するものである。

• 例えば、「もし何々の検査を施行していたら何々を避け得た可能性が高い」との表現は、その時点で何々

の検査を施行するのが標準的診療行為である場合に限定し、どのような状況下にあってもそれを行わな

かった結果として何々の結果を生じ、不適切な判断であった、という評価と理解されないように注意す

る。また、その時点で当該医療機関では不可能であった対応を取り上げ、「もし何々があったら何々が生

じなかったはず」といった当該病院で取り得ない仮定のもとでの評価を行うことは必ずしも適当ではな

く、この章では行うべきでない。将来の改善に向けての必要な提案は再発防止への提言の章で述べられ

るべきものである。

• 適切性の評価とは、今日の標準的診療体制下での診療として標準的対応をしたか否かを判断するもので、

今日の最先端の診療を想定して適切か否かを判断するものではない。標準的診療には通常多くの選択肢

が存在するのが普通であり、幅のあるものである。従って、何々すべきであった、というような断定的

な判断は選択肢が極めて限られ、かつ周知されたものである場合以外には用いるべきではない。

• 診療行為を問題とする場合は、行為を為したことを問題とする作為型と、判断の遅れ、転送の遅れ、治

療の不実施といった適切な行為を為さなかったことを問題にする不作為型がある。診療行為の評価は作

為型のみならず不作為型に対しても行うものである。
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（2）具体的評価手順

以下の点に関して、診療過程を時間的経過に沿って段階的に分析し、診療経過に沿った診断、治療法・

処置の選択と実施、治療・処置後の管理、急変時への対応等の適切性を医学的観点より評価し、その医

学的判断の根拠を明確にわかりやすく記載する。
①診断が適切であったか

• 治療や処置を行うあるいは行わない根拠となった診断、病態把握について評価する。確定診断に至らな

いままに診療行為を行わねばならない病態も多いが、確定診断、病態把握のための検査、処置等の内容、

行われたタイミング等が適切であったか、その時点及び当該医療機関の置かれた状況下で標準的な対応

がなされたかを評価する。

不適切ではないとした記載例

振り返ってみると、解剖で明らかになった非閉塞性腸間膜虚血症がこの時期には発症していたと推

測できる。再度のショック状態の原因として、担当医師団は、カルテ記載にあるように非閉塞性腸

間膜虚血症も考えているが、むしろ前日の出血性ショックによる多臓器不全、腹部コンパートメン

ト症候群などを疑っていた。確定診断のためCT検査や動脈撮影などの方法がとられなかった。

GOT、GPTの上昇や代謝性アシドーシスは非閉塞性腸間膜虚血症の診断に重要とされているが、消

化器内科医へのコンサルテーションでショック肝と診断された。重篤な全身状態を考慮すると、シ

ョックに対応した処置に集中せざるを得ず、画像検査を実施しなかったことが不適切とはいえない。

また、臨床的にも患者は気管挿管による人工呼吸器管理下にあり、腹痛などの訴えの聴取や詳細な

腹部理学所見をとることもできなかったと思われるので、稀な非閉塞性腸間膜虚血症を強く疑わな

かったとしてもやむを得ないと考える。

②その段階での診療行為の選択は適切だったか。他の診療行為の選択はあったか（診療行為の適応を評価する）

• 患者の病態は個々の患者で異なり、同様の疾患、病態であっても選択肢は複数あることが通例である。従

って、それぞれの診療経過の段階で治療を行う、別の治療手段、あるいは治療を行わないという選択肢

が存在したのかどうか、標準的治療法の範囲はどこまでかという観点で評価する。標準的な治療が唯一

であることは少なく、選択した治療が、効果とリスクを考慮して、標準的治療の範囲中に存在したかど

うかという事実評価を行うことが必要なのであって、その治療手段のみがとるべき手段であったという

評価を行う場合には慎重になる必要がある。

• 診療行為が標準的であったかどうかの判断の根拠としては、各学会で示されるガイドラインや、医師一

般に知られている診療方針に添ったものから大きく外れていないかを基準とする。但し、診療ガイドラ

インは文献的エビデンスに基づいた診療指針であり、患者の個別性、医師の経験、診療の社会的制約な

どに応じて柔軟に適応されるべきものである。また、ガイドラインの中には望ましい将来的指針として

まとめられているものもあり、決して医療水準を定めるために作成されているのではないことに注意が

必要である。その時点の臨床現場で標準的に行われている診療を基準とする。

• 一方、標準的診療としては認められないような特殊な診療であっても、その選択が特定の状況において

適切であることが合理的に説明できるのであれば適切と評価され得る。

記載例

非閉塞性腸間膜虚血症は、腸間膜血管の急性循環不全に起因する急性腸間膜虚血症の亜型で、発生

頻度は稀ではあるが、発生するとしばしば広範な腸管虚血に続き、腸管壊死に至り、汎発性腹膜炎

や多臓器不全といった重篤な合併症を引き起こす。一般に、閉塞性腸間膜虚血症は塞栓や血栓を原

因とするが、非閉塞性腸間膜虚血症は動脈の攣縮あるいは心不全、ショックなどに伴う低灌流を原
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因とすると考えられている。非閉塞性腸間膜虚血症の発生メカニズムの詳細は不明で、その発生を

予測することや予防することはできない。開心術後、動脈瘤手術後、心不全、動脈硬化症、高血圧、

糖尿病、不整脈などが素因として考えられている。本事例の非閉塞性腸間膜虚血症の原因として、

右腸骨動脈のシース抜去後の出血性ショックが何らか関与していることは否定できない。しかし、

その他にも高血圧症、動脈硬化症、動脈瘤などの素因を合併しているため、出血性ショックが発症

にどの程度関与したかは不明である。また、非閉塞性腸間膜虚血症の発症には、血管作用薬（強心

薬ジギタリス、昇圧薬ノルアドレナリンなど）が関与することも考えられているが、いずれもショ

ック時には必要不可欠な薬剤である。非閉塞性腸間膜虚血症の致命率は70％～100％と高く、そ

の原因として早期診断が困難なことが挙げられている。救命のためには、確定診断に至らなくても、

その疑いがあれば開腹手術に踏み切ることがすすめられている。しかし、担当医らは、非閉塞性腸

間膜虚血症を一応疑っていたが、ショックで状態不良な患者の対応に精一杯務めている状況下にあ

り、開腹手術に直ちに踏み切らなかったことが必ずしも非難に値するとはいえない。

注意すべき記載例1

抜去部を縫合する処置が行われていれば出血ショックはさけ得た可能性がある。それについては調

査申請病院の症例検討委員会が「皮膚切開し血管穿刺部を縫合すべきであったかもしれない。」と

結論しているが、それと同意見である。

注意すべき記載例2

術中の出血性ショックになったこの症例の場合は、手術を続行せずに、手術の中断や、集中的な輸

血・輸液、昇圧薬の増量など別の手段をとるべきであったのではないか。

• 注意すべき記載例は上記例のごとく、別の選択肢をとるべきとするものである。このような記載となる

と、標準的対処法の一つに過ぎなかったのにもかかわらず、こうしていれば死亡を避け得たかも知れな

いという結果からの類推に基づき、あたかもそのような手段をとる義務があったかのように理解されか

ねない。標準的治療法には幅があるため、特殊例を除いては標準的対処法が唯一であったと解されかね

ない上記の様な記載は避けるべきである。

• 事例が標準的治療を行っていると判断される場合でも、そのときの状況では別の標準的治療を選ぶこと

がより望ましいという評価もあると思われる。その場合は「AもBも標準的な治療法に含まれるが、Bを

選択する方法も充分に考えられたのではないか」あるいは「Bという選択肢をとらなかったことが不合理

とまではいえないが・・・」といった表現を用いる。

記載例

抜去した時点では止血されていた。その時点で止血が確実であれば、通常はそのまま様子をみる。

一方、外腸骨動脈を露出し直視下に縫合止血する選択も充分に考えられたのではないか。

適応の適切性の有無の評価に用いる用語例

適切性強い 標準的な治療である。

一般的治療である
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適応があったものと考えられる

医療的基準から逸脱した行為とはいえない

選択肢としてありうる

適切性弱い 一般的診療として認知されていない

標準的治療とはいえない

適切性ない 医学的妥当性がない

医学的合理性がない

他の選択肢なし やむを得ない経過であった

それ以外での手段はなかったものと考えられる

他の選択肢あり 何らかの治療や予防ができた可能性も否定できない

③治療手技は適切だったか

• 手技（直接の医療行為）に伴う問題点や手術・処置体制における留意事項や問題点について言及する。処

置手技や術式が具体的場面において適切に施されたか、具体的場面においてやり方が正しかったかどう

かの手段の相当性に該当する評価となる。具体的には、術者の技量やチーム医療における指導体制の適

切さなどを判断することになる。

• このとき術者の技量については、結果から判断するのではなく、行われた手技それ自体を評価するもの

である。適切さの評価にあたっては、十分な根拠を示すべきであり、例えば、残された手術ビデオから

手技の適切さを判断できることがある。

一般論と前置きした記載例

一般論として、低侵襲性を重視して創の長さを短くした場合には、術野が狭くなり、手術捜査の難

易度は増し、著しい出血等を来した場合等の対応の困難性も高まると考えられる。本件の手術創の

長さの適否についての評価は容易ではないが、本件においても結果として出血後に創の延長が必要

となったこと等も踏まえると、侵襲性を重視して短い創で開胸して手術を行う場には術者の技量や

出血等が生じた場合への対応準備状況に照らして、慎重に判断する必要がある。そして術野が十分

確保されていない場合には、安全性を優先して、創を拡大することや胸腔鏡を併用することも考慮

することが望ましい。

不適切と判断した記載例1

肺尖部の癒着については剥離可能と判断されたようだが、仮にこれが強固に癒着していて剥離に難

渋するような場合には、それまでに加えられた肺門部処理等の一部操作については不適切な手術手

順となった可能性が高い。

不適切と判断した記載例2

このような異常出血を見た場合は、手術終了後もしばらく創の観察を継続する必要がある。術後縫

合部からの出血が続くようであれば、一旦縫合を終了していたとしても即座に抜糸し、改めて止血

操作を行うなどの必要がある。
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注意すべき記載例

肝切除自体に経験不足であった。

術者の判断は少し甘かった。

（経験不足や判断の甘さだけで片付けてしまって良いか吟味が必要である。経験不足であればそれ

をチームとしてサポートしていたのか、なぜ甘い判断となってしまったのか、より望ましい選択肢

があったのにそれを行わなかったのはなぜか、当時現場でそれは実行可能であったのかなど考慮す

る必要がある。）

判断に誤りがあった。

判断に落ち度があった。

（判断に遅れがあった、迅速性を欠いた、など具体的な表現を使い、問題点をよ的確に指摘するほ

うが望ましい。）

治療手技の適切さの評価に用いる用語例

適切性強い 手技上の問題はなかった

通常の術式の実行から外れるものではない

一般的術者としての技量を持っていた

適切な指導を行う体制にあった

適切性弱い 手技において適切な配慮がなかった

なんらかの必要な配慮を怠った

④患者の病態の変化に対して病状の診断を含む患者管理は適切だったか

• 変化する患者の病態に対して、的確な診断を含む術後管理、経過観察が行われたかどうか評価する。

• 異常発生後にその病状を適切に認識し、それに対する対応が適切になされていたか、他病院への転送判

断に遅れがないかなどが問題となる。

治術後管理についての評価の記載例

排ガス・排便はあったとはいえ、腹部膨満や腹痛等の自覚症状の改善が十分とはいえない状況下で

の経口摂取許可は必ずしも間違いとは言えないが、慎重 さに欠けていたかもしれない。

抗菌薬の選択についての評価の記載例

感染巣がいまだ不明で敗血症が疑われているような状態では抗菌スペクトルの広い第三世代セフェ

ム薬かカルバネペム薬の選択が推奨されており、これらの抗菌薬の投与についても考慮されること

が望ましかった。

患者管理の適切さの評価に用いる用語例

適切性あり 標準的な対応である

臨床的に優れた対応である

適切性強い　 大きな問題はない
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（対象となる病状）を強く疑わなかったとしてもやむをえない

迅速に対応していた

適切性ない　 認識が遅すぎ対応ができなかった

判断に誤りがあった

転送すべきであったのに、その判断に遅れがあった

（3）システムエラーとしての観点からの評価

• 院内診療体制との関係など、死亡事故をシステムエラーの観点からも評価する。

• ただし、システムエラーなどに見られる組織的問題点は、院内事故調査委員会の調査にゆだねられる部

分が大きい。両者の調査が同時並行に進み、お互いに透明性を担保しつつ､公正な機能補完をし合うこと

が必要になる。疑問点については積極的に質問状等を送り、院内における事故調査の進展を促す。院内

調査委員会の活動に関する評価を加えることも行う。この結果、地域評価委員会は院内事故調査の外部

からのレビューとしての機能も果たすことになる。

• 医療者側と患者側のコミュニケーションの是非についてはこの章で行うことになるが、客観的資料に基

づいて評価できる範囲に留める。医療者側、患者側双方の感情的対立、齟齬についての評価を適切に行

うことは、両者から事情聴取を行ってもしばしば困難であり、残された書類等の客観的資料からのみの

判断では不十分であることに留意しつつ、客観的資料に基づき明瞭なものにだけ留める。客観的資料か

らの判断が困難な場合は、その旨を記載する。

5）結論（要約）
• 臨床経過のまとめ、解剖結果から判断した死亡原因を述べ、それと診療行為との関連性について述べる。

診療行為についての医学的評価を述べる。評価結果を一つにまとめることができない場合もあり、その

場合はその旨を明記して複数の評価を列挙することとなる。

記載例

①経過；患者は○年○月○日、○○という診断の下、○○の目的で○○（診療行為）が行われた。

② 死因：死因は○○である。

③調査及び評価の結果；死亡と○○（診断／診療行為）との関係はない／○○という関係があり、

医療行為としては適切／不適切であった。／○○であるため、やむを得なかったと考える。

3．再発防止への提言

• 評価結果を踏まえて背景要素の分析を行い、同様の事例の再発防止に資する提言を記載する。

• どうすれば死亡を回避することができたのかという視点での評価である。結果を知った上で臨床経過を

振り返り、死亡を回避できる可能性を全て考え、実際に行われた診療行為を勘案してできるかぎり提言

する。

• 事例から真摯に学んだことを再発防止に活かし、個々の提言の積み重ねを医療の改善につなげるという

目的で、再発防止策は一般論ではなく事例に則した具体的な問題提起であることが望ましい。

• 再発防止の視点から、当該医療機関の人員配置、設備、運用方法等のシステム上の問題点を検討し、シ

ステム上で改善できると思われる点があれば提言として提示する。

• 診療行為を振り返って評価するため、事故発生時の状況においては実施困難である方策の提言も含まれ

ることになるが、その場合はこの提言が結果を知った上での遡っての判断であること、前章の医学的評
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価とは全く違った視点であることを十分に明記する必要がある。

• 現在の我が国での診療体制下では困難であるが、将来に向かって必要と思われるような行政に対する提

言は、その旨が明確に分かるような表現とする。

記載例1

本事例は○○が原因で死亡したことから、○○にあたっては○○に留意する必要があり、マニュア

ルを見直し、その旨を医療現場に周知するのがよい。

記載例2

臍静脈カテーテルから輸液を行う場合、挿入後にX線写真、超音波検査などで位置確認を行い、不

適正な位置にある場合には速やかに抜去するのが望ましい。しかし全身状態不良などで他の部位か

らの輸液路確保が困難な場合には不適正な位置での使用も許容されるが、あくまで短期間の利用に

留め、高浸透圧液の輸液は避け、必要に応じ別ルートの確保を目指すことが必要である。また、日

齢15に採取された腹水は速やかに検体検査が行われておらず、病態発見の遅れに繋がった可能性が

ある。同日は休日であり、主治医が検査に提出するのをためらうような検査体制になかったか検証

が必要である。

記載例3

改善点を挙げるとすれば、人員確保と輸血の早期開始であろう。産科医師が極端に不足し、重労働

を強いている現状ではあるが、一定の出血量を超した場合、緊急呼び出し医師、上席当直医に連絡

をすることを義務付けることなどが対応として考えられる。また、生命的緊急時に血液型の交差試

験検査を行うか否かの病院の規定の作成が望まれる。原疾患である弛緩出血に対し医療的処置を適

切に行うことのできる経験を持つ医師でありながら、このような結末に至ってしまったことは残念

である。しかし分娩にはこのような事が起こり得ることを一般的認識として持ってもらうことを学

会として行って欲しい。また輸血学会に対しても、輸血供給までの時間を、産科医療の特殊性をよ

く理解、加味し、指針作りをしていただきたい。

記載例4

術後患者に対する院内体制の構築：予期せぬ合併症を発症した場合には、それに対処する十分な体

制ができていたか疑問が残る。異常を早期に発見する人材、それに対応するマンパワー、指揮命令

系統ができていたか不明である。実際、本患者の場合、心停止の事実すら執刀医まですぐには伝わ

っておらず、経験ある医師の能力が最大限に生かされたかどうか疑問である。中規模の病院でそこ

までの体制をつくることは、コスト、人件費の問題で難しい事もあると思われるが、何らかの工夫

をして体制作りに取り組んで頂きたい。いずれにせよ再発防止には、術後の急変に対する迅速的確

な対応ができる体制作りが必要であろう。

記載5

本事例はそのような合併症が、一般に総合病院に比べて高度な診断、治療を迅速に行うことが容易

とはいえない有床診療所で発生し、あらゆる処置にもかかわらず救命し得なかった例である。しか
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しながら、非緊急手術を行うに当たっては当該施設では当該手術の内容、ならびに対象症例の全身

ならびに病変部の状態を勘案し、充分な対応ができる体制を確認した上で手術を実施すべきであり、

その点からは稀かつ重篤な合併症が疑われた場合には即座に患者を重症患者の治療に適した医療機

関へ遅滞なく紹介する必要がある。

4．遺族あるいは依頼医療機関から出された疑問に対する回答

• 遺族あるいは依頼医療機関から疑問がある場合は、医学的評価の範囲内で、可能な限り回答することが

望ましく、評価結果報告書の内容を基にわかりやすく記載する。

5．評価関連資料

• 評価委員名簿（氏名及び主たる所属学会）と役割（委員長名を含む）を記載する。

• 事例によっては評価委員会にオブザーバーが参加する場合もあり、その場合はその旨も記載する。

• モデル事業は、日本内科学会が主体となって医療系、歯科、薬剤、看護系の学会（平成22年1月現在

計58学会）の協力を得て実施しているものであることから、主たる所属学会名についてはモデル事業の

協力学会名を踏まえた上で記載すること。

• 協力学会以外の所属を記載する必要がある場合は，予めモデル事業中央事務局や記載予定の学会へ相談

するなどすること。

• モデル事業の協力学会とは、平成22年1月現在下記のとおり。（計58学会）

【日本医学会基本領域19学会】：日本内科学会、日本外科学会、日本病理学会、日本法医学会、日本医

学放射線学会、日本眼科学会、日本救急医学会、日本形成外科学会、日本産科婦人科学会、日本耳鼻咽

喉科学会、日本小児科学会、日本整形外科学会、日本精神神経科学会、日本脳神経外科学会、日本泌尿

器科学会、日本皮膚科学会、日本麻酔科学会、日本リハビリテーション医学会、日本臨床検査医学会

【日本歯科医学会】：日本歯科医学会

【内科サブスペシャリティ】：日本消化器病学会、日本肝臓学会、日本循環器学会、日本内分泌学会、日

本糖尿病学会、日本腎臓学会、日本呼吸器学会、日本血液学会、日本神経学会、日本感染症学会、日本

老年医学会、日本アレルギー学会、日本リウマチ学会

【外科サブスペシャリティ】：日本胸部外科学会、日本呼吸器外科学会、日本消化器外科学会、日本小

児外科学会、日本心臓血管外科学会

【薬剤】：日本医療薬学会

【日本看護系学会協議会19学会】：聖路加看護学会、日本家族看護学会、日本看護科学学会、日本看護

管理学会、日本看護技術学会、日本がん看護学会、日本クリティカルケア看護学会、日本手術看護学会、

日本循環器看護学会、日本小児看護学会、日本助産学会、日本新生児看護学会、日本腎不全看護学会、日

本赤十字看護学会、日本母性看護学会、日本慢性看護学会、日本老年看護学会、日本看護診断学会、日

本糖尿病教育看護学会

• 評価委員会を開催した年月日時間、調査及び評価の経緯を記載する。

• 必要ならば評価のうえで参考にした文献等（英文のものは日本語要旨）を添付するのが望ましい。

記載例

地域評価委員会委員名簿

委員長 日本　太郎（○○大学心臓外科/日本外科学会）

臨床評価医（主） ○○　○○（△△大学循環器内科/日本内科学会）

臨床評価医(副) ○○　○○（××病院心臓外科/日本心臓血管外科学会）

臨床医 ○○　○○（△△病院消化器内科/日本内科学会）
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看護師 ○○　○○（△△病院医療安全管理室/日本看護管理学会）

解剖担当医 ○○　○○（□□大学病理/日本病理学会）

解剖担当医 ○○　○○（○×大学法医/日本法医学会）

臨床立会医 ○○　○○（○□大学呼吸器外科/日本呼吸器外科学会）

法律関係者 ○○　○○（弁護士/○○弁護士会：記載に検討が必要）

法律関係者 ○○　○○（○○大学法学部）

総合調整医 ○○　○○（○○大学病理/日本病理学会）

総合調整医 ○○　○○（×○病院/日本内科学会）

調整看護師 ○○　○○

調査・評価の経緯

平成19年8月○日△時-△時 解剖実施

平成19年9月○日△時-△時 解剖実施医症例検討会

平成19年11月○日△時-△時 第一回地域評価委員会

平成19年12月○日△時-△時 第二回地域評価委員会

平成20年1月○日△時-△時 第三回地域評価委員会

その他、委員の直接対話やメールなどを利用して適宜意見交換を行った。

参考資料（添付）

1、 ○○薬剤の概要

2、 ○○疾患治療のガイドライン

参考文献

1、東京太郎,(著者は最初の3名、他とする). 少量アスピリンによる不整脈誘発症例. 薬理と臨床.

16:1949-50, 1996.

2、○○・・・・

V. 用語・記載の仕方の整理
• 法律用語や医学用語に偏らない。

「相当程度の可能性」「予見可能性（注意義務）」「なんらかの錯誤」「結果回避義務」など、法律用語を

用いた報告書も散見される。結果回避義務に違反したなどの法的判断の場ではないので、その場合には

「その結果を避けることができたものと考えられる」などの日常生活で使用されている言葉をできるだけ

用いるようにするのが望ましい。また、医学的判断を行うものとはいえ、患者遺族にそのまま渡すこと

を念頭に置いた言葉選びを心がける必要がある。

• 当事者の責任につながるような文言

医療者として的確な指摘があることは望ましいが、次のような責任を明確にする文言を用いるときには、

なぜそのように判断したかの医学的判断の根拠及びその根拠のレベルをきちんと示す必要がある。

使用方法に注意すべき用語

（医療者の行為が）「誤りであった」、「誤りでなかった」

「落ち度があった」、「落ち度がなかった」

「問題がある」、「問題がない」

「判断が甘かった」、「的確な判断であった」
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• 分量

事例によって分量に違いはありうるが、10枚～20枚程度に収まることが望ましいと考えられる。解剖

結果の概要と死因などについては評価結果報告書においては重要なポイントだけを述べるにとどめる。解

剖結果報告書は別に資料として添付される。

• 論点の絞り込み

一つの事例を多角的にみていくと、様々な論点や問題が出てくることもある。特に適応や手技の適切性

などについては、様々な仮定条件をもとにした記載が見られるが、ここでは、当該治療方法が対象医療

機関で行われたことについて標準的医療としての適応や手技の適切性を判断すれば必要かつ十分なもの

となる。どうしても述べておきたい他の論点については、最後の提言部分などで述べる。

• 報告書の体裁

報告書は字体、文字の大きさ、行間、字間など、読みやすさに配慮した体裁とする必要がある。（表題や

項目はゴシック体、内容文章は明朝体。文字の大きさは10.5ポイント以上）

評価結果報告書の項目と字体、文字の大きさの例

1．評価結果報告書の位置づけ・目的

○○地域評価委員会は、診療行為に関連した死亡について公正な立場で医学的観点から死因を究

明し、・・・・・・

2．死亡事例の詳細と医学的評価

1）臨床経過の概要

（1）患者（氏名、生年月日、年齢、身長、体重）、既往症・素因

（2）経過の概要

2）解剖結果の概要

（1）病理学的診断

（2）主要解剖所見

3）臨床経過と解剖結果を踏まえた死因に関する考察

4）臨床経過に関する医学的評価

5）結論（要約）

3．再発防止への提言

4．遺族あるいは依頼医療機関から出された疑問に対する回答

5．評価関連資料

VI. 添付資料
• 評価結果報告書に加えて要点をまとめた「評価報告書の概要」を作成し添付する。「評価報告書の概要」

は一般公表するものであり、作成にあたって遺族、医療機関の個人情報の漏洩がないように十分配慮す

る。（付録参照）

• 解剖結果報告書（原則として写真は除く）を添付する。
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はじめに

平成17年度から日本内科学会が実施主体となって行っている「診療行為に関連した死亡の調査分析

モデル事業」（以下、モデル事業）において、事務局として調査関連の業務を支え、調査開始後、調査

の進捗状況等を遺族に伝えるともに、遺族の感情を受け止め、それを調査・分析を行う評価委員や事

例を届出た医療機関と共有していく等の役割を担う看護師を、「調整看護師」と呼称している。国にお

いて検討されている調査・分析を行う全国的な中立的第三者機関である医療安全調査委員会（仮称）

においても、モデル事業における調整看護師と同様の業務にあたる看護師が必要である。今般、診療

関連死調査人材育成班調整看護師標準業務マニュアルグループ（本研究班）は、「医療安全調査委員会

設置法案（仮称）大綱案（以下、大綱案）」（平成20年6月）の考えを踏まえ、医療安全調査委員会（仮

称）で業務にあたる看護師の標準業務マニュアルを作成した。本マニュアルにおいても、以下、こう

した業務にあたる看護師を「調整看護師」の名称で呼称するものとする。

一般的にマニュアルは、組織等の集団の目標達成に向けて、関係者が実施しようとする業務等の活

動のねらいや具体的な行動・進め方（手順・方法）等を記述したものであり、ある一定の状況に対応

する行動等をわかりやすくまとめた手引書と言える。また、関係者それぞれの責任等を明記すること

で、緊密な連携が求められる関係者間の行動に先立ち、相互の関係性を理解した各々の意思決定を行

う際のよりどころとなる重要な資料となる。加えて、マニュアルによって手順・方法等を提示し、関

係者がマニュアルに基づき活動することで、実施したパフォーマンスの均質化が期待される。本マニ

ュアルにおいても、遺族や届出医療機関、そして医療安全調査委員等に対して、調整看護師の質の高

い調整が行わることをねらいとして作成するものである。
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序　章

I．調整看護師（仮称）の役割・機能

大綱案によれば、医療安全調査委員会（仮称）の目的は、医療事故死等の原因を究明するための調査を適

確に行わせるため医療安全調査地方委員会を、医療の安全の確保のため講ずべき措置について勧告等を行わ

せるため医療安全調査中央委員会を設置し、もって医療事故の防止に資することとされている。また、中央

委員会及び地方委員会の事務を行うための事務局を置く、とされている。これまでのモデル事業の調整看護

師の役割を踏まえると、医療安全調査委員会（仮称）における調整看護師は、地方委員会の下に置かれ、調

査チームを支援するための事務局として、事例発症から評価報告書説明会終了まで、医療事故死等の原因を

究明するための調査の全プロセスに関与し、関係機関、関係職種、遺族、関係学会等との調整を行うことが

期待される。

調整看護師が担う主な役割は、1）プロセスの進捗管理、2）調査委員会運営のための情報管理、3）関係

者（遺族、医療機関関係者、評価委員会関係者）の支援、4）医療安全対策の推進であり、以下にその役割

を果たすための主な機能を記述する。

1）プロセスの進捗管理

① 事例に関する全体像の把握

② 事例の進捗管理と円滑に調査・分析を進めるための全体調整

③ 関係職種の役割を把握した上での人間関係の調整

④ 適切な評価委員の選定への協力

2）調査委員会運営のための情報管理

① 関係機関・関係職種・遺族からの情報収集と情報共有

② 関係機関・関係職種・遺族等への正確な情報伝達

③ 医療機関における証拠書類・データ等の収集と保全に関する支援

④ 関係資料の作成および事務局・関係者等への提出

⑤ 各種書類の管理

3）関係者の支援（遺族、医療機関関係者、評価委員会関係者等）

① 医療機関が本制度を理解し調査に望むための支援

② 医療機関における事故後の対応を適切に実施するための支援

③ 院内事故調査委員会の開催に関する支援と助言（必要に応じて）

④ 遺族が制度活用を納得・了解するための支援

⑤ 危機的状況にある遺族の感情の理解と関係者との良好な関係性の形成と維持

⑥ 調査結果説明における遺族の支援

⑦ 調査開始から説明会までの遺族・医療機関・評価委員との緊密な連携

4）医療安全対策の推進

① 説明会後の医療機関のフォローアップ

② 医療安全対策にむけた政策提言のための情報整理

③ 社会への啓発活動

以上の役割・機能を発揮しながら調整看護師は業務を遂行するが、業務上知り得た情報の取り扱いには十

分に留意し適切に管理して、守秘義務を守り、かつ責任ある倫理的行動が求められる。
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II．関係者に対する調整看護師（仮称）の関わり

医療安全調査委員会（仮称）は先駆的な取り組みであり、そこでの調整看護師は看護師としての専門的な

知識・技術の提供はもとより、誠実で品格のある態度で臨み、社会的使命・責任を自覚しながら役割を果た

すことが求められる。

前述のように届出医療機関、遺族、評価委員会の関係者等と、公平・中立的な立場で関わることは、医療

安全調査委員会（仮称）関係者である調整看護師にとって大前提となることは言うまでもない。また、調整

看護師は、熟練したコミュニケーション技術や対人関係能力をもって共感的態度で関わることにより、関係

者との信頼関係の維持形成に努めなければならない。このことは、遺族と届出医療機関の両者に対して重要

なことである。

以下に調整看護師（仮称）と主な関係者との関わりにおける留意点を挙げる。

1）遺族
調整看護師は、相談・受付に始まり説明会に至るまで、様々な局面において、遺族の不信感・不安や怒り

などの感情や思いを受け止めながら、必要な情報提供を行う。関係資料や報告書等に記載された医療におけ

る専門用語や知識等の説明の際には、遺族の反応を見ながら内容理解を助けるように分かりやすく説明する。

また、遺族が質問や疑問点等を尋ねやすいよう働きかける。悲嘆（グリーフ）への対応については、公平・

中立的な立場から、一人の看護師として遺族の尊厳を守りながら寄り添い、話を傾聴する。

2）届出医療機関
様々な場面において遺族側と届出医療機関側のコンフリクトを考慮した態度で接する。届出医療機関の主

治医を初めとした、関係者の精神的、身体的疲労の蓄積を配慮し、さらなる負担の増大を考慮した対応を行

うことで調査の負担を軽減させる。

3）地方委員会の評価委員
関係者との協働、連携体制の構築が業務推進の要となる。調整看護師が調整機能を発揮し、また看護の専

門性を活かして医療機関からの情報はもとより、遺族の疑問・感情等も含めた情報の整理と、評価委員会に

対しては関連情報を提供するなどの調整者としての役割を果たす。

4）事務局の事務職員

調整看護師と事務職員はお互いの役割を果たし、また情報の共有をもって、緊密な連携を図ることで、医

療安全調査委員会（仮称）関係者の専門性を発揮すると共に、運営に寄与する。

調整看護師自身は、家族を突然に失った遺族や、事故後の対応に戸惑う医療機関の関係者等への適切な対

応が求められるため、必要な専門的知識・技術を習得することが重要である。
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III．調整看護師（仮称）標準業務マニュアルの活用方法

1．2つの調整看護師標準業務マニュアル

本研究グループ班は、先行研究である「医療関連死の調査分析に係る研究」で作成された、モデル事業に

おける「調整看護師業務マニュアル（案）」（2007年）を踏まえ、2008年の研究においては業務内容によっ

て技能的業務（医療者以外の人への医療の専門用語の説明、遺族対応、関係者の人的関係調整等）とサポー

ト業務（日程調整、連絡調整、会場設営等）とに分類すると同時に、厚生労働省が示した大綱案に準じたプ

ロセスに整理し、医療安全調査委員会（仮称）の調整看護師の標準業務マニュアルを作成した。

2009年度の研究においては、2008年度版標準業務マニュアルをベースに、調整看護師が行う一連のプロ

セスを大まかな区分に分け、「受付・相談」から「説明会」までの7つ区分に分けて再表示した。さらには調

整看護師がこれまでの実践から得た体験知／暗黙知（無意識的な看護の関わりや行動）を集積し、言語化し

標準業務マニュアルへ反映させた。

以上のことから、2008年度版標準業務マニュアルでは調整看護師の業務の流れを示し、2009年度版では、

特定の活動区分における調整看護師の行動目標や行動の留意点等を示した。

2．2009年度版調整看護師標準業務マニュアル

区分毎の業務マニュアルにおいて調整看護師の業務内容を記述した他、関係者との連携やポイントを示し

た。以下に各マニュアルにおいて使用した項目等について記述する。

● 各マニュアルのタイトルの下に説明文がある。これには、当該マニュアルに提示した活動が、医療安全

調査委員会（仮称）の調査期間において、どのような対応の時期であるかが理解できるように概要を記

載した。

●「行動目標」に記載された内容は、マニュアルで示された活動を実践する際の調整看護師の目指す目標で

ある。これは、モデル事業調整看護師の過去の対応から得られた体験知/暗黙知を参考に言語化したもの

である。

●「ポイント」欄には、「行動目標」に記載された目標の達成のために具体的に留意すべき行動について記

載した。つまり、業務の実践にあたり留意する、あるいは配慮すると良い、と思われる具体的な活動で

ある。

ポイントに記載された内容は、モデル事業の調整看護師から得られた貴重な提案であり、国において

医療安全調査委員会（仮称）が創設された際には、遺族や届出医療機関の関係者等に対する質の高い対

応に必要な行動が示唆されていると考える。

●「必要と思われる帳票類等」については、モデル事業で活用されている資料や帳票類を示した。

3．業務区分の番号
業務区分で使用したそれぞれの番号は、2008年度版標準業務マニュアルと連動していることから、両マ

ニュアルの照合が可能となっている。

一部タイトル名等の変更もあるため、以下にその変化を記す。

2008年度版　　　　　　　　　　2009年度版

看護師業務　　　　　　　　　　　看護職の業務内容

（新規） ポイント

事務職業務　　　　　　　　　　　看護職と連携する事務職の業務内容

必要と思われるチェックシート、報告様式（記載場所の移動）

調整看護師(仮称)業務マニュアル　7
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結　語

この調整看護師標準業務マニュアルは、医療安全調査委員会（仮称）における調整看護師の業務を想定して

作成した。今後の医療安全調査委員会（仮称）の制度化により調整看護師の業務の変更はありえる。
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2009年度版

調整看護師（仮称）標準業務マニュアル
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行
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目
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類
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・
事
例
概
要
暫
定
版
（
見
本
及
び
シ
ー
ト
）

（
調
査
開
始
決
定
の
連
絡
等
）

・
受
付
時
確
認
事
項
（
事
務
局
用
、
医
療
機
関
用
）

・
調
査
実
施
通
知
「
調
査
に
関
す
る
地
方
委
員
会
の
判
断
に
つ
い
て
」（
医
療
機
関
あ
て
、
遺
族
あ
て
）

（
調
査
開
始
不
決
定
の
連
絡
等
）

・
調
査
不
実
施
通
知
「
調
査
に
関
す
る
地
方
委
員
会
の
判
断
に
つ
い
て
」（
医
療
機
関
あ
て
、
遺
族
あ
て
）

必
要
と
思
わ
れ
る
帳
票
類
等
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調
査
開
始
決
定
後
、
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
が
初
期
調
査
の
た
め
の
初
期
調
査
班
を
編
制
し
、
初
動
調
査
の
た
め
に
必
要
な
準
備
を
短
時
間
で
行
う
時
期
で
あ
る
。

初
期
調
査
準
備

•
調
査
業
務
で
は
手
続
き
上
、
時
間
的
制
約
を
伴
う
た
め
、
関
係
者
と
の
良
好
な
連
携
や
短
時
間
で
の
効
率
的
作
業
に
心
が
け
、
円
滑
な
業
務
を
実
施
す
る
。

•
事
務
局
職
員
が
自
身
の
担
当
す
る
役
割
を
認
識
し
実
践
で
き
る
よ
う
、
関
係
者
に
説
明
、
調
整
す
る
。

●
行
動
目
標

業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

4
.調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー

（
解
剖
担
当
者
等
）
の

選
任
等

→
医
療
機
関
へ
の
各
種
連

絡
等

→
解
剖
担
当
施
設
、
調
査

チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
（
解

剖
担
当
医
）
の
決
定

→
解
剖
担
当
施
設
・
解
剖

担
当
医
へ
の
連
絡
等

→
臨
床
立
会
医
の
決
定

→
臨
床
立
会
医
へ
の
事
前

説
明
等

→
地
方
事
務
局
都
道
府
県

支
部
へ
の
連
絡

5
.地
方
事
務
局
都
道
府
県

支
部
初
期
班
の
編
成

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
届
出
医
療
機
関
側
の
窓
口
と
な
る
医
療
安

全
管
理
者
を
確
認
す
る
。

・
関
係
物
件
の
保
全
等
の
留
意
事
項
、
遺
体
搬
送
業
者
（
葬
儀
社
）
と
の

確
認
事
項
等
を

FA
X
で
送
り
説
明
す
る
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
地
方
委
員
会
が
協
力
医
・
協
力
施
設
名
簿

か
ら
の
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
（
解
剖
担
当
医
）
・
解
剖
担
当
施
設
を

選
定
し
た
結
果
を
当
該
協
力
医
・
協
力
施
設
へ
連
絡
し
、
調
査
へ
の
協

力
を
要
請
す
る
。

※
地
方
委
員
会
の
選
定
に
あ
た
っ
て
は
、
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
（
解

剖
担
当
医
）
は
、
事
前
に
臨
時
委
員
と
し
て
任
命
さ
れ
て
い
る
者
で
あ

っ
て
、
届
出
医
療
機
関
と
無
関
係
の
者
と
な
る
よ
う
、
留
意
す
る
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
解
剖
担
当
施
設
に
対
し
て
、
遺
体
の
受
入

れ
が
可
能
な
時
間
を
確
認
す
る
。

・
ま
た
、
具
体
的
な
解
剖
開
始
時
間
に
つ
い
て
は
、
後
ほ
ど
地
方
事
務
局

都
道
府
県
支
部
が
連
絡
調
整
す
る
こ
と
を
、
解
剖
担
当
施
設
及
び
調
査

チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
（
解
剖
担
当
医
）
に
伝
え
る
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
地
方
委
員
会
が
臨
床
立
会
医
を
要
す
る
と

認
め
た
場
合
、
解
剖
担
当
施
設
が
推
薦
し
た
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー

（
臨
床
立
会
医
）
に
、
調
査
へ
の
協
力
を
要
請
す
る
。

委
員
任
命
の
委
嘱
手
続
き
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
（
臨
床
立
会
医
）

に
対
し
て
、
調
査
関
係
資
料
の
抜
粋
（
解
剖
の
部
分
）
を

FA
X
か
メ
ー

ル
で
送
付
し
、
業
務
の
説
明
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
地
方
委
員
会
が
決
定
し
た
解
剖
担
当
施
設
、

解
剖
担
当
医
、
臨
床
立
会
医
を
、
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
へ
連
絡

す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
は
、
調
査
開
始
の
決
定
後
、
届
出
医
療
機

関
に
初
期
調
査
に
赴
く
事
務
職
員
を
決
定
し
、
情
報
収
集
を
行
う
。

・
受
付
受
理
か
ら
初
期
調
査
に
向
か
う
ま
で
は
時
間
的
に
余
裕
が
な
い
こ

と
が
多
い
。
初
期
調
査
に
必
要
な
資
料
、
備
品
等
は
ワ
ン
セ
ッ
ト
に
し

て
常
備
し
て
お
く
と
便
利
で
あ
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
調
査
開
始
が
決
定
し
た

後
、
届
出
医
療
機
関
に
初
期
調
査
に
複
数
の
看
護
師
と
と
も
に
赴
く
。

※
上
記
看
護
師
の
う
ち

1
名
は
事
例
担
当
者
と
し
て
、
調
査
終
了
ま
で
遺

族
、
届
出
医
療
機
関
と
対
応
す
る
。

・
医
療
機
関
か
ら
の
情
報
を
収
集
す
る
事
務
職
員
の
進
捗
状
況
を
確
認

し
、
必
要
に
応
じ
て
支
援
す
る
。
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

6
.事
例
に
つ
い
て
の
情
報

収
集
、
情
報
共
有

7.
医
療
機
関
へ
の
移
動

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
は
、
届
出
医
療
機
関
の
所
在
地
、
交
通
手

段
を
確
認
す
る
。

・
解
剖
担
当
医
、
臨
床
立
会
医
へ
の
集
合
時
刻
・
場
所
等
の
連
絡
を
行

う
。

・
初
期
調
査
に
赴
く
医
師
、
後
方
支
援
職
員
、
事
務
職
員
と
と
も
に
初
期

調
査
の
情
報
を
共
有
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
は
、
身
分
証
、
必
要
書

類
を
携
帯
し
、
届
出
医
療
機
関
へ
出
向
く
。

・
初
期
調
査
で
は
、
メ
ン
バ
ー
が
分
か
れ
て
作
業
を
行
う
の
で
、
事
前
に

初
期
調
査
班
の
メ
ン
バ
ー
間
で
十
分
に
情
報
を
共
有
す
る
こ
と
が
大
切

で
あ
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
届
出
医
療
機
関
の
医
療

安
全
管
理
者
か
ら
遺
族
の
心
身
の
状
態
と
、
遺
族
の
医
療
安
全
調
査
委

員
会
に
対
す
る
認
識
内
容
、
届
出
医
療
機
関
の
調
査
依
頼
内
容
を
電
話

で
聴
取
す
る
。

・
初
期
調
査
に
赴
く
医
師
、
後
方
支
援
職
員
、
事
務
職
員
と
と
も
に
初
期

調
査
の
情
報
を
共
有
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
は
、
身
分
証
を
携
帯
し
、

届
出
医
療
機
関
へ
出
向
く
。

調整看護師(仮称)業務マニュアル　13

業
務
分
類

帳
票
類

4
.調
査
開
始
決
定
後
の
地
方
事
務

局
都
道
府
県
支
部
初
期
班
編
成

に
必
要
な
委
員
の
選
任
等

7
.医
療
機
関
へ
の
移
動

（
医
療
機
関
へ
の
各
種
　
連
絡
等
）

・
調
査
関
係
資
料
（
医
療
機
関
用
）
の
抜
粋

・
医
療
安
全
調
査
委
員
会
に
つ
い
て

・
調
査
の
流
れ
に
つ
い
て

・
関
係
物
件
保
全
の
留
意
事
項

・
解
剖
に
つ
い
て
（
遺
族
あ
て
）

・
遺
体
搬
送
に
つ
い
て
の
留
意
事
項
（
葬
儀
社
あ
て
）

・
死
亡
診
断
書
の
作
成
に
つ
い
て

（
解
剖
担
当
施
設
、
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
（
解
剖
担
当
医
、
臨
床
立
会
医
）
の
決
定
）

・
協
力
医
・
協
力
施
設
へ
の
要
請
書
（
ひ
な
型
）

・
協
力
医
へ
の
要
請
書
（
ひ
な
型
）

･任
命
書

・
調
査
関
係
資
料
（
調
査
チ
ー
ム
用
）
の
抜
粋

・
医
療
安
全
調
査
委
員
会
に
つ
い
て

・
調
査
の
流
れ

・
調
査
チ
ー
ム
の
委
員
の
構
成
と
役
割
　

・
解
剖
に
あ
た
っ
て
の
留
意
事
項

（
医
療
機
関
へ
の
移
動
）

・
初
期
調
査
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト

必
要
と
思
わ
れ
る
帳
票
類
等
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

8
.医
療
機
関
・
遺
族
に
対

す
る
調
査
開
始
時
の
説

明

9
.遺
族
に
対
す
る
解
剖
の

承
諾

1
0

.医
療
機
関
に
お
け
る

関
係
物
件
の
保
全

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
左
記
業

務
に
つ
い
て
代
行
す
る
場
合
が
あ
る
。

・
届
出
医
療
機
関
に
対
し
て
、
遺
族
と
の
面
談
場
所
を
準
備
を
依
頼
す

る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
同
意
書

等
、
必
要
書
類
の
確
認
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
構
造
設

備
、
医
薬
品
、
診
療
録
・
助
産
録
・
画
像
等
の
コ
ピ
ー
（
初
期
調
査
時

に
間
に
合
わ
な
い
場
合
は
、
後
日
郵
送
し
て
も
ら
う
）、
そ
の
他
医
療

事
故
死
に
関
係
の
あ
る
物
件
の
保
全
を
行
う
。

保
全
リ
ス
ト
を
作
成
し
、
医
療
機
関
と
確
認
す
る
。

・
事
例
発
生
直
後
は
、
遺
族
、
届
出
医
療
機
関
と
も
混
乱
し
、
心
理
状
態

が
日
常
と
全
く
異
な
る
場
合
が
多
い
こ
と
を
配
慮
す
る
。

・
専
門
用
語
を
避
け
、
分
か
り
や
す
い
言
葉
を
用
い
て
説
明
す
る
。
そ
の

際
に
、
解
剖
や
そ
の
後
の
調
査
等
の
流
れ
を
説
明
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

や
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
を
利
用
す
る
と
良
い
。

・
解
剖
に
ど
れ
く
ら
い
の
時
間
を
要
す
る
の
か
な
ど
、
重
要
な
箇
所
に
つ

い
て
は
、
重
複
し
た
説
明
を
行
う
と
良
い
。

・
説
明
の
最
後
に
は
、
分
か
ら
な
い
と
こ
ろ
は
な
い
か
等
の
疑
問
点
に
つ

い
て
確
認
す
る
。
あ
る
い
は
、
後
日
落
ち
着
い
た
と
き
に
遺
族
、
届
出

医
療
機
関
が
再
確
認
で
き
る
よ
う
に
、
文
章
な
ど
作
成
し
、
発
送
す
る

と
良
い
。

・
解
剖
の
目
的
を
明
確
に
、
必
要
で
あ
れ
ば
時
間
を
か
け
て
丁
寧
に
説
明

す
る
。

※
特
に
、
脳
や
脳
血
管
等
が
原
因
で
死
亡
し
た
の
で
は
な
い
と
遺
族
が

考
え
て
い
る
場
合
は
、
な
ぜ
開
頭
が
必
要
か
を
説
明
す
る
こ
と
が
重
要

で
あ
る
。

・
解
剖
に
関
し
て
は
、
人
と
し
て
扱
っ
て
も
ら
え
る
の
か
、
開
頭
に
よ
っ

て
遺
体
の
顔
貌
が
大
き
く
変
化
し
て
し
ま
う
の
で
は
な
い
か
等
、
遺
族

の
不
安
は
大
き
い
。
予
測
さ
れ
る
遺
族
か
ら
の
疑
問
点
を
聞
き
出
し
回

答
し
、
遺
族
の
不
安
を
取
り
除
く
こ
と
が
大
切
で
あ
る
。

・
必
要
に
よ
っ
て
は
、
解
剖
担
当
医
に
協
力
を
依
頼
し
、
遺
族
か
ら
の
質

問
等
に
答
え
て
も
ら
え
る
と
、
遺
族
が
安
心
す
る
場
合
も
あ
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
届
出

医
療
機
関
と
遺
族
に
対
し
て
、
医
療
安
全
調
査
委
員
会
に
つ
い
て
説
明

す
る
。
具
体
的
な
説
明
は
以
下
の
内
容
が
含
ま
れ
る
。

＊
医
療
安
全
調
査
委
員
会
の
概
要

＊
調
査
全
体
の
流
れ

＊
院
内
医
療
事
故
調
査
委
員
会
の
立
上
げ
　
等

※
届
出
医
療
機
関
に
お
け
る
院
内
医
療
事
故
調
査
委
員
会
の
立
上
げ
と
、

事
故
調
査
報
告
書
の
提
出
を
行
う
こ
と
。

※
評
価
結
果
に
つ
い
て
は
、
個
人
情
報
に
配
慮
し
た
上
で
公
表
さ
れ
る
も

の
で
あ
る
こ
と
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
遺
族

の
心
情
に
配
慮
し
な
が
ら
、
遺
族
に
解
剖
の
説
明
（
開
頭
を
含
め
て
）

を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
地
方

事
務
局
都
道
府
県
支
部
医
師
と
と
も
に
、
医
療
事
故
死
に
関
係
の
あ
る

物
件
（
以
下
「
関
係
物
件
」）
の
保
全
の
際
の
技
術
的
ア
ド
バ
イ
ス
を

行
う
。

14 診療関連死調査人材育成班

地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
の
職
員
が
届
出
医
療
機
関
に
出
向
き
、
医
療
事
故
調
査
を
行
う
た
め
に
必
要
書
類
や
資
料
等
の
提
出
を
受
け
る
時
期
で
あ
る
。

初
期
調
査

●
行
動
目
標

• 
調
査
の
透
明
性
を
担
保
す
る
た
め
、
公
平
・
中
立
的
な
立
場
で
遺
族
や
届
出
医
療
機
関
の
関
係
者
と
関
わ
る
。

• 
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
活
用
し
、
遺
族
や
届
出
医
療
機
関
の
関
係
者
と
の
信
頼
関
係
を
築
く
よ
う
共
感
的
態
度
で
関
わ
る
。

• 
初
期
の
関
わ
り
は
重
要
で
あ
り
、
最
初
の
印
象
が
最
後
ま
で
影
響
し
、
調
査
の
信
頼
性
に
影
響
を
与
え
る
こ
と
に
留
意
す
る
。

• 
遺
族
に
と
っ
て
不
安
の
大
き
い
解
剖
に
つ
い
て
適
切
な
説
明
を
行
い
、
遺
族
が
安
心
し
て
受
け
入
れ
ら
れ
る
よ
う
援
助
す
る
。

• 
解
剖
ま
で
の
限
ら
れ
た
時
間
内
に
必
要
な
情
報
を
不
足
な
く
、
遺
族
、
届
出
医
療
機
関
の
関
係
者
か
ら
収
集
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
体
系
的
な
情
報
収
集
を
心
が
け
る
。

• 
遺
族
、
届
出
医
療
機
関
の
関
係
者
の
過
度
な
精
神
的
、
身
体
的
負
担
を
回
避
す
る
よ
う
心
が
け
る
。
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

1
1

.医
療
機
関
関
係
者
か

ら
の
聴
取

12
.遺
族
か
ら
の
聴
取

1
3

.地
方
事
務
局
都
道
府

県
支
部
と
の
連
絡
調
整

14
．
解
剖
に
あ
た
っ
て
の

医
療
機
関
、
遺
族
と
の

連
絡
調
整

1
5

.解
剖
に
あ
た
っ
て
の

遺
体
搬
送
業
者
と
の
連

絡
調
整

1
6

.今
後
の
流
れ
に
関
す

る
医
療
機
関
へ
の
説
明

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
初
期
調
査
に
赴
い
た
職
員

に
進
捗
状
況
を
確
認
し
な
が
ら
、
解
剖
施
設
・
解
剖
担
当
医
と
と
も
に

遺
体
搬
送
時
間
を
調
整
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
地
方
事

務
局
都
道
府
県
支
部
が
調
整
し
た
解
剖
場
所
、
時
間
、
待
ち
合
わ
せ
場

所
を
確
認
し
、
遺
族
及
び
届
出
医
療
機
関
に
伝
え
る
。

・
届
出
医
療
機
関
に
対
し
て
、
解
剖
担
当
施
設
に
持
参
し
て
も
ら
う
関
係

物
件
等
を
指
示
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
遺
体
搬

送
業
者
に
対
し
て
、
搬
送
に
お
け
る
留
意
事
項
を
説
明
す
る
。

・
関
係
物
件
の
検
査
終
了
後
、
遺
体
搬
送
業
者
に
解
剖
場
所
、
時
間
を
説

明
し
、
遺
体
搬
送
を
依
頼
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
届
出
医

療
機
関
に
対
し
て
以
下
の
点
に
つ
い
て
説
明
す
る
。

＊
事
例
の
当
該
科
の
担
当
医
が
、
解
剖
担
当
医
、
臨
床
立
会
医
に
対
し
て
、

解
剖
担
当
施
設
で
の
解
剖
前
に
事
例
の
経
過
を
説
明
す
る
必
要
が
あ
る
。

＊
解
剖
後
（

5
時
間
ほ
ど
）、
遺
族
と
担
当
医
同
席
の
も
と
、
解
剖
担
当

医
よ
り
肉
眼
的
所
見
を
説
明
す
る
こ
と
。

＊
地
方
委
員
会
（
調
査
チ
ー
ム
）
に
よ
る
届
出
医
療
機
関
・
遺
族
へ
の

評
価
結
果
報
告
会
を
行
う
ま
で
に
、
概
ね

6
ヶ
月
ほ
ど
要
す
る
こ
と
。

＊
地
方
委
員
会
（
調
査
チ
ー
ム
）
の
調
査
の
進
捗
状
況
に
つ
い
て
、
届

出
医
療
機
関
に
対
し
て

3
ヶ
月
毎
に
連
絡
す
る
こ
と
。

＊
地
方
委
員
会
（
調
査
チ
ー
ム
）
か
ら
の
質
問
に
対
し
、
届
出
医
療
機

関
に
回
答
を
求
め
る
場
合
が
あ
る
こ
と
。

＊
届
出
医
療
機
関
か
ら
地
方
委
員
会
（
調
査
チ
ー
ム
）
に
対
し
て
、
事

例
概
要
を

2
週
間
以
内
に
提
出
し
、
遺
族
に
も
同
様
に
送
付
す
る
こ
と
。

・
当
該
医
療
機
関
の
主
治
医
な
ど
の
関
係
医
療
従
事
者
が
聴
取
の
ね
ら
い

を
理
解
で
き
る
よ
う
説
明
す
る
。

・
遺
族
の
み
な
ら
ず
、
診
療
に
あ
た
っ
て
い
た
届
出
医
療
機
関
の
担
当
医

も
、
心
理
的
に
激
し
く
動
揺
し
て
い
る
場
合
も
あ
る
。
適
宜
、
心
身
の

負
担
が
軽
減
で
き
る
よ
う
休
息
を
促
す
等
配
慮
す
る
。

・
遺
族
の
話
を
遮
ら
ず
、
感
情
を
受
け
止
め
る
こ
と
が
大
切
で
あ
る
。

※
遺
族
の
話
に
否
定
も
肯
定
も
せ
ず
、
遺
族
の
気
持
ち
が
整
理
で
き
る

よ
う
に
手
伝
う
つ
も
り
で
話
を
聞
く
。

・
自
分
も
医
療
者
で
あ
る
こ
と
を
遺
族
に
話
す
こ
と
で
、
遺
族
が
「
状
況

を
よ
く
理
解
で
き
る
人
に
話
し
て
い
る
」
と
感
じ
て
も
ら
う
こ
と
が
で

き
、
会
話
が
ス
ム
ー
ズ
に
な
る
場
合
も
あ
る
。

・
遺
族
の
感
情
に
寄
り
添
い
つ
つ
、
医
療
者
か
ら
ど
の
よ
う
な
説
明
を
受

け
た
の
か
、
事
例
発
生
に
至
る
ま
で
の
各
イ
ベ
ン
ト
が
起
き
た
正
確
な

時
間
等
、
調
査
に
必
要
な
情
報
を
聴
取
で
き
る
よ
う
、
聞
く
べ
き
項
目

を
予
め
メ
モ
し
て
お
く
と
よ
い
。

・
時
系
列
で
起
こ
っ
た
こ
と
を
尋
ね
る
と
、
遺
族
も
整
理
し
て
話
が
し
や

す
い
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
地
方

事
務
局
都
道
府
県
支
部
医
師
と
と
と
も
に
、
届
出
医
療
機
関
の
関
係
者

か
ら
以
下
の
点
に
留
意
し
な
が
ら
聴
取
を
行
う
。

＊
当
該
医
療
機
関
の
他
の
医
療
従
事
者
が
聴
取
の
ね
ら
い
を
理
解
で
き
る

よ
う
説
明
す
る
。

＊
届
出
医
療
機
関
の
関
係
者
に
対
し
て
、
思
い
を
表
出
で
き
る
よ
う
関
わ

り
を
も
つ
。

・
心
身
の
負
担
が
軽
減
で
き
る
よ
う
休
息
が
と
る
な
ど
配
慮
を
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
地
方

事
務
局
都
道
府
県
支
部
医
師
と
と
と
も
に
、
遺
族
か
ら
次
の
点
に
留
意

し
て
聴
取
を
行
う
。

(た
だ
し
、
解
剖
の
待
ち
時
間
に
も
聴
取
の
時
間
が

取
れ
る
の
で
、
こ
の
時
点
で
の
聴
取
を
無
理
に
行
わ
な
い
）。

＊
キ
ー
パ
ー
ソ
ン
と
な
る
遺
族
を
確
認
し
、
遺
族
の
感
情
を
受
け
止
め

な
が
ら
、
事
例
発
生
に
至
る
ま
で
の
経
過
を
聴
取
す
る
。

＊
遺
族
の
疑
問
や
納
得
で
き
な
い
点
、
明
ら
か
に
し
て
ほ
し
い
点
な
ど

を
明
確
に
す
る
。
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

1
7

.地
方
事
務
局
、
中
央

委
員
会
事
務
局
へ
の
報

告

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
地
方
事

務
局
と
中
央
委
員
会
事
務
局
へ
調
査
開
始
報
告
書
を
送
付
し
調
査
の
第

一
報
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
調
査

開
始
報
告
書
を
記
載
す
る
。
医
師
と
事
前
に
調
整
す
る
。

16 診療関連死調査人材育成班

業
務
分
類

帳
票
類

8
.医
療
機
関
・
遺
族
に
対
す
る
調

査
開
始
時
の
説
明

9
. 遺
族
に
対
す
る
解
剖
の
承
諾

1
0
. 
医
療
機
関
に
お
け
る
関
係
物

件
の
保
全

1
1
. 
医
療
機
関
関
係
者
か
ら
の
聴

取

1
4
. 
解
剖
に
あ
た
っ
て
の
医
療
機

関
、
遺
族
と
の
連
絡
調
整

1
5
. 
解
剖
に
あ
た
っ
て
の
遺
体
搬

送
業
者
と
の
連
絡
調
整

1
7
. 
地
方
事
務
局
、
中
央
委
員
会

事
務
局
へ
の
報
告
。

・
調
査
関
係
資
料
（
医
療
機
関
用
）

・
医
療
安
全
調
査
委
員
会
に
つ
い
て

・
調
査
の
流
れ
に
つ
い
て

・
初
期
調
査
の
流
れ
に
つ
い
て

・
解
剖
同
意
書
（
遺
族
）

・
関
係
物
件
保
全
マ
ニ
ュ
ア
ル

・
保
全
リ
ス
ト

・
臨
床
経
過
一
覧
表

・
解
剖
施
設
へ
持
参
す
る
関
係
資
料
等
の
リ
ス
ト

・
遺
体
搬
送
に
つ
い
て
の
留
意
事
項

・
調
査
開
始
報
告
書

必
要
と
思
わ
れ
る
帳
票
類
等
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

18
.解
剖
準
備

1
9
解
剖
実
施
前
打
ち
合

わ
せ

2
0

.事
例
の
経
過
説
明

（
届
出
医
療
機
関
の
担

当
医
師
）

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
も
同
行
す

る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
解
剖
担

当
施
設
の
協
力
を
得
て
、
遺
族
・
医
療
機
関
の
待
合
室
、
解
剖
後
の
概

要
説
明
を
行
う
場
所
を
確
保
す
る
。

※
可
能
で
あ
れ
ば
遺
族
用
と
届
出
医
療
機
関
用
の
待
合
室
は
別
々
に
す

る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
届
出
医

療
機
関
の
担
当
者
の
到
着
を
待
ち
、
打
ち
合
わ
せ
場
所
へ
案
内
す
る
。

・
届
出
医
療
機
関
か
ら
関
係
物
件
を
受
け
取
り
、
不
足
（
提
出
資
料
は
揃

っ
て
い
る
か
、
コ
ピ
ー
し
た
資
料
の
頁
の
抜
け
が
な
い
か
）
を
確
認
す

る
。
※
欠
落
し
て
い
る
資
料
に
つ
い
て
は
、
医
療
機
関
へ
連
絡
し
、

FA
X
等

に
て
書
類
の
再
提
出
を
依
頼
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
解
剖
担
当

施
設
に
協
力
を
依
頼
し
、
可
能
で
あ
れ
ば
解
剖
担
当
医
・
臨
床
立
会
医

へ
の
説
明
を
行
う
部
屋
に
パ
ソ
コ
ン
や
画
像
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
シ
ャ
ー

カ
ス
テ
ン
等
必
要
機
材
を
用
意
す
る
。

・
解
剖
終
了
迄
の
間
、
届
出
医
療
機
関
の
担
当
医
が
別
の
場
所
で
の
待
機

を
希
望
す
る
場
合
は
、
携
帯
電
話
等
の
連
絡
先
を
確
認
し
、
解
剖
終
了

予
定
時
間
に
連
絡
す
る
よ
う
に
取
り
は
か
ら
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
遺
体

搬
送
時
間

3
0
分
前
の
到
着
を
目
途
に
、
医
師
を
除
く
初
期
調
査
班
と

と
も
に
解
剖
担
当
施
設
へ
赴
き
、
関
係
者
に
挨
拶
を
す
る
。

・
解
剖
担
当
施
設
の
協
力
を
得
て
、
遺
族
・
医
療
機
関
の
待
合
室
、
解
剖

後
の
概
要
説
明
を
行
う
場
所
を
確
保
す
る
。

※
可
能
で
あ
れ
ば
遺
族
用
と
届
出
医
療
機
関
用
の
待
合
室
は
別
々
に
す

る
。

・
解
剖
担
当
施
設
で
遺
体
（
お
よ
び
遺
族
）
の
到
着
を
待
ち
、
遺
体
を
解

剖
室
に
搬
送
す
る
。

・
そ
の
後
、
遺
族
を
待
合
室
へ
案
内
す
る
。

・
遺
族
に
対
し
て
、
解
剖
医
に
対
す
る
質
問
の
有
無
、
解
剖
後
に
遺
体
に

着
せ
る
衣
服
等
の
希
望
に
つ
い
て
確
認
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
解
剖

担
当
医
、
臨
床
立
会
医
に
対
し
て
、
医
療
安
全
調
査
委
員
会
の
趣
旨
、

調
査
の
流
れ
、
役
割
等
に
つ
い
て
の
ブ
リ
ー
フ
ィ
ン
グ
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
地
方

事
務
局
都
道
府
県
支
部
看
護
師
が
、
届
出
医
療
機
関
の
担
当
医
師
と
解

剖
担
当
医
、
臨
床
立
会
医
を
紹
介
す
る
。
そ
の
後
、
医
療
機
関
の
担
当

医
師
か
ら
、
事
例
概
要
暫
定
版
、
臨
床
経
過
一
覧
表
に
沿
っ
て
、
事
例

の
説
明
を
行
っ
て
も
ら
う
。

・
経
過
説
明
会
の
進
行
を
行
う
と
と
も
に
、
適
宜
、
遺
族
、
届
出
医
療
機

関
関
係
者
か
ら
聴
取
し
た
内
容
を
も
と
に
、
遺
族
が
解
剖
担
当
医
に
明

ら
か
に
し
て
欲
し
い
と
思
っ
て
い
る
点
に
つ
い
て
、
解
剖
担
当
医
、
臨

床
立
会
医
に
補
足
し
て
報
告
す
る
。

調整看護師(仮称)業務マニュアル　17

死
亡
の
原
因
を
医
学
的
に
究
明
す
る
た
め
に
解
剖
が
行
わ
れ
る
時
期
で
あ
る
。
解
剖
は
、
遺
体
を
解
剖
担
当
施
設
に
搬
送
し
、
施
行
さ
れ
る
。

解
剖
終
了
後
、
解
剖
を
行
っ
た
執
刀
医
が
遺
族
と
届
出
依
頼
機
関
に
対
し
て
、
肉
眼
的
所
見
が
説
明
さ
れ
る
。

解
　
剖

• 
遺
族
が
解
剖
の
プ
ロ
セ
ス
や
医
学
的
な
説
明
を
正
し
く
理
解
し
、
納
得
で
き
る
よ
う
医
師
と
の
調
整
を
行
う
。

• 
解
剖
後
、
解
剖
医
か
ら
の
説
明
の
場
で
は
、
遺
族
が
疑
問
点
等
を
尋
ね
や
す
い
よ
う
支
援
す
る
。

• 
遺
族
、
届
出
医
療
機
関
関
係
者
に
対
し
て
心
身
の
疲
労
を
緩
和
す
る
た
め
の
配
慮
を
行
う
。

• 
遺
族
側
と
届
出
医
療
機
関
側
の
コ
ン
フ
リ
ク
ト
（
対
立
関
係
に
あ
り
緊
張
状
態
を
生
じ
て
い
る
こ
と
も
あ
る
）
を
考
慮
し
た
環
境
の
配
慮
を
行
う
。

●
行
動
目
標
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

2
1

.遺
族
へ
の
説
明
及
び

聴
取

2
2

.遺
体
搬
送
業
者
と
の

連
絡
調
整

2
3

.解
剖
結
果
概
要
説
明

の
立
会
い

2
4

.解
剖
担
当
医
へ
の
説

明

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
死
体
検

案
書
発
行
の
手
続
や
料
金
に
つ
い
て
説
明
し
す
る
な
ど
、
遺
族
の
事
務

手
続
き
を
支
援
す
る
。

・
届
出
医
療
機
関
の
担
当
医
が
解
剖
終
了
ま
で
待
つ
場
合
は
、
食
事
、
休

憩
を
適
宜
促
す
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
解
剖
室
に

進
捗
状
況
を
確
認
し
、
解
剖
終
了
時
刻
を
遺
体
搬
送
業
者
に
連
絡
す
る
。

・
遺
体
搬
送
業
者
に
、
請
求
書
等
の
必
要
書
類
を
渡
す
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
解
剖
担

当
医
の
説
明
内
容
及
び
説
明
に
対
す
る
遺
族
の
反
応
等
を
記
録
す
る
。

・
説
明
終
了
後
、
解
剖
結
果
概
要
に
基
づ
き
、
死
体
検
案
書
等
の
必
要
書

類
を
作
成
し
、
遺
族
に
渡
す
。

・
解
剖
担
当
医
の
説
明
内
容
及
び
説
明
に
対
す
る
遺
族
の
反
応
等
を
記
録

す
る
。

・
説
明
終
了
後
、
解
剖
結
果
概
要
に
基
づ
き
作
成
さ
れ
た
死
体
検
案
書
等

の
必
要
書
類
を
遺
族
に
渡
す
。

・
遺
族
は
葬
式
の
準
備
等
、
決
め
な
け
れ
ば
い
け
な
い
こ
と
を
多
く
抱
え

て
い
る
場
合
が
あ
る
。
ま
た
、
精
神
的
に
混
乱
し
て
い
る
遺
族
も
い
る
。

遺
族
の
状
態
や
状
況
を
考
慮
し
、
後
日
の
説
明
で
よ
い
内
容
に
つ
い
て

は
、
死
後

1
週
間
後
く
ら
い
に
日
を
改
め
て
電
話
や
メ
ー
ル
・
手
紙
等

で
行
っ
た
ほ
う
が
よ
い
場
合
も
あ
る
。

・
待
機
中
は
、
椅
子
を
準
備
す
る
な
ど
遺
族
の
身
体
的
安
楽
に
必
要
な
も

の
を
整
備
す
る
。

・
遺
族
と
届
出
医
療
機
関
と
は
治
療
の
過
程
や
死
亡
と
い
う
結
果
に
対
し

て
、
相
反
す
る
見
解
な
ど
が
存
在
し
互
い
に
緊
張
状
態
が
生
じ
て
い
る

こ
と
が
あ
る
た
め
、
説
明
を
行
う
部
屋
に
は
、
遺
族
よ
り
先
に
依
頼
医

療
機
関
が
入
室
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
配
慮
す
る
。
遺
族
の
立
場
に
立

て
ば
、
依
頼
医
療
機
関
が
先
に
入
室
し
て
解
剖
担
当
医
と
話
を
し
て
い

る
の
を
見
る
と
、
医
療
者
同
士
の
な
れ
合
い
の
よ
う
に
映
り
、
正
当
な

評
価
が
行
わ
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
と
思
う
場
合
も
あ
る
た
め
。

・
遺
族
が
質
問
し
づ
ら
い
場
合
は
遺
族
の
代
弁
者
と
な
る
。
遺
族
か
ら
の

事
前
の
聴
取
か
ら
遺
族
の
意
を
汲
み
取
り
、「
気
に
な
っ
て
い
る
の
は

○
○
の
こ
と
で
す
よ
ね
」
と
い
う
よ
う
に
水
を
向
け
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
解
剖

終
了
ま
で
の
待
ち
時
間
に
、
今
後
の
調
査
の
流
れ
に
つ
い
て
遺
族
に
説

明
を
行
う
。
ま
た
、
事
例
に
つ
い
て
、
必
要
が
あ
れ
ば
さ
ら
に
聴
取
を

行
う
。

※
説
明
事
項

＊
解
剖
の
所
要
時
間
は

5
時
間
ほ
ど
か
か
る
こ
と
。

＊
死
体
検
案
書
又
は
死
亡
診
断
書
の
発
行
、
料
金
に
つ
い
て
。

＊
解
剖
後
、
届
出
医
療
機
関
の
担
当
医
同
席
の
も
と
、
解
剖
担
当
医
よ
り

肉
眼
的
所
見
を
説
明
す
る
こ
と
。

＊
解
剖
後
の
遺
体
搬
送
場
所
の
確
認
。

＊
開
頭
し
て
も
顔
に
は
傷
が
つ
か
な
い
こ
と
（
必
要
時
）。

＊
解
剖
し
て
も
死
因
が
解
明
で
き
な
い
場
合
が
あ
る
こ
と
。

＊
遺
族
か
ら
の
聴
取
内
容
は
、
評
価
委
員
会
資
料
の

1
つ
と
な
る
こ
と
。

＊
医
療
機
関
か
ら
の
事
例
概
要
が
送
付
さ
れ
た
際
に
は
、
内
容
を
確
認
し
、

齟
齬
が
あ
れ
ば
事
務
局
へ
連
絡
す
る
こ
と
。

＊
調
査
進
捗
状
況
は
、

3
か
月
毎
に
事
務
局
か
ら
遺
族
へ
報
告
す
る
こ
と
。

＊
今
後
、
事
務
局
と
の
連
絡
方
法
。

・
届
出
医
療
機
関
担
当
者
か
ら
解
剖
へ
の
立
ち
会
い
の
希
望
が
あ
っ
た
場

合
及
び
、
解
剖
担
当
医
が
届
出
医
療
機
関
担
当
者
の
立
ち
会
い
を
必
要

と
認
め
た
場
合
、
遺
族
に
書
面
で
立
会
許
可
の
同
意
を
得
る
。

・
解
剖
室
に
進
捗
状
況
を
確
認
し
、
解
剖
終
了
予
定
時
刻
を
医
療
機
関
の

担
当
医
や
遺
族
、
遺
体
搬
送
業
者
に
連
絡
す
る
。

※
遺
族
が
別
の
場
所
で
の
待
機
を
希
望
す
る
場
合
は
、
携
帯
電
話
等
の

連
絡
先
を
確
認
し
、
連
絡
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
聴
取

終
了
後
、
遺
族
に
気
分
転
換
、
食
事
、
休
憩
を
適
宜
促
す
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
担
当

葬
儀
社
に
、
解
剖
終
了
後
の
遺
体
の
処
置
・
エ
ン
ゼ
ル
ケ
ア
、
遺
体
の

送
り
出
し
場
所
等
の
確
認
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
遺
族
、

届
出
医
療
機
関
同
席
の
下
で
行
わ
れ
る
解
剖
結
果
概
要
説
明
に
立
ち
会

い
、
進
行
役
を
務
め
る
。

・
遺
族
の
様
子
を
見
て
、
遺
族
が
意
見
や
質
問
等
を
言
え
ず
に
い
る
と
判

断
し
た
場
合
は
、
発
言
を
促
す
あ
る
い
は
代
弁
す
る
。

・
医
学
用
語
は
分
か
り
や
す
く
説
明
し
て
も
ら
う
よ
う
に
、
解
剖
医
へ
依

頼
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
解
剖

担
当
医
に
、
解
剖
結
果
報
告
書
作
成
に
つ
い
て
期
限
、
記
載
方
法
、
留

意
事
項
等
を
説
明
し
、
作
成
を
依
頼
す
る
。
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

25
.遺
体
の
見
送
り

26
.関
係
物
件
の
整
理
等

2
7

.医
療
機
関
・
遺
族
か

ら
の
聴
取
内
容
の
ま
と

め

2
8

.謝
金
等
対
象
者
の
確

認

2
9

.中
央
委
員
会
へ
の
報

告

30
.謝
金
等
の
支
払

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
遺
族
に

遺
体
を
確
認
し
て
も
ら
い
、
焼
香
を
行
う
。

・
葬
儀
社
に
遺
体
搬
送
を
依
頼
、
遺
体
の
お
見
送
り
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
関
係
物

件
を
事
務
局
に
持
ち
帰
っ
て
整
理
し
、
リ
ス
ト
を
作
成
す
る
。

・
医
療
機
関
か
ら
預
か
っ
た
も
の
に
つ
い
て
授
受
確
認
書
を
作
成
し
、
医

療
機
関
へ
送
付
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
事
務
職
員
は
、
解
剖
担

当
医
お
よ
び
そ
の
他
解
剖
協
力
者
（
補
助
医
、
検
査
技
師
等
）
の
確
認

を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
は
、
事
例
発
生
報
告
書

を
地
方
事
務
局
と
中
央
事
務
局
へ
提
出
す
る
。

地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
解
剖
に
係
る
謝
金
・
旅
費
の
支
給
、
経
費
の

支
払
い
手
続
き
を
行
う
。

・
初
期
調
査
に
係
る
謝
金
・
旅
費
等
を
支
給
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
遺
体

を
整
え
る
。
必
要
時
、
解
剖
協
力
者
と
と
も
に
遺
体
を
整
え
る
。

・
遺
族
に
遺
体
確
認
を
お
願
い
し
、
焼
香
を
行
う
。

・
遺
体
を
見
送
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
（
初
期
調
査
班
）
調
整
看
護
師
は
、
初
期

調
査
に
お
け
る
聴
取
の
内
容
を
ま
と
め
る
（
医
療
機
関
か
ら
の
聴
取
に

つ
い
て
は
医
師
と
と
も
に
ま
と
め
る
）。

・
上
記
を
遺
族
及
び
医
療
機
関
に
送
付
し
、
内
容
の
確
認
を
依
頼
す
る
。

調整看護師(仮称)業務マニュアル　19

業
務
分
類

帳
票
類

1
9
.解
剖
実
施
前
打
ち
合
わ
せ

2
1
.遺
族
へ
の
説
明
及
び
聴
取

2
4
.解
剖
担
当
医
へ
の
説
明

2
6
.関
係
物
件
の
整
理
等

2
8
.謝
金
等
対
象
者
の
確
認

2
9
.中
央
委
員
会
へ
の
報
告

調
査
関
係
資
料
（
解
剖
担
当
医
用
）
の
抜
粋

・
医
療
安
全
調
査
委
員
会
に
つ
い
て

・
調
査
の
流
れ

・
解
剖
に
あ
た
っ
て
の
留
意
事
項

・
解
剖
報
告
書
作
成
マ
ニ
ュ
ア
ル

・
評
価
委
員
会
に
つ
い
て

遺
族
へ
の
説
明
資
料
一
式
（
解
剖
時
）

解
剖
結
果
報
告
書
マ
ニ
ュ
ア
ル

遺
族
と
の
面
談
内
容

ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト

資
料
授
受
確
認
書

解
剖
担
当
者
確
認
書

事
例
発
生
報
告
書

必
要
と
思
わ
れ
る
帳
票
類
等
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20 診療関連死調査人材育成班

業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

31
.解
剖
結
果
報
告
書
、
評

価
結
果
報
告
書
案
（
原

案
）
作
成
の
た
め
の
関

係
書
類
の
準
備
等

32
.調
査
チ
ー
ム
の
任
命

3
3

.報
告
書
案
（
原
案
）

の
作
成
支
援

→
解
剖
結
果
報
告
書
案

（
原
案
）
の
作
成
支
援

→
解
剖
結
果
報
告
書
案

（
原
案
）
の
作
成
支
援

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
事
務
職
員
は
、
届
出
医
療
機
関
か
ら
関
係
物
件

（
カ
ル
テ
・
画
像
・
事
例
概
要
の
コ
ピ
ー
等
）
が
郵
送
さ
れ
て
き
た
ら
、

整
理
し
て
資
料
リ
ス
ト
を
作
成
す
る
。

・
医
療
機
関
に
後
日
返
却
す
る
必
要
が
あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
資
料
授
受

確
認
書
を
送
付
す
る
。

・
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
の
人
数
分
の
関
係
物
件
の
コ
ピ
ー
を
準
備
し
、

そ
の
他
に

1
部
を
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
で
保
管
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
看
護
師
が
作
成
し
た
臨
床
経
過
概
要
を
、

そ
の
他
関
係
物
件
と
と
も
に
解
剖
結
果
報
告
書
案
作
成
者
に
送
付
す

る
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
事
務
局
医
師
を
通
じ
て
地
方
委
員
会
に
調

査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
を
選
定
し
て
も
ら
う
。
そ
の
結
果
を
踏
ま
え
、
当

該
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
へ
連
絡
し
、
調
査
の
協
力
を
依
頼
す
る
。

・
委
員
任
命
の
委
嘱
手
続
を
行
う
。
ま
た
、
業
務
の
説
明
等
を
行
う
。

※
調
査
チ
ー
ム
の
委
員
選
定
に
あ
た
り
、
調
査
対
象
と
な
る
個
別
事
例

の
関
係
者
を
調
査
に
従
事
さ
せ
な
い
よ
う
配
慮
す
る
。

調
査
チ
ー
ム
委
員
名
簿
を
作
成
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
解
剖
報
告
書
案
（
原
案
）

の
完
成
後
、
作
成
に
使
っ
た
関
係
物
件
の
コ
ピ
ー
等
を
事
務
局
に
返
却

し
て
も
ら
う
。

※
返
却
さ
れ
た
か
ど
う
か
の
確
認
、
関
係
物
件
の
管
理
を
適
切
に
行

う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
臨
床
医
訪
問
の
際
に
持
参

す
る
以
下
の
資
料
の
準
備
を
行
う
。

＊
解
剖
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）

＊
解
剖
担
当
医
か
ら
返
却
さ
れ
た
関
係
物
件
の
コ
ピ
ー

＊
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
が
作
成
し
た
臨
床
経
過
概
要

＊
そ
の
他

・
評
価
結
果
報
告
書
（
原
案
）
が
完
成
し
た
ら
、
作
成
に
使
っ
た
関
係
物

件
の
コ
ピ
ー
等
を
事
務
局
に
返
却
し
て
も
ら
う
。
返
却
さ
れ
た
か
ど
う

か
の
確
認
、
関
係
物
件
の
管
理
を
適
切
に
行
う
。

・
関
係
書
類
と
し
て
、
患
者
の
闘
病
日
記
や
遺
族
か
ら
の
手
紙
等
の
遺
族

の
生
の
声
が
あ
れ
ば
、
添
付
す
る
と
遺
族
の
思
い
、
感
情
や
個
性
、
状

況
等
が
評
価
委
員
に
伝
わ
り
や
す
い
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
看
護
師
は
、
診
療
録
等
を
み
て
事
例
の
把

握
を
行
う
。

・
解
剖
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）、
評
価
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）
の
作

成
者
が
見
や
す
く
な
る
よ
う
診
療
録
の
コ
ピ
ー
を
整
え
る
。

(見
出
し
を

貼
付
等

)

・
関
係
物
件
、
医
療
機
関
か
ら
の
聴
取
を
元
に
、
臨
床
経
過
概
要
を
ま
と

め
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
解
剖
結
果
報
告
書
案
作

成
の
進
行
管
理
を
行
な
う
。

・
解
剖
執
刀
医
に
よ
る
解
剖
報
告
書
案
（
原
案
）
作
成
後
、
解
剖
担
当
医
、

臨
床
立
会
医
に
回
送
し
、
内
容
の
確
認
、
適
宜
加
筆
・
修
正
を
依
頼
す

る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
医
師
と
と
も
に
、
解
剖
報
告
書
案
（
原
案
）

が
「
解
剖
調
査
マ
ニ
ュ
ア
ル
」
に
沿
っ
て
い
る
か
ど
う
か
、
内
容
の
確

認
、
文
章
校
正
を
行
う
。

・
報
告
書
案
（
原
案
）
の
内
容
に
つ
い
て
、
解
剖
担
当
医
、
臨
床
立
会
医

全
員
の
了
承
を
得
た
ら
、
解
剖
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）
を
取
り
ま
と

め
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
県
支
部
医
師
と
と
も
に

調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
と
な
っ
た
臨
床
評
価
医
を
訪
問
し
、
調
査
委
員

会
に
つ
い
て
説
明
す
る
と
と
も
に
、
評
価
結
果
報
告
書
案
作
成
の
留
意

点
を
「
評
価
に
携
わ
る
医
師
等
の
た
め
の
評
価
の
視
点
・
判
断
基
準
マ

ニ
ュ
ア
ル
（
案
）」
に
沿
っ
て
説
明
し
、
作
成
を
依
頼
す
る
。

・
初
期
調
査
時
に
届
出
医
療
機
関
の
関
係
者
や
遺
族
か
ら
聴
取
し
た
内
容

に
つ
い
て
も
適
宜
説
明
す
る
。

・
評
価
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）
作
成
の
進
行
管
理
を
行
う
。

・
臨
床
評
価
医
が
評
価
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）
を
作
成
し
た
ら
、
他
の

医
療
の
専
門
家
を
中
心
に
構
成
さ
れ
た
調
査
チ
ー
ム
が
、
死
亡
に
至
っ
た
原
因
を
医
学
的
に
究
明
し
診
療
行
為
を
評
価
す
る
時
期
で
あ
る
。

さ
ら
に
評
価
委
員
会
は
、
原
因
を
分
析
し
て
再
発
防
止
へ
の
提
言
を
行
う
。

評
価
委
員
会

• 
調
査
チ
ー
ム
の
評
価
に
必
要
な
関
係
書
類
を
で
き
る
限
り
見
や
す
く
整
理
す
る
。

• 
遺
族
か
ら
聴
取
し
た
疑
問
や
意
見
等
を
評
価
委
員
会
の
場
で
的
確
に
伝
え
る
。

• 
評
価
委
員
会
で
委
員
に
遺
族
の
情
報
が
伝
え
ら
れ
て
い
る
こ
と
を
遺
族
が
実
感
で
き
る
よ
う
配
慮
す
る
。

• 
医
療
従
事
者
以
外
が
納
得
で
き
る
報
告
書
を
作
成
す
る
こ
と
の
重
要
性
を
評
価
委
員
に
伝
え
る
。

●
行
動
目
標
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

→
評
価
委
員
長
へ
論
点
整

理
の
依
頼

3
4

.評
価
委
員
会
の
開
催

調
整

35
.評
価
委
員
会
開
催

→
開
催
運
営

→
評
価
支
援

→
報
告
書
案
の
最
終
取
り

ま
と
め
調
整

→
進
捗
管
理

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
委
員
長
訪
問
の
際
に
持
参

す
る
以
下
の
資
料
の
準
備
を
行
う
。

＊
解
剖
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）、
評
価
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）

＊
解
剖
担
当
医
か
ら
返
却
さ
れ
た
関
係
物
件
の
コ
ピ
ー

＊
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
が
作
成
し
た
臨
床
経
過
概
要

＊
そ
の
他

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
解
剖
結
果
報
告
書
案
（
原

案
）、
調
査
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）
が
揃
う
頃
を
見
図
り
、
調
査
チ

ー
ム
メ
ン
バ
ー
に
よ
る
評
価
委
員
会
を
開
催
す
る
た
め
に
、
チ
ー
ム
メ

ン
バ
ー
の
日
程
調
整
を
行
う
。

・
調
査
チ
ー
ム
委
員
へ
評
価
の
た
め
の
資
料
を
送
付
す
る
。

・
調
査
チ
ー
ム
委
員
へ
の
関
係
物
件
の
送
受
に
つ
い
て
把
握
し
、
管
理
を

厳
重
に
行
う
。

・
評
価
委
員
会
の
場
所
、
日
時
を
決
定
し
、
委
員
に
開
催
通
知
を
出
す
。

・
会
議
資
料
の
作
成
、
委
員
へ
の
送
付
等
の
準
備
を
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
会
議
当
日
の
会
場
準
備
、

飲
食
の
準
備
等
、
必
要
な
庶
務
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
評
価
委
員
会
終
了
後
、
議

事
録
を
作
成
し
、
委
員
に
回
送
し
、
了
承
を
得
る
。

※
第

2
回
以
降
の
評
価
委
員
会
も
同
様
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
調
査
チ
ー
ム
の
全
委
員
に

解
剖
結
果
報
告
書
案
、
評
価
結
果
報
告
書
案
を
送
付
し
、
了
承
を
得

る
。

・
報
告
書
案
が
医
療
従
者
以
外
に
も
理
解
で
き
る
内
容
か
ど
う
か
を
確
認

す
る
。
必
要
時
、
医
療
用
語
の
解
説
集
を
作
成
す
る
等
、
検
討
す
る
と

よ
い
。

・
遺
族
と
届
出
医
療
機
関
に
進
捗
状
況
を
伝
え
る
と
と
も
に
、
遺
族
や
届

出
医
療
機
関
が
調
査
に
対
す
る
不
満
や
誤
解
等
を
持
っ
て
い
な
い
か
ど

う
か
に
つ
い
て
も
把
握
し
、
対
応
す
る
こ
と
も
必
要
で
あ
る
。

臨
床
評
価
医
に
回
送
し
て
内
容
を
確
認
し
て
も
ら
い
、
適
宜
加
筆
・
修

正
し
て
も
ら
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
医
師
と
と
も
に
、「
評
価
に
携
わ
る
医
師

等
の
た
め
の
評
価
の
視
点
・
判
断
基
準
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）」
に
沿
い
、

内
容
の
確
認
、
文
章
校
正
を
行
う
。

・
報
告
書
案
の
内
容
に
つ
い
て
臨
床
評
価
医
全
員
の
了
承
を
得
ら
れ
た

ら
、
評
価
結
果
報
告
書
案
（
原
案
）
を
取
り
ま
と
め
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
地
方
事
務
局
都
道
府
県

支
部
医
師
と
と
も
に
調
査
チ
ー
ム
委
員
長
と
面
談
し
、
評
価
委
員
会
の

打
ち
合
わ
せ
を
行
う
。
ま
た
、
評
価
の
論
点
の
抽
出
を
依
頼
す
る
。

・
初
期
調
査
時
に
届
出
医
療
機
関
の
関
係
者
や
遺
族
か
ら
聴
取
し
た
内
容

に
つ
い
て
も
適
宜
説
明
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
評
価
委
員
会
に
事
務
局

と
し
て
参
加
し
、
評
価
の
進
行
を
助
け
る
。

・
評
価
委
員
会
に
お
い
て
、
委
員
か
ら
新
た
に
調
査
に
必
要
な
資
料
を
求

め
ら
れ
た
場
合
、
届
出
医
療
機
関
に
提
出
を
求
め
る
。

・
必
要
に
応
じ
て
、
関
係
行
政
機
関
、
関
係
地
方
公
共
団
体
、
そ
の
他
の

関
係
者
に
対
し
て
、
資
料
又
は
情
報
の
提
供
を
求
め
る
。

・
そ
の
他
、
評
価
に
関
す
る
連
絡
調
整
を
行
う
。

※
第

2
回
以
降
の
評
価
委
員
会
も
同
様
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
解
剖
結
果
報
告
書
案
、

評
価
結
果
報
告
書
案
の
取
り
ま
と
め
の
た
め
の
関
係
者
間
の
連
絡
調
整

を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
医
師
と
と
も
に
、
解
剖
結
果
報
告
書
案
、

調
査
結
果
報
告
書
案
の
内
容
の
確
認
、
文
章
校
正
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
遅
延
が
な
い
よ
う
、
進

捗
管
理
を
行
う
。

・
遺
族
と
届
出
医
療
機
関
に
、
調
査
の
経
過
報
告
な
ど
、
定
期
的
（

3
ヶ

月
に

1
回
程
度
）
に
進
捗
状
況
の
連
絡
及
び
必
要
に
応
じ
て
情
報
を
提

供
す
る
。
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

→
謝
金
等
の
支
払

3
6

.地
方
事
務
局
へ
評
価

結
果
報
告
書
案
等
を
送

付

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
評
価
委
員
会
開
催
に
係
る
謝
金
・
旅
費
の

支
給
、
経
費
の
支
払
い
手
続
き
を
行
う
。

・
評
価
委
員
会
開
催
に
係
る
謝
金
・
旅
費
等
の
支
給

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
解
剖

結
果
報
告
書
案
、
評
価
結
果
報
告
書
案
を
地
方
事
務
局
へ
送
付
す
る
。

・
地
方
事
務
局
調
整
看
護
師
は
、
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
か
ら
送
付

さ
れ
た
解
剖
結
果
報
告
書
案
、
評
価
結
果
報
告
書
案
の
内
容
を
、
地
方

事
務
局
医
師
と
と
も
に
確
認
す
る
。

22 診療関連死調査人材育成班

業
務
分
類

帳
票
類

3
1
.解
剖
結
果
報
告
書
、
評
価
結

果
報
告
書
案
（
原
案
）
作
成
の

た
め
の
関
係
書
類
の
準
備
等

3
2
.調
査
チ
ー
ム
の
任
命

3
3
.報
告
書
案
（
原
案
）
の
作
成

支
援

3
4
.評
価
委
員
会
の
開
催
調
整

3
5
.評
価
委
員
会
開
催

・
資
料
リ
ス
ト

・
資
料
授
受
確
認
書

・
任
命
書

・
調
査
関
係
資
料
(調
査
チ
ー
ム
委
員
用
）

・
調
査
チ
ー
ム
委
員
名
簿

・
「
評
価
に
携
わ
る
医
師
等
の
た
め
の
評
価
の
視
点
・
判
断
基
準
マ
ニ
ュ
ア
ル
(案
）」

・
調
査
関
係
資
料
（
調
査
チ
ー
ム
委
員
用
）

・
臨
床
評
価
医
へ
の
説
明
資
料
一
式

・
委
員
長
へ
の
説
明
資
料
一
式

・
評
価
委
員
会
開
催
通
知

・
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
へ
の
事
前
送
付
物
一
覧

・
会
議
資
料
一
式

・
議
事
次
第

・
委
員
名
簿

・
座
席
表

・
評
価
の
論
点

・
解
剖
結
果
報
告
書
原
案

・
調
査
結
果
報
告
書
原
案

・
委
員
会
設
置
規
定
等

・
進
捗
管
理
表

・
進
捗
状
況
の
報
告
（
遺
族
、
医
療
機
関
）

必
要
と
思
わ
れ
る
帳
票
類
等
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

3
7

.地
方
委
員
会
の
開
催

調
整

38
.地
方
委
員
会

→
開
催
運
営

→
評
価
支
援

→
取
り
ま
と
め
調
整

→
謝
金
等
の
支
払

3
9

.地
方
事
務
局
都
道
府

県
支
部
に
地
方
委
員
会

に
お
け
る
審
議
の
結
果

を
伝
達

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
地
方
委
員
会
開
催
の
た
め
に
、
地
方
委
員

会
委
員
の
日
程
調
整
を
行
う
。

・
地
方
委
員
会
の
場
所
、
日
時
を
決
定
し
、
委
員
に
連
絡
す
る
。

・
会
議
資
料
を
作
成
し
、
委
員
へ
の
送
付
等
の
準
備
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
会
議
当
日
の
会
場
準
備
、
飲
食
の
準
備
等

の
庶
務
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
委
員
会
の
議
事
概
要
案
を
作
成
す
る
。

・
議
事
概
要
案
を
委
員
に
回
送
し
、
了
承
を
得
る
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
地
方
委
員
会
委
員
に
解
剖
結
果
報
告
書
、

調
査
結
果
報
告
書
の
了
承
を
得
る
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
地
方
委
員
会
開
催
に
係
る
謝
金
・
旅
費
の

支
給
、
経
費
の
支
払
い
手
続
き
を
行
う
。

・
地
方
委
員
会
開
催
に
係
る
謝
金
・
旅
費
等
を
支
給
す
る
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
地
方
委
員
会
に
お
け
る
審
議
の
結
果
を
地

方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
に
伝
え
、
地
方
委
員
会
で
了
承
さ
れ
た
報
告

書
に
つ
い
て
は
、
届
出
医
療
機
関
、
遺
族
に
報
告
書
を
交
付
す
る
よ
う

指
示
す
る
。

・
地
方
事
務
局
調
整
看
護
師
は
、
地
方
事
務
局
医
師
と
と
も
に
、
都
道
府

県
支
部
か
ら
集
め
ら
れ
た
事
例
の
解
剖
結
果
報
告
書
、
評
価
結
果
報
告

書
を
整
理
し
、
地
方
委
員
会
の
資
料
を
作
成
す
る
。

・
地
方
事
務
局
看
護
師
は
、
地
方
事
務
局
医
師
と
と
も
に
、
地
方
委
員
会

に
事
務
局
と
し
て
参
加
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
看
護
師
は
、
必
要
に
応
じ
て
、
地
方
委
員

会
に
事
務
局
と
し
て
参
加
し
、
当
該
調
査
チ
ー
ム
が
評
価
を
行
っ
た
事

案
の
説
明
等
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
調
整
看
護
師
は
、
評
価
結
果
報
告
書
の
取
り
ま
と
め
の
た

め
の
関
係
者
間
の
連
絡
調
整
を
行
う
。

調整看護師(仮称)業務マニュアル　23

調
査
チ
ー
ム
が
作
成
し
た
調
査
報
告
書
案
を
審
議
し
、
調
査
結
果
報
告
書
と
し
て
取
り
ま
と
め
る
時
期
で
あ
る
。

地
方
委
員
会

•
地
方
委
員
会
の
場
で
必
要
な
情
報
を
的
確
に
提
供
す
る
。

●
行
動
目
標

業
務
分
類

帳
票
類

3
7
.地
方
委
員
会
の
開
催
調
整

・
地
方
委
員
会
開
催
通
知

必
要
と
思
わ
れ
る
帳
票
類
等
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24 診療関連死調査人材育成班

業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

4
0

.評
価
結
果
説
明
会
の

開
催
調
整

4
1

.医
療
機
関
・
遺
族
か

ら
の
意
見
の
聴
取

4
2

.評
価
結
果
説
明
会
開

催
→
開
催
調
整

→
説
明
会
支
援

→
医
療
機
関
・
遺
族
へ
の

評
価
結
果
報
告
書
の
交

付
及
び
質
問
対
応
等

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
説
明
会
開
催
準
備
の
た
め
、

調
査
チ
ー
ム
の
委
員
長
、
評
価
医
、
遺
族
、
依
頼
医
療
機
関
の
日
程
調

整
を
行
う
。

・
説
明
会
の
場
所
、
日
時
を
決
定
し
、
関
係
者
に
連
絡
す
る
。

・
会
議
資
料
を
作
成
し
、
遺
族
、
医
療
機
関
、
説
明
会
に
参
加
す
る
調
査

チ
ー
ム
の
委
員
長
、
評
価
医
に
送
付
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
会
議
当
日
の
会
場
準
備
、

飲
食
の
準
備
等
の
庶
務
を
行
う
。

・
必
要
時
、
解
剖
図
や
ホ
ワ
イ
ト
ボ
ー
ド
な
ど
の
準
備
を
行
う
。

・
議
事
概
要
を
作
成
す
る
。

・
電
話
等
で
遺
族
に
事
前
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
し
、
遺
族
の
疑
問
点
や
感
想
等

に
つ
い
て
調
査
チ
ー
ム
の
説
明
者
（
委
員
長
、
評
価
医
）
に
情
報
提
供

で
き
る
よ
う
に
し
て
お
く
と
よ
い
。

・
待
合
室
は
医
療
機
関
と
遺
族
は
別
に
準
備
し
、
説
明
会
会
場
に
お
い
て

も
対
峙
し
な
い
よ
う
に
椅
子
の
配
置
に
配
慮
す
る
。

・
会
の
初
め
に
は
黙
と
う
を
行
い
、
退
席
は
遺
族
、
医
療
機
関
の
後
事
務

局
が
退
席
す
る
よ
う
配
慮
す
る
こ
と
を
説
明
す
る
。

・
遺
族
が
届
出
依
頼
機
関
に
対
す
る
不
信
感
を
持
ち
続
け
て
い
る
場
合
も

あ
る
。
説
明
会
開
始
前
の
待
ち
時
間
等
、
遺
族
と
届
出
依
頼
機
関
だ
け

が
部
屋
に
残
さ
れ
る
状
況
が
な
い
よ
う
に
配
慮
す
る
。

・
遺
族
に
よ
っ
て
は
言
い
た
い
こ
と
が
言
え
な
い
方
も
い
る
。
必
要
に
よ

っ
て
は
、
調
整
看
護
師
が
遺
族
の
隣
に
座
っ
て
言
葉
を
か
け
る
等
の
配

慮
が
必
要
な
場
合
も
あ
る
。

・
会
終
了
後
は
、
遺
族
が
退
席
す
る
の
を
見
送
っ
て
か
ら
退
席
す
る
こ
と

を
依
頼
医
療
機
関
へ
依
頼
す
る
。

・
状
況
に
応
じ
て
、
説
明
会
後
に
報
告
書
に
対
す
る
疑
問
点
や
質
問
が
な

い
か
を
電
話
・
手
紙
等
で
確
認
す
る
と
良
い
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
説
明
会
の
前
に
報
告
書

を
送
付
し
、
疑
問
点
が
あ
れ
ば
質
問
提
出
を
文
書
で
受
け
る
。

・
質
問
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
は
、
委
員
長
に
相
談
し
回
答
書
を
作
成
、

各
委
員
に
送
付
し
、
了
承
を
得
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
説
明
会
の
前
に
調
査
チ

ー
ム
の
説
明
者
（
委
員
長
、
評
価
医
）
に
議
事
の
進
行
、
役
割
を
説
明

す
る
。

説
明
会
に
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
医
師
と
と
も
に
参
加
し
、
医
師

の
議
事
進
行
を
補
佐
す
る
。

・
遺
族
が
疑
問
や
思
い
、
疑
問
点
等
を
表
出
で
き
る
よ
う
、
配
慮
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
評
価
結
果
報
告
書
を
遺

族
、
医
療
機
関
に
交
付
し
、
意
見
、
質
問
が
あ
る
場
合
は
２
週
間
以
内

に
質
問
書
を
提
出
す
る
よ
う
に
説
明
す
る
。

・
質
問
書
が
提
出
さ
れ
た
場
合
は
、
委
員
長
及
び
委
員
と
連
絡
調
整
し
、

回
答
書
を
作
成
す
る
。

遺
族
、
届
出
医
療
機
関
に
、
死
亡
原
因
、
再
発
防
止
へ
の
提
言
を
述
べ
た
評
価
結
果
報
告
書
を
交
付
し
、
医
療
機
関
・
遺
族
が
参
加
し
た
評
価
結
果
説
明
会
が
開
催
さ
れ
る

時
期
で
あ
る
。
地
方
委
員
会
事
務
局
、
中
央
委
員
会
事
務
局
等
へ
調
査
終
了
を
報
告
し
全
過
程
が
終
わ
る
。

評
価
結
果
説
明
会

•
遺
族
が
説
明
内
容
を
正
し
く
理
解
し
、
納
得
で
き
る
よ
う
説
明
者
に
働
き
か
け
る
。

•
遺
族
が
疑
問
点
等
を
尋
ね
や
す
い
よ
う
配
慮
す
る
。

•
遺
族
の
気
持
ち
を
配
慮
し
、
説
明
会
の
環
境
を
適
切
に
整
え
る
。

•
関
係
書
類
を
適
切
に
取
り
扱
う
。

●
行
動
目
標
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業
務
分
類

看
護
職
の
業
務
内
容

ポ
イ
ン
ト

看
護
職
と
連
携
す
る
事
務
職
の
業
務
内
容

43
.調
査
終
了
処
理

4
4

.調
査
終
了
を
地
方
委

員
会
事
務
局
、
中
央
委

員
会
事
務
局
等
へ
報
告

45
.関
係
物
件
の
返
却

46
.公
表
手
続

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
説
明
会
終
了
後
、
期
限
ま

で
に
遺
族
、
医
療
機
関
か
ら
質
問
書
の
提
出
が
な
い
場
合
、
当
該
事
例

の
終
了
と
し
、
そ
の
旨
を
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
、
地
方
事
務
局
に
報

告
す
る
。

・
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
か
ら
事
例
に
関
す
る
全
資
料
を
回
収
す
る
。
ま

た
、
委
員
に
対
し
て
、
電
子
媒
体
に
残
さ
れ
た
記
録
の
削
除
を
依
頼
す

る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
調
査
チ
ー
ム
メ
ン
バ
ー
か

ら
回
収
し
た
資
料
を
断
裁
す
る
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
当
該
事
例
終
了
の
旨
を
地
方
委
員
会
委
員

に
報
告
す
る
。

・
遺
族
、
医
療
機
関
に
調
査
の
終
了
を
知
ら
せ
る
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
中
央
委
員
会
及
び
所
管
大
臣
に
評
価
結
果

報
告
書
を
提
出
す
る
。

※
地
方
委
員
会
の
意
見
と
当
該
個
別
事
例
に
関
係
す
る
医
療
関
係
者
や
遺

族
等
の
意
見
が
異
な
る
場
合
は
、
そ
の
要
旨
を
別
に
添
付
す
る
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
事
務
職
員
は
、
必
要
に
応
じ
て
届
出
医
療

機
関
に
関
係
物
件
の
返
却
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
事
務
職
員
は
、
地
方
委
員
会
の
公
表
の
手
続
き
を
行
う
。

・
地
方
事
務
局
都
道
府
県
支
部
調
整
看
護
師
は
、
事
例
評
価
の
資
料
を
保

管
す
る
。

調整看護師(仮称)業務マニュアル　25

業
務
分
類

帳
票
類

4
0
.評
価
結
果
説
明
会
の
開
催
調

整

4
3
.調
査
終
了
処
理

・
評
価
結
果
説
明
会
開
催
通
知

・
会
議
資
料
（
評
価
結
果
説
明
会
用

・
事
故
終
了
に
関
す
る
通
知
書

・
資
料
回
収
、
削
除
の
お
願
い

・
評
価
終
了
の
お
知
ら
せ
（
医
療
機
関
・
遺
族
宛
て
）

必
要
と
思
わ
れ
る
帳
票
類
等
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調整看護師(仮称)業務マニュアル　27

2008年度版

調整看護師（仮称）標準業務マニュアル
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業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式

1.医療機関、遺族からの
相談

2.事例受付

3.事例調査開始の判断

→調査開始決定・不決定
の連絡等

4.調査開始決定後の地方
事務局都道府県支部
初期班編成に必要な
委員の選任等

【地方事務局】
１．医療機関からの相談
・地方事務局事務職員は、受付窓口
において、届出の手続きや調査の
手順等に関する医療機関からの相
談を受ける。

2．遺族からの相談
・地方事務局事務職員は、受付窓口
において、地方委員会への調査依
頼に関する手続や地方委員会によ
る調査の手順等について、遺族か
らの相談を受ける。
※調査にあたっては、解剖が必要
となること、報告書が公表される
ことを説明する。

・相談内容について、相談受付用紙
に記入する。

【地方事務局】
・大臣から届出事例の通知を受けた
ら、届出医療機関に連絡して以下
の所定の用紙をＨＰよりダウンロ
ードし、できるだけ速やかに記入
の上事務局へ提出するよう指示す
る。医療機関がインターネットに
アクセスできない場合は、ＦＡＸ
で送付する。
①事例報告用紙
②事例概要暫定版(事例発生の経過
がわかるもの)

【地方事務局】
・地方事務局事務職員は、上記①②
を届出医療機関から受け取ったら、
内容を確認し、地方事務局医師に
報告する。地方事務局医師から地
方委員会に事例の報告を行い、①
②を元に地方委員会が調査を行う
事例にあたるかどうかを判断して
もらう。

【地方事務局】
1．調査開始決定の場合
・地方委員会が調査の開始を決定し
たら、地方事務局事務職員は、直
ちに届出医療機関に(遺族から調査
の求めがあった場合は遺族にも)調
査開始を電話で連絡する(通知はお
って出す)。

・調査開始の第一報(夜間の場合はオ
ンコール)を地方事務局都道府県支
部に行う。

2．調査開始不決定の場合
・地方委員会が医療事故死等ではな
いと判断し調査を開始しない場合、
地方事務局事務職員は直ちにその
旨及び理由を遺族に通知する。

→相談受付用紙

→ＨＰ

→事例報告用紙（見本及びシート）
→事例概要暫定版（見本及びシート）

→受付時確認事項（事務局用、医療
機関用）

→調査実施通知「調査に関する地方
委員会の判断について」（医療機関
あて、遺族あて）

→調査不実施通知「調査に関する地
方委員会の判断について」（医療機
関あて、遺族あて）

相
談
・
受
付

初
期
調
査
準
備

28 診療関連死調査人材育成班28 診療関連死調査人材育成班28 診療関連死調査人材育成班308



→医療機関への各種連絡
等

→解剖担当施設、調査チ
ームメンバー（解剖
担当医）の決定

→解剖担当施設・解剖担
当医への連絡等

→臨床立会医の決定

→臨床立会医への事前説
明等

→地方事務局都道府県支
部への連絡

5.地方事務局都道府県支
部初期班の編成

【地方事務局都道府県支部】
・調査開始が決定したら、届出医療
機関へ初期調査に赴く看護師（○
人）を決定する。

・上記看護師のうち1名は、調査の終
了まで事例担当者（1事例１担当）
として、遺族、届出医療機関との
対応にあたる。

【地方事務局】
・地方事務局事務職員は、調査にあ
たり、届出医療機関側の窓口とな
る医療安全管理者(またはそれに代
わる者)を確認する。関係物件の保
全等の留意事項、遺体搬送業者(葬
儀社 )との確認事項等をFAXで送
り、説明する。

【地方事務局】
・地方委員会が協力医、協力施設名
簿から調査チームメンバー(解剖担
当医)、解剖担当施設を選定した結
果を踏まえ、当該協力医・協力施
設へ連絡し、調査への協力を要請
する。

※地方委員会の選定にあたっては、
調査チームメンバー(解剖担当医)
は、事前に臨時委員として任命さ
れている者であって、届出医療機
関と無関係の者となるよう、留意
する。

【地方事務局】
・解剖担当施設に対して、遺体の受
入れが可能な時間を確認する。ま
た、具体的な解剖開始時間につい
ては、後ほど地方事務局都道府県
支部が連絡調整させていただくこ
とを、解剖担当施設及び調査チー
ムメンバー(解剖担当医)に伝える。

【地方事務局】
・地方委員会が必要と認めた場合、
解剖担当施設が推薦した調査チー
ムメンバー(臨床立会医)に、調査へ
の協力を要請する(臨床立会医は、
事例の分野における専門家が望ま
しい)。

・委員任命の委嘱手続きを行う。

【地方事務局】
・調査チームメンバー(臨床立会医)に
対して、調査関係資料の抜粋(解剖
の部分)をFAXかメールで送付し、
業務の説明を行う。

【地方事務局】
・地方委員会が決定した解剖担当施
設、解剖担当医、臨床立会医を、
地方事務局都道府県支部へ連絡す
る。

【地方事務局都道府県支部】
・調査開始が決定したら、届出医療
機関に初期調査に赴く事務職員(○
人)を決定する。

→調査関係資料(医療機関用)の抜粋
・医療安全調査委員会について
・調査の流れについて
・関係物件保全の留意事項
・解剖について（遺族あて）
・遺体搬送についての留意事項
（葬儀社あて）
・死亡診断書の作成について

※医療機関の主治医に、死亡診断書を
作成しないよう指示する(調査チー
ムが解剖を行ったあと作成する）。

→協力医・協力施設への要請書（ひ
な型）

→協力医への要請書（ひな型）

→任命書

→調査関係資料(調査チーム用)の抜粋
・医療安全調査委員会について
・調査の流れ
・調査チームの委員の構成と役割　
・解剖にあたっての留意事項

業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式
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6.事例についての情報収
集、情報共有

7.医療機関への移動

8.医療機関・遺族に対す
る調査開始時の説明

9.遺族に対する解剖の承
諾

10.医療機関における関
係物件の保全

11.医療機関関係者から
の聴取

12.遺族からの聴取

【地方事務局都道府県支部】
・地方事務局都道府県支部看護師は、
届出医療機関の医療安全管理者か
ら、遺族の状態、遺族の医療安全
調査委員会についての理解の程度
等を電話で聴取する。

・初期調査に赴く医師、事務職員、
後方支援職員とともに初期調査の
情報共有を行う。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・身分証を携帯し、届出医療機関へ
赴く。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・ 届出医療機関と遺族に対して、医
療安全調査委員会の概要、調査の
流れ（初期調査を含む。）について
説明する。

※届出医療機関における院内医療事
故調査委員会の立上げと、事故調
査報告書の提出を行うことを説明
する。

※評価結果については、個人情報に
配慮した上で公表されるものであ
ることを説明する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・遺族に対して、遺族の心情に配慮
しながら、解剖の説明（開頭を含
めて）を行う。

※解剖の目的を明確に、必要であれ
ば時間をかけて丁寧に説明する。
し、できるだけ遺族の解剖の同意
が得られるようにする。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・地方事務局都道府県支部医師とと
もに、医療事故死に関係のある物
件（以下「関係物件」）の保全にあ
たっての技術的アドバイスを行う。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・地方事務局都道府県支部医師とと
もに、届出医療機関の関係者から
聴取を行う。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・ 遺族の代表者（窓口となる方）の
確認及び遺族の感情を受け止めな
がら、事例発生に至るまでの経過
を聴取する。また、遺族の疑問や
納得できない点、明らかにしてほ
しい点などの聴取を行う。

※解剖の待ち時間にも聴取の時間を
取れるので、この時点での聴取を
無理強いしない。

【地方事務局都道府県支部】
・届出医療機関の所在地、交通手段
の確認等を行う。

・解剖担当医、臨床立会医への集合
時刻・場所等の連絡を行う。

・初期調査に赴く医師、看護師、後
方支援職員とともに初期調査の情
報共有を行う。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・身分証、必要書類を携帯し、届出
医療機関へ赴く。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・ 届出医療機関と遺族に対して、医
療安全調査委員会の概要、調査の
流れ(初期調査を含む。)について説
明する。

※届出医療機関における院内医療事
故調査委員会の立上げと、事故調
査報告書の提出を行うことを説明
する。

※評価結果については、個人情報に
配慮した上で公表されるものであ
ることを説明する。

・届出医療機関に対して、遺族との
面談場所を準備するよう指示する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・関係物件の保全を行う。
→構造設備、医薬品、診療録・助産
録・画像等のコピー(初期調査時に
間に合わない場合は、後日郵送し
てもらう)、その他医療事故死に関
係のある物件

→保全リストを作成し、医療機関と
確認する。

→初期調査チェックシート

→調査関係資料（医療機関用）
・医療安全調査委員会について
・調査の流れについて
・初期調査の流れについて

→解剖同意書（遺族）

→関係物件保全マニュアル

→保全リスト

→臨床経過一覧表

初
期
調
査
準
備

初
期
調
査

業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式
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13.地方事務局都道府県
支部との連絡調整

14.解剖にあたっての医
療機関、遺族との連
絡調整

15.解剖にあたっての遺
体搬送業者との連絡
調整

16.医療機関への今後の
流れの説明

17.地方事務局、中央委
員会事務局への報告

18.準備 【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・遺体搬送時間30分前に事務職員と
ともに解剖担当施設へ赴き、関係
者に挨拶をする。

・解剖担当施設の協力を得て、解剖
後の概要説明を行う場所を確保す
る。（可能であれば、遺族、届出医
療機関に別々の待合室を用意す
る）。

・解剖担当施設で、遺体（及び遺族）
の到着を待ち、遺体を解剖室に搬
送する。遺族を待合室に案内する。

・解剖前に、遺族から解剖医に質問
がないか確認する。

・解剖後、遺体に着せる衣服の希望
等を遺族に確認する。

【地方事務局都道府県支部】
・初期調査に赴いた職員に進捗状況
を確認しながら、解剖施設、解剖
担当医と連携し、遺体搬送時間を
調整する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・地方事務局都道府県支部が調整し
た解剖場所、時間、待ち合わせ場
所を確認し、遺族及び届出医療機
関に伝える。

・届出医療機関に対して、解剖担当
施設に持参してもらう関係物件等
を指示する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・遺体搬送業者に対して、遺体搬送
に関する留意事項を説明する。

・関係物件の検査終了後、遺体搬送
業者に解剖場所、時間を説明し、
遺体搬送を依頼する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・届出医療機関に対して以下の説明
をする。

(説明事項等)
※解剖担当施設に事例の当該科の担
当医に来てもらい、解剖前に事例
の経過を解剖担当医、臨床立会医
に説明をしてもらう必要があるこ
と。

※解剖後(5時間ほど)、遺族と担当医
同席のもと、解剖担当医より肉眼
的所見を説明すること。

※地方委員会(調査チーム)による届出
医療機関・遺族への評価結果報告
会を行うまでに、概ね6ヶ月ほど要
すること。

※地方委員会(調査チーム)の調査の進
捗状況について、届出医療機関に
対して3ヶ月毎に連絡すること。

※地方委員会(調査チーム)から質問に
対し、届出医療機関からの回答を
求める場合があること。

※届出医療機関から地方委員会(調査
チーム)に対して、事例概要を2週
間以内に提出のこと。

【地方事務局都道府県支部】
・地方事務局と中央委員会事務局へ
調査の第一報を行う。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・遺体搬送時間30分前に看護師とと
もに解剖施設へ赴き、関係者に挨
拶をする。

・解剖施設の協力を得て、解剖後の
概要説明を行う場所を確保する。
(可能であれば、遺族、届出医療機
関に別々の待合室を用意する)。

・届出医療機関の担当者の到着を待
ち、打ち合わせ場所へ案内する。

・届出医療機関から、関係物件を受
け取り、不足がないかどうか確認
する。
※コピーした資料の頁の抜けがな
いか
※提出資料は揃っているか

→解剖施設へ持参していただくもの
リスト

※関係物件：事例概要暫定版コピー、
カルテ、画像のコピー2部（間に
合わなければ原本）

※臨床経過が長い事例の場合は、解
剖前の情報として必要な情報を優
先的に準備してもらう　

→遺体搬送についての留意事項
※挿管チューブやカテーテル類など
は、抜去しないまま搬送すること

※搬送費用

→調査開始報告書

業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式
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解
剖

業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・解剖担当医、臨床立会医に対して、
医療安全調査委員会の趣旨、調査
の流れ、役割等についてのブリー
フィングを行う。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・地方事務局都道府県支部看護師が、
届出医療機関の担当医師と解剖担
当医、臨床立会を紹介する。その
後、医療機関の担当医師から、事
例概要暫定版、臨床経過一覧表に
沿って、事例の説明を行ってもら
う。

※看護師は、打ち合わせの進行を行
うとともに、適宜、遺族、届出医
療機関関係者から聴取した内容、
遺族が解剖担当医に明らかにして
ほしいと思っている点等を、解剖
担当医、臨床立会医に補足して報
告する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・解剖終了までの待ち時間に、今後
の調査の流れについて遺族に説明
を行う。また、事例について、必
要があればさらに聴取を行う。

（説明事項等）
※解剖は5時間ほどかかること。
※解剖後、届出医療機関の担当医と
同席のもと、解剖担当医より肉眼
的所見を説明すること。

※解剖後の遺体搬送場所の確認。
※開頭しても顔には傷がつかないこ
と（必要時）。

※解剖しても、死因を解明できない
場合があること。

※遺族からの聴取内容は、評価委員
会資料の１つになること。

※医療機関から事例概要が送られて
きたら、内容を確認してもらいた
いこと（齟齬があれば事務局へ連
絡してもらう）。

※調査の進捗状況について、3か月毎
に事務局から遺族へ報告すること。

※今後の事務局との連絡方法

・聴取終了後、遺族に気分転換、食
事、休憩を適宜促す。遺族が別の
場所での待機を希望する場合は、
携帯電話等の連絡先を確認してお
き、解剖終了予定時間に連絡する
ように取りはからう。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・解剖室に進捗状況を確認し、解剖
終了時刻を遺族に連絡する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・解剖終了までの待ち時間に、届出
医療機関の担当医が別の場所での
待機を希望する場合は、携帯電話
等の連絡先を確認しておき、解剖
終了予定時間に連絡するように取
りはからう。

・届出医療機関の担当医が解剖終了
まで待つ場合は、食事、休憩を適
宜促す。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・解剖室に進捗状況を確認し、解剖
終了時刻を医療機関の担当医に連
絡する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・解剖室に進捗状況を確認し、解剖
終了時刻を遺体搬送業者に連絡す
る。

・遺体搬送業者に、請求書等の書式
を渡す。

→調査関係資料（解剖担当医用）の
抜粋
・医療安全調査委員会について
・調査の流れ
・解剖にあたっての留意事項
・解剖報告書作成マニュアル
・評価委員会について

→届出医療機関の解剖立会同意書
（遺族用）

→遺族への説明資料一式（解剖時）

19.解剖実施前打ち合わ
せ

20.届出医療機関の担当
医師から事例の経過を
説明

21.遺族への説明及び聴
取

22.遺体搬送業者との連
絡調整
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23.解剖結果概要説明の
立会い

24.解剖担当医への説明

25.遺体の見送り

26.関係物件の整理等

27.医療機関・遺族から
の聴取内容のまとめ

28.謝金等対象者の確認

29.中央委員会への報告

30.謝金等の支払

31.解剖結果報告書、評
価結果報告書案（原
案）の作成のための
関係書類の準備等

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・遺族、届出医療機関同席の下で行
われる解剖結果概要説明に立ち会
い、進行役を務める。

・遺族の様子を見て、遺族が意見や
質問等を言えずにいる場合は、必
要に応じて代弁する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・解剖結果報告書作成の期限、記載
方法、留意事項を解剖担当医に説
明し、作成を依頼する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・解剖協力者とともに遺体を整える。
・遺族に遺体を確認してもらい、焼
香を行う。

・遺体のお見送りを行う。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・初期調査における聴取の内容をま
とめる（医療機関からの聴取につ
いては医師とともにまとめる）。

・上記を遺族及び医療機関に送付し、
内容を確認してもらう。

【地方事務局都道府県支部】
・診療録等に眼を通し、事例の把握
を行う。その際に、診療録のコピ
ーに見出しを貼付したりするなど、
解剖結果報告書案（原案）、評価結
果報告書案（原案）の作成者が見
やすくなるように整える。

・関係物件、医療機関からの聴取を
元に、臨床経過概要をまとめる。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・遺族、届出医療機関同席の下で行わ
れる解剖結果概要説明に立ち会い、
解剖担当医の説明内容及び説明に対
する遺族の反応等を記録する。

・説明終了後、解剖結果概要に基づ
き、死体検案書等の必要書類を作
成し、遺族に渡す。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・遺族に遺体を確認してもらい、焼
香を行う。

・葬儀社に遺体搬送を依頼、遺体の
お見送りを行う。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班：医師を除く）】

・関係物件を事務局に持ち帰り、整
理し、リストを作成する。

・届出医療機関に返却の必要がある
ものについては、資料授受確認書
を記載し、医療機関へ送付する。

【地方事務局都道府県支部（初期調査
班）】

・解剖担当医およびその他解剖協力
者(補助医、検査技師等)の確認を行
う。

【地方事務局都道府県支部】
・事例発生報告書を地方事務局と中
央事務局へ提出する。

【地方事務局】
・解剖に係る謝金・旅費の支給、経
費の支払い手続きを行う。

・初期調査に係る謝金・旅費等の支
給

【地方事務局都道府県支部】
・届出医療機関から関係物件 (カル
テ・画像・事例概要のコピー等)が
郵送されてきたら、整理して資料
リストを作成する。医療機関に後
日返却する必要があるものについ
ては資料授受確認書を送付する。

・調査チームメンバーの人数分の関
係物件のコピーを準備し、その他
に1部を地方事務局都道府県支部で
保管する。

・地方事務局都道府県支部看護師が
作成した臨床経過概要を、その他
関係物件とともに解剖結果報告書
案作成者に送付する。

→解剖結果報告書マニュアル

→遺族との面談内容
→アセスメントシート
→資料授受確認書

→解剖担当者確認書

→事例発生報告書

→資料リスト
→資料授受確認書

業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式
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会
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32.調査チームの任命

33.報告書案（原案）の
作成支援

→解剖結果報告書案（原
案）の作成支援

→評価結果報告書案（原
案）の作成支援

→評価委員長へ論点整理
の依頼

【地方事務局都道府県支部】
・解剖結果報告書案作成の進行管理
を行なう。

・解剖執刀医が解剖報告書案（原案）
作成したら、解剖担当医、臨床立
会医に回送し、内容を確認しても
らい、適宜加筆・修正してもらう。

・地方事務局都道府県支部医師とと
もに、解剖報告書案（原案）が
「解剖調査マニュアル」に沿ってい
るかどうか、内容の確認、文章校
正を行う。

・報告書案（原案）の内容について、
解剖担当医、臨床立会医全員の了
承を得たら、解剖結果報告書案
（原案）を取りまとめる。

【地方事務局都道府県支部】
・県支部医師とともに調査チームメ
ンバーとなった臨床評価医を訪問
し、調査委員会について説明する
とともに、評価結果報告書案作成
の留意点を「評価に携わる医師等
のための評価の視点・判断基準マ
ニュアル（案）」に沿って説明し、
作成を依頼する。

・初期調査時に届出医療機関の関係
者や遺族から聴取した内容につい
ても適宜説明する。

・評価結果報告書案（原案）作成の
進行管理を行う。

・臨床評価医が評価結果報告書案
（原案）を作成したら、他の臨床評
価医に回送して内容を確認しても
らい、適宜加筆・修正してもらう。

・地方事務局都道府県支部医師とと
もに、「評価に携わる医師等のため
の評価の視点・判断基準マニュア
ル（案）」に沿い、内容の確認、文
章校正を行う。

・報告書案の内容について臨床評価
医全員の了承を得られたら、て評
価結果報告書案（原案）を取りま
とめる。

【地方事務局都道府県支部】
・地方事務局都道府県支部医師とと
もに調査チーム委員長と面談し、
評価委員会の打ち合わせを行う。
また、評価の論点の抽出を依頼す
る。

・初期調査時に届出医療機関の関係
者や遺族から聴取した内容につい
ても適宜説明する。

【地方事務局】
・地方事務局事務職員は、事務局医
師を通じて地方委員会に調査チー
ムメンバーを選定してもらい、そ
の結果を踏まえ、当該調査チーム
メンバーへ連絡し、調査の協力を
依頼する。

・委員任命の委嘱手続を行う。また、
業務の説明等を行う。

※調査チームの委員選定にあたり、
調査対象となる個別事例の関係者
を調査に従事させないよう配慮す
る。

・調査チーム委員名簿を作成する。

【地方事務局都道府県支部】

・解剖報告書案(原案)が完成したら、
作成に使った関係物件のコピー等
を事務局に返却してもらう。返却
されたかどうかの確認、関係物件
の管理を適切に行う。

【地方事務局都道府県支部】
・臨床医訪問の際に持参する資料の
準備を行う。
※解剖結果報告書案(原案)
※解剖担当医から返却された関係
物件のコピー
※地方事務局都道府県支部看護師
が作成した臨床経過概要
※その他

・評価結果報告書(原案)が完成した
ら、作成に使った関係物件のコピ
ー等を事務局に返却してもらう。
返却されたかどうかの確認、関係
物件の管理を適切に行う。

【地方事務局都道府県支部】
・委員長訪問の際に持参する資料の
準備を行う。
※解剖結果報告書案(原案)、評価結
果報告書案(原案)
※解剖担当医から返却された関係
物件のコピー
※地方事務局都道府県支部看護師
が作成した臨床経過概要
※その他

→任命書
→調査関係資料(調査チーム委員用）

→調査チーム委員名簿

→「評価に携わる医師等のための評
価の視点・判断基準マニュアル
（案）

→調査関係資料(調査チーム委員用），
→臨床評価医への説明資料一式

評
価
委
員
会

業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式
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34.評価委員会の開催調
整

35.評価委員会開催
→開催運営

→評価支援

→報告書案の最終取りま
とめ調整

→進捗管理

→謝金等の支払

36.地方事務局へ評価結
果報告書案等を送付

【地方事務局都道府県支部】
・評価委員会に事務局として参加し、
評価の進行を助ける。

・評価委員会において、委員から新
たに調査に必要な資料を求められ
た場合、届出医療機関に提出を求
める。

・必要に応じて、関係行政機関、関
係地方公共団体、その他の関係者
に対して、資料又は情報の提供を
求める。

・その他、評価に関する連絡調整を
行う。

※｠｠ 第2回以降の評価委員会も同様。

【地方事務局都道府県支部】
・解剖結果報告書案、評価結果報告
書案の取りまとめのための関係者
間の連絡調整を行う。

・地方事務局都道府県支部医師とと
もに、解剖結果報告書案、調査結
果報告書案の内容の確認、文章校
正を行う。

【地方事務局都道府県支部】
・遅延がないよう、進捗管理を行う。
・遺族と届出医療機関に、調査の経
過報告など、定期的（3ヶ月に1回
程度）に進捗状況の連絡及び必要
に応じて情報を提供する。

【地方事務局】
・地方事務局都道府県支部から送付
された解剖結果報告書案、評価結
果報告書案の内容を、地方事務局
医師とともに確認する。

【地方事務局都道府県支部】
・ 解剖結果報告書案(原案)、調査結
果報告書案(原案)が揃う頃を見図
り、調査チームメンバーによる評
価委員会を開催するために、チー
ムメンバーの日程調整を行う。

・調査チーム委員へ評価のための資
料を送付する。

・調査チーム委員への関係物件の送
受について把握し、管理を厳重に
行う。

・評価委員会の場所、日時を決定し、
委員に開催通知を出す。

・会議資料の作成、委員への送付等
の準備をする。

【地方事務局都道府県支部】
・会議当日の会場準備、飲食の準備
等、必要な庶務を行う。

【地方事務局都道府県支部】

・評価委員会終了後、議事録を作成
し、委員に回送し、了承を得る。

※　第2回以降の評価委員会も同様。

【地方事務局都道府県支部】
・調査チームの全委員に解剖結果報
告書案、評価結果報告書案を送付
し、了承を得る。

【地方事務局】
・評価委員会開催に係る謝金・旅費
の支給、経費の支払い手続きを行
う。

・評価委員会開催に係る謝金・旅費
等の支給

【地方事務局都道府県支部】
・取りまとめられた解剖結果報告書
案、評価結果報告書案を地方事務
局へ送付する。

→評価委員会開催通知
→調査チームメンバーへの事前送付
物一覧

→会議資料一式（議事次第、委員名
簿、座席表、評価の論点、解剖結
果報告書原案、調査結果報告書原
案、委員会設置規定等）

→進捗管理表
→進捗状況の報告（遺族、医療機関）

業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式
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37.地方委員会の開催調
整

38.地方委員会の開催
→開催運営

→評価支援

→取りまとめ調整

→謝金等の支払

39.地方事務局都道府県
支部に地方委員会にお
ける審議の結果を伝達

40.評価結果説明会の開
催調整

41.医療機関・遺族から
の意見の聴取

42.評価結果説明会開催
→開催調整

→説明会支援

【地方事務局】
・地方事務局医師とともに、都道府
県支部から集められた事例の解剖
結果報告書、評価結果報告書を整
理し、地方委員会の資料を作成す
る。

【地方事務局】
・地方事務局医師とともに地方委員
会に事務局として参加する。

【地方事務局都道府県支部】
・必要に応じて、地方委員会に事務
局として参加し、当該調査チーム
が評価を行った事案の説明等を行
う。

【地方事務局】
・評価結果報告書の取りまとめのた
めの関係者間の連絡調整を行う。

【地方事務局都道府県支部】
・ 説明会の前に報告書を送付し、疑
問点があれば質問提出を文書で受
ける。

・質問書が提出された場合は、委員
長に相談し回答書を作成、各委員
に送付し、了承を得る。

【地方事務局都道府県支部】
・説明会の前に調査チームの説明者
（委員長、評価医）に議事の進行、
役割を説明する。

・説明会に地方事務局都道府県支部
医師とともに参加し、医師の議事
進行を補佐する。

・遺族が疑問や思い、疑問点等を表
出できるよう、配慮する。

【地方事務局】
・地方委員会開催のために、地方委
員会委員の日程調整を行う。

・地方委員会の場所、日時を決定し、
委員に連絡する。

・会議資料の作成、委員への送付等
の準備をする。

【地方事務局】
・会議当日の会場準備、飲食の準備
等の庶務を行う。

【地方事務局】
・委員会の議事概要案を作成する。
・議事概要案を委員に回送し、了承
を得る。

【地方事務局】
・地方委員会委員に解剖結果報告書、
調査結果報告書の了承を得る。

【地方事務局】
・地方委員会開催に係る謝金・旅費
の支給、経費の支払い手続きを行
う。

・地方委員会開催に係る謝金・旅費
等の支給

【地方事務局】
・地方委員会における審議の結果を
地方事務局都道府県支部に伝え、
地方委員会で了承された報告書に
ついては、届出医療機関、遺族に
報告書を交付するよう指示する。

【地方事務局都道府県支部】
・説明会開催準備のため、調査チー
ムの委員長、評価医、遺族、依頼
医療機関の日程調整を行う。

・説明会の場所、日時を決定し、関
係者に連絡する。

・会議資料を作成し、遺族、医療機
関、説明会に参加する調査チーム
の委員長、評価医に送付する。

【地方事務局都道府県支部】
・説明会1週間前に、交付用の評価結
果報告書を遺族と医療機関へ郵送
する。

【地方事務局都道府県支部】
・会議当日の会場準備、飲食の準備
等の庶務を行う。

→地方委員会開催通知

→評価結果説明会開催通知

→会議資料（評価結果説明会用）

地
方
委
員
会

評
価
結
果
説
明
会

業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式

36 診療関連死調査人材育成班36 診療関連死調査人材育成班316



→医療機関・遺族への評
価結果報告書の交付
及び質問対応等

43.調査終了処理

44.調査終了を地方委員
会事務局、中央委員
会事務局等へ報告

45.関係物件の返却

46.公表手続

・評価結果報告書を遺族、医療機関
に交付し、意見、質問がある場合
は2週間以内に質問書を提出するよ
うに説明する。

・質問書が提出された場合は、委員
長及び委員と連絡調整し、回答書
を作成する。

【地方事務局都道府県支部】
・事例評価のファイリングをする。

【地方事務局都道府県支部】
・説明会終了後、期限までに遺族、
医療機関から質問書の提出がない
場合は、当該事例の終了とし、そ
の旨を調査チームメンバー、地方
事務局に報告する。

・調査チームメンバーから事例に関
する全資料を回収する。また、委
員に対して、電子媒体に残された
記録の削除を依頼する。

・調査チームメンバーから回収した
資料を断裁する。

【地方事務局】
・当該事例終了の旨を地方委員会委
員に報告する。

・遺族、医療機関に調査の終了を知
らせる。

【地方事務局】
・中央委員会及び所管大臣に評価結
果報告書を提出する。

※地方委員会の意見と当該個別事例
に関係する医療関係者や遺族等の
意見が異なる場合は、その要旨を
別に添付する。

【地方事務局都道府県支部】
・届出医療機関に関係物件の返却を
行う。

【地方事務局】
・地方委員会の公表の手続きを行う。

→事例終了通知？

→資料回収、削除のお願い

→評価終了の知らせ（遺族、医療機
関）

→ＨＰ掲載等

評
価
結
果
説
明
会

業務分類 看護師業務 事務職業務 必要と思われるチェックシート、報告様式

調整看護師(仮称)業務マニュアル　37調整看護師(仮称)業務マニュアル　37317
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1. はじめに
（1）多様な“院内事故調査”の区分

一般に“院内事故調査”といった場合、医療事故やヒヤリハット事例の発生の際に複数の医療者・有識

者・医療安全管理者などが参集して行われる、原因究明・再発防止等を目的とした医療機関内での事故

調査が想起される。実際、各医療機関においてはすでに院内調査のためのさまざまな取り組みが導入さ

れている。例えば事故情報・ヒヤリハット情報を収集分析するリスクマネジメント委員会の開催や、こ

れら内容に関わるヒアリング調査、あるいは内部専門家によるカンファレンス、アクシデント事例の審

議委員会、外部専門家への意見書執筆の依頼、分析ツールを用いた根本原因分析作業、再発防止策の検

討会、また個別の患者・患者家族に対する事情説明などがそれに該当し、医療界においては“院内事故

調査”という語句が多様な調査関連業務全般を示す現状となっている。一方、これらの医療機関内部で

行われるさまざまな関連業務としての“院内事故調査”とは別に、外部を主体とする専門委員会を公式

な意味で要求し、客観性・第三者性といった点が強調される院内事故調査が必要であることが提唱され

ており、一部医療機関では取り組みが進められている。そこで、当指針では、複数の外部の医療専門家・

有識者・医療安全研究者などを含む医療機関内で実施される公式な医療事故調査を「外部参加型院内特

別事故調査」(図1：※1)、それ以外の院内事故調査関連業務を「医療機関内の既存の調査体制による調

査」（図1：※2)と区別して提示し、その意義と運営方針を検討することを目的とする。

（2）“院内事故調査”の意義
① 第三者調査機関と連動した“院内事故調査”の意義

現在、第三者調査機関による医療事故調査のあり方と、医療安全調査委員会の設立が議論されているが、

仮に第三者調査機関に届け出を行った医療機関は院内での事故調査を実施しなくてよい、ということに

はならない。その理由は、より正確な事実究明には医療事故の発生した当該組織が自らその事実関係や

原因を調査し、第三者調査機関に提出、協力していく必要があり、さらに具体的で効果的な再発防止策

の策定には当該機関内での十分な自己検証作業が有用であるからである。これらの作業において、前述

した「外部参加型院内特別事故調査」・「医療機関内の既存の調査体制による調査」のいずれの方法で

あっても、院内における事故調査は、第三者調査機関と連動し重要な役割を果たすものと位置づけられ

る。特に前者の「外部参加型院内特別事故調査」は、これが適切に運営された場合、医療安全調査委員

会の一部機能を分担できると考えられる。すなわち平素から事故抽出が適切に行われ、事故調査活動の

実績があり、医療安全管理に関する一定の規準を満たした医療機関に対し、この調査方法の導入を限定

的に許容することで、第三者調査機関の業務負担を軽減しつつ、医療機関の自律性・自浄性を促進でき

る可能性がある。一方、後者の「医療機関内の既存の調査体制による調査」は第三者性には劣るが、機

動性に優れ、医療安全調査委員会への迅速な情報提供、再発防止策の策定などにおいて有用となろう。い

ずれにせよ、当面は第三者調査機関の優位性を確保しながら、各医療機関内における院内事故調査体制

の向上、充実を計ることが望ましいと考えられる。

② 第三者事故調査機関が関与しない事例における“院内事故調査”の意義

第三者事故調査機関が関与しない医療事故（届け出範囲外と判断された事例、あるいは生存事例など）に

おいて事故調査が必要と考えられた場合、現時点では院内での事故調査を実施する以外に方法がない。特

に、医療事故により重度の障害が残存した事例などについては、死亡事例と同様の迅速かつ適切な原因

究明と再発防止が求められるため、これらの事例に対し各医療機関が客観的で公正な院内事故調査を行

う体制を整えることの意義は極めて大きい。
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2. 院内事故調査組織の社会的な位置づけ
我が国には、様々な事故調査組織が存在する。典型的な事故調査組織である運輸安全委員会は、国家行

政組織法8条の合議制機関であり、事故調査を専門に行い、その立場および調査権限においても独立性が

強く保障される。公的組織が事故調査を担当する例として、原子力事故の報告をうけ原子力安全委員会

が調査を行うものが挙げられ、さらに私的主体が事故調査活動を担うものとしては高圧ガス保安協会に

よるガスもれ事故などの事故調査が挙げられる。いずれの事故調査も外部機関である事故調査組織と連

動する形で、事故を発生させた組織・機関内部での事故調査が行われる。これら組織・機関内部での事

故調査には事故原因の調査分析と再発防止という目的以外に、事故発生により内部の労働者自身を危険

にさらすことを防止する労働者保護の観点もある。一方で、交通事故などでは外部の分析（人身事故時

には警察による検分、その他一般的な事故分析としては財団法人交通事故総合分析センター）が中心で

あり、運転者個人、あるいは運転者をかかえる企業（例えば、タクシー会社やトラックなどの運送会社）

に事故調査や事故原因の分析までは一般的に期待されてはいない。

医療においては院内の医療安全整備の一環として事故調査を行うことを特定機能病院の承認要件とされ

ており（医療法施行規則11条）、すでに多くの医療機関で院内事故調査体制の整備や担当のリスクマネー

ジャーの選任が行われている。医療事故に院内調査が要求されたのは、医療が高度な専門性や倫理性を

要求される分野であること、また、医療機関内部における学習効果による再発防止を期待されているこ

とによると考えられる。しかし、従来の院内事故調査はあくまでも当該医療機関が主催するものであり、

また外部委員の存在を必ずしも要求するものではないことから、調査の第三者性や透明性の観点から問

題があるのではないか、との指摘もなされていた。これらの背景を踏まえて議論されてきたのが第三者

事故調査機関である医療安全調査委員会の設立である。

客観性の担保に重きを置いた場合、各医療機関の自浄努力とは独立して、医療安全調査委員会がすべて

の医療事故の調査を行うという選択も理論的には考えられる。しかし、医療事故は航空鉄道事故や原子

力事故などに比べて圧倒的に発生数が多く、医療安全調査委員会がすべての事故について独自に調査を

することは現実的には不可能である。また医療事故に限らず、事故の原因について最もよく知り、また

知るべきなのは当該機関内部であるはずであり、これらの事故調査が医療機関や医療従事者の自己規律

や自浄作用という側面をもつことからしても、内部での事故調査体制の整備と調査能力の向上は重要な

課題であると考えられる。すなわち、医療事故調査にはその社会的特性上、自浄性と客観性の両立が求

められており、現実的にいいかえれば、各医療機関の自浄的な問題解決努力が、第三者により客観的に

検証され得るような体制作りが求められているといえる。そこで、各機関が公正な院内事故調査を行う

一方、その調査プロセスを第三者機関である医療安全調査委員会が監視、検証することで客観性を確保

するというシステムの果たす役割の重要性が認識される。事例によって外部委員参加の必要性の度合い

や、必要とされる専門家の人数や専門分野には違いがあると考えられ、これらは医療安全調査委員会に

届けられる対象事例の内容を踏まえて検討する必要がある。本指針では院内事故調査委員会を医療安全

調査委員会と並び、医療事故の調査を担う重要な組織として位置づけ、その公正さの担保を目指した組

織運営を以下、提示するものとする。なお、院内事故調査の前段階として、各医療機関内において適切

かつ恒常的に事故抽出が行われていることが大前提となることはいうまでもない。

また他分野との比較において、安全対策にかかる費用を商品価格に上乗せできるメーカーなどと異なり、

医療は国民皆保険における診療報酬制度を基礎にしており、安全対策費用を医療機関が独自に上乗せす

ることはできない。院内事故調査をはじめとする様々な安全対策を医療機関の努力に委ねるだけでは院

内事故調査体制全体の質の向上も期待しにくいであろう。医療安全にかかる費用について社会全体で認

識を深めていく必要がある。
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3. 医療安全調査委員会との関係
（1）医療安全調査委員会への届け出の流れと院内事故調査委員会との関係

医療事故により患者が死亡し、第三者調査機関である医療安全調査委員会への届け出範囲に相当すると

考えられた場合、あるいは届け出範囲外と判断されても家族、または医療機関が届出を希望した場合、医

療機関は医療安全調査委員会への届け出を行うことになる(図1：[A1]・[A2])。この医療安全調査委員会

に届けられた事案のうち、具体的な検討が必要であるとされたものについては、医療安全調査委員会と

ともに、院内での医療事故調査が行われる必要がある。この場合、各医療機関での現状からすると、①

外部参加型院内特別事故調査委員会を発足させ院内調査を先行して実施する方法（図1：[B1]）と、②医

療機関内の既存の調査体制を用いて院内調査を並行して実施する方法（図1：[B2]）との二つの方法が考

えられる。

一方、患者が死亡したが届け出範囲外と判断され、なおかつ家族も医療機関も届出を希望しなかった事

例や、患者が生存している事例については医療安全調査委員会への届け出は行われない。しかし、これ

らの事例であっても医療機関が事故の調査・検証を必要と判断するケースは存在する(図1：[D]・[E])。ま

た、医療安全調査委員会に一度は届け出たが、遺族から解剖の承諾が得られないなど、届け出た後に医

療安全調査委員会の関与が困難となる事例も存在すると予測される(図1：[C])。このように医療安全調査

委員会による調査を依頼できない事例が発生した場合、事故調査は院内での何らかの調査手段に委ねら

れることになるが、その場合も、①外部参加型院内特別事故調査委員会を自主的に開催する方法と、②

医療機関内の既存の調査体制を用いて自主的に院内調査を実施する方法の二種類が考えられる。

医療安全調査委員会への医療事故届け出の流れと、院内における事故調査との関係の概略は以下の図1の

ようになる。
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医療事故が発生し患者が死亡した場合、医療機関は一定の規準（第1グループ届け出範囲①・②に相当:

図1[A1]、あるいは家族、または医療機関が希望:図1[A2]）に則って医療安全調査委員会に届け出を行う。

これを受け、医療安全調査委員会は遺体の解剖を行うと同時に、当事例の調査形式を決定し、医療機関

に通知する。調査形式は、外部参加型院内特別事故調査委員会を先行して開催する場合（図中[B1]）と、

医療安全調査委員会と医療機関内の既存の調査体制による調査を同時に開催する場合（図中[B2]）の二通

りに分けられる。また、死亡事例のうち届け出範囲外と判断された事例や、生存事例の場合、あるいは

いったん届け出たものの医療安全調査委員会の開催が困難となった事例などにおいては、医療機関が必

要と判断すれば院内での事故調査を自主的に開催することができ（図中[D]・[E]・[C]）、いずれも外部参

加型院内特別事故調査委員会を自主開催する場合と、医療機関内の既存の調査体制による自主調査を行

う場合の二通りの選択肢がある。それぞれについて解説する。

① 外部参加型院内特別事故調査委員会による先行調査（図1：[B1]・第4章参照）

医療安全調査委員会が受付けた事例のうち、当該医療機関にその詳細な調査を分担させることが可能と

判断される場合には、原則として医療安全調査委員会は当該医療機関に「外部参加型院内特別事故調査

委員会による先行調査」を指示できる。この場合、医療安全調査委員会は、外部参加型院内特別事故調

査委員会によって作成された報告書の客観的な公正さや専門性をチェックする立場となる。

この「外部参加型院内特別事故調査委員会による先行調査」が可能な医療機関（[B1]医療機関）とは、

1．当該調査を遂行することができる専任の内部医療安全管理者が存在していること

2．重大事故に限らず恒常的に施設内の医原性有害事象やヒヤリハット事例の抽出・改善活動が

不足なく迅速に行われていること

3．通常のリスクマネジメント委員会開催などをはじめとする医療安全活動の実績があること

4．過去に外部参加型の公式な院内医療事故調査の実績があること（届け出事例以外でも可）

5．これらの活動が定期的に医療監視、医療機能評価機構などの外部機関により適性に評価されて

いること

などの項目を満たしていることが望ましく、事故調査経験の豊富な大学病院、地域拠点病院などを対象

とし、院内事故調認定医療機関（仮称）というような認定を行うことも想定される。現実の運用として

は、①事案の重大性と調査の必要性、②院内の体制整備の状況、③関連学会の協力状況などを総合して

判断するものとする。

当委員会は当該医療機関が主催するが、複数の外部の医療専門家・有識者・医療安全専門家などを調査

委員に含み、第三者性の保たれた公式な医療事故調査でなくてはならない。適切な外部委員の選定は、事

故の経緯を一番よく知る医療機関の責任としてまず必要なことであると考えられるが、事故の当事者と

もなる医療機関が自ら外部委員も選定することによって後に公正さに疑義を生じさせることのないよう、

あらかじめ医療安全調査委員会が選定した委員を1名以上入れるという方法も考えられる。この点、いず

れの方法がよいかについては今後も検討の余地がある。医療安全調査委員会は外部参加型院内特別事故

調査委員会に解剖結果に関する資料を提供し、同委員会の調査結果・報告書を評価した後、最終答申を

作成する。医療安全調査委員会への報告書の提出が遅滞した場合、医療安全調査委員会は一定期間（例

えば4ヶ月）を目処に督促を行うこととする。報告書作成遅滞を繰り返す、事故調査が長期間行われない

など、不適切な状態が継続すれば、医療安全調査委員会から指導があり、その旨が公表されるような仕

組みも実効性担保の点から必要であると考えられる。当委員会の運営指針の詳細は第4章以下に記載す

る。

② 医療安全調査委員会と医療機関内の既存の調査体制による同時調査（[B2]）

前項の条件を満たしていない医療機関や、実質的に事故調査の不可能な小規模医療機関、あるいは外部
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参加型院内特別事故調査委員会を同時に複数開催しているなど、外部参加型院内特別事故調査委員会の

新規立ち上げが困難なケースであると医療安全調査委員会が判断した場合、医療安全調査委員会は当該

医療機関に対し正規の事故調査を開始すると同時に、「医療機関内の既存の調査体制による同時調査」の

開催を指示する。「既存の調査体制」とは、その医療機関に従来より存在する内部調査システムを指し、

例えばリスクマネジメント委員会の開催や、当事者へのヒアリング調査、あるいは内部専門家によるカ

ンファレンス形式での検討会、診療部長等による審議委員会、外部専門家への意見書の執筆依頼、分析

ツールを用いた根本原因分析作業などが含まれる。これらの調査は、当該医療機関から医療安全調査委

員会に対し、当該医療機関内での事故情報の提供をスムースにするものであり、カルテや看護記録など

の各種記録のほか、事実経緯、関係スタッフへのヒアリング調査や、根本原因分析結果、再発防止策な

どの提出、追加調査要請への対応など、医療安全調査委員会への全面的な協力が求められる。また、当

該医療機関は、調査結果を院内における実質的な再発防止のための院内活動に速やかに反映させる必要

がある。調査メンバーについて、医療安全管理担当者、内部専門家、医療情報システム担当者、医薬品

安全担当者、医療機器安全担当者など、内部職員を中心に多職種で構成されることが望ましいが、外部

専門家の参加は任意である。当調査の具体的な運営方針は各医療機関に委ねられるものであり、当指針

内で規定するものではないが、[B2]調査の実績は、[B1]医療機関を選定するための条件となりうる。

③ 医療機関内での自主的な事故調査（図1：[C]・[D]・[E]）

医療安全調査委員会にいったん届け出たものの、遺族が解剖を拒否するなど、医療安全調査委員会の開

催が困難となった事例（図1：[C]）、死亡事例のうち届出不要と分類されたものの原因究明、再発防止等

のために施設長が調査に値すると判断した事例（図1：[D]）、 医療事故により死亡には至っていないが、

重篤な機能障害や後遺症（脳障害・失明など）が発生するなど、やはり施設長が調査に値すると判断し

た事例（図1：[E]）などについて、各医療機関は院内事故調査を自主的に開催する必要がある。この場

合、第4章以下に述べる正式な外部参加型院内特別事故調査委員会を自主的に開催する場合と、医療機関

内の既存の調査体制による自主調査を行う場合とがある。これらの自主的な院内事故調査の開催は、各

医療機関の責任で執り行われるものである。客観性の確保のためには、可能な限り公式な外部参加型院

内特別事故調査委員会を開催することが望ましく、その実績は[B1]医療機関を選定するための条件となり

うる。また、自主開催に委ねるのであれば、院内事故調査体制の質の向上を図るためにも、既存の制度

（例えば医療機能評価機構への報告）なども利用した質確保のための体制整備が検討されることも必要で

あろう。

（2）関連学会との関係
医療安全調査委員会と各医療機関に設置された院内事故調査委員会が連携して事故調査を行っていくと

しても、そこに専門学会の協力が必要なことはいうまでもない。外部の専門委員の選定や派遣、事故調

査の結果提出された事故調査報告書の内容の医学的専門からの検証は、関連学会の主体的な協力なくし

ては実現しえない。具体的には日本医学会や日本内科学会、日本外科学会などの主要学会をはじめ、各

専門学会や地方会などの積極的な関与が求められる。各専門学会は安全委員会などの担当窓口を整備し、

院内事故調査協力のための体制を整える。

（3）届け出のタイミングが遅延した事例について
医療事故の発生直後に、その原因や実態を完全に把握することは困難であることが多く、届出に迷う事

例、あるいは遅延する事例が発生しうると予測される。特に以下のようなケースが想定されるが、これ

らは届出の必要性が判断された時点から24時間以内に医療安全調査委員会に届け出ることとする。その

場合、遅延の理由を付記する。

①一旦は届出不要と判断したが、院内での通常病理解剖の結果、届出が必要であった可能性を否定
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できない事例

②後日の検討の結果、新事実が判明するなどし、すでに遺体はないが届出が必要であった可能性を

否定できない事例

③ 後日になって家人が届出を希望した事例

4. 外部参加型院内特別事故調査委員会の運営指針
（1）開催の決定

外部参加型院内特別事故調査委員会の開催は、第三者機関である医療安全調査委員会の指示を受けて開

催が決定され、医療安全調査委員会による調査に先行して開催される場合(図1：[B1])と、各医療機関の

施設長の自主的な決定によって開催される場合（図1：[C]・[D]・[E]）が想定される。

なお、医療安全管理者を設置していないため、外部参加型院内特別事故調査委員会の設置が困難な小規

模医療機関である場合や、3項（1）①内の条件を満たさない場合、すでに複数の外部参加型院内特別委

員会が同時に開催され、これ以上の開催が困難と判断される場合には、医療安全調査委員会が主体的と

なって医療機関内の既存の調査体制と協調しながら同時に調査を行うこととなり、外部参加型院内特別

事故調査委員会は開催されない（図1：[B2]。この場合、施設長は、医療安全調査委員会の行う調査に対

し、既存の院内調査体制を用いて全面的に協力する。

（2）開催の目的
外部参加型院内特別事故調査委員会の目的は、医療安全調査委員会の調査に先行する調査として行われ

る場合であっても、医療機関の自主的な判断で開催される場合であっても、原則として以下の三点に集

約される。

① 事実経過の把握とその情報の提供：発生した医療事故について、第三者の視点を交えつつ、より正確な

事実経過を把握し、患者、患者遺族、及び施設長その他施設内での関係者スタッフに対し、事実経過に

関する情報を提供する（医療安全調査委員会による調査に先行して開催される場合には、医療安全調査

委員会に対しても、かかる情報を提供する）。

② 事故発生原因・背景因子の究明と再発防止策の提言：得られた事実経過に関する情報を踏まえた上で、専

門的かつ多角的な調査・検討を行い、できうる限り事故の発生原因及び背景に存在する組織的要因等を

究明し、その結果、技術水準や医療水準、教育体制や指導体制、管理体制、医療安全供給体制なども含

めた問題点が明らかとなった場合には、それを指摘しつつ、再発防止に向けた改善策等を提示する。

③ 調査結果の蓄積と共有：調査結果を継続的に蓄積し、かつ、社会において広く共有することにより、医

療の透明性を確保するとともに、医療界全体の質の向上に反映させる。

（3）開催決定の報告
医療安全調査委員会から外部参加型院内特別事故調査委員会による事故調査の先行を指示された場合、医

療機関は開催を決定した時点で、あらためて医療安全調査委員会にその事実を速やかに報告するととも

に、開催予定日・調査委員会の委員候補者・調査の大まかなスケジュールが決まった段階で、随時その

概要を医療安全調査委員会に報告する。医療安全調査委員会は、その後のスムーズな連携実現のために、

外部参加型院内特別事故調査委員会からの報告を踏まえて、必要に応じて、外部参加型院内特別事故調

査委員会との意見交換や調整を随時行う。

医療機関による自主開催を決定した場合に、医療安全調査委員会への報告を要するか否かについては、い

ろいろな考え方のあるところであるが、情報提供だけは行うこととし、調査結果の蓄積や共有をより幅

広く実現することや、医療安全調査委員会から外部委員選任の助力を仰ぐことを可能とする制度設計も

検討に値すると思われる。また外部参加型院内特別事故調査会の自主開催の実績は[B1]医療機関選定の

条件となりうる。

8 診療関連死調査人材育成班
326



（4）調査委員会の委員の選任
調査委員会の委員の選任については、対象となる事故内容に応じた柔軟な対応が必要となると考えられ

る。例えば、事故調査に高度の医学的専門性が必要とされる事例では、院外の医療関係専門家2名、関連

領域専門家1名（内部・外部を問わず）、外部有識者（医療問題にかかわる弁護士、大学教員等）1名、院

内の医療安全管理担当医師（副院長・兼任医師など）1～2名、内部医療安全管理担当看護師1名の6～

7名程度を中心とする構成とすることが、適切な調査の実現につながると考えられる。一方、誤注射、誤

投薬などのエラーなど院内のシステム要因が関与したと推認されるような事例では、外部専門家1名、シ

ステムエラー・ヒューマンエラーなどの知識をもつ外部専門家1名、薬剤師、医療情報部担当者、技師な

ど関連領域の専門家1名（内部・外部を問わず）、外部有識者1名、内部医療安全管理担当医師（副院長・

兼任医師など）1～2名、内部医療安全担当看護師1名の6～7名程度を中心とすることが考えられる。ま

た、高度の医学的専門性かつ、システム要因の検証が同時に必要と考えられる事例では、これらを複合

したメンバー構成が望ましい。いずれにせよ、複数の外部専門家を含む6～7名程度の人数で構成するこ

とが、議事進行や情報伝達の円滑化の観点から適当と考えられる。また、いずれの構成においても、そ

れぞれの委員が十分に調査活動に専念できるよう、委員会事務局機能の充実を計り、担当事務員らが、積

極的に業務の円滑化に向けて努力することが必要となる。

外部参加型院内特別事故調査委員会の委員は、当該医療機関の施設長の責任において選任される。当該

施設長は外部参加型院内特別事故調査委員会の開催決定後、可及的速やかに公正な外部委員の選任・招

聘作業に着手し、調査委員候補者の所属機関等に対し、委員派遣のための委嘱状を発行する。外部委員

の招聘に関連して発生する費用、交通費等は当該医療機関がこれを負担するが、医療の質の向上のため

の営みでもあることに鑑みれば、こうした事務局機能の充実や、医療安全業務全般に対する財政的な手

当は必須である。

外部の専門家については、当該医療機関だけの力で候補者を捜すことは容易ではないため、各専門医学

会や地域の弁護士会等を通じて選任することが必要となる。外部専門委員の円滑な選任にあたっては、各

関連医学会が作成する候補者リストなどが有用となるため、各専門医学会には、自律的調査への理解に

基づく積極的な協力が強く求められる（第3章（2）参照）。また、外部委員の選任に困難があるときに

は、医療安全調査委員会が相談に乗る仕組みを整備することも望まれる。医療安全調査委員会は平素よ

り、関連学会や地域の大学病院、地域の弁護士会等と連携し、外部委員選任への協力体制を構築してお

くことが期待される。

また、調査の過程において、選任された委員以外の専門家の意見が必要となることも考えられる。こう

した場合には、委員会において意見交換の上、委員長から当該医療機関の施設長に対し、適切な分野か

らの委員の追加選任を要請し、要請を受けた施設長は、委員会の意向に沿って、速やかに追加選任を行

うこととする。

調査委員会の委員は、調査の過程において知り得た事項のうち、公表されない事項について守秘義務を

負う。

（5）委員選任後の手続き、委員名の公表、交代など
① 医療安全調査委員会に先行して行われる調査の場合

当該医療機関の施設長は、外部参加型院内特別事故調査委員を正式に選任した場合には、医療安全調査

委員会にその構成について報告する。

② 自主開催の場合

自主開催の場合に、医療安全調査委員会への報告の要否については、いろいろな考え方のありうるとこ

ろであるが、前述のように、情報提供だけは行うとの制度設計にも一定の意義あるものと考えられる。

院内事故調査委員会　運営ガイドライン 9
327



③ 委員名の公表、交代など

施設長は原則として、委員会開催に先立って、外部参加型院内特別事故調査委員会の委員構成を、患者、

患者遺族、その他関係者に通知する。また、委員構成は最終的には委員会作成の報告書に記載され、対

外的にも公表されるものとするが、調査活動を妨げるおそれがある場合には調査終了後まで公表を控え

ることができる。また、選任された外部委員は、やむをえない事情や専門性の違い等を理由に調査途中

であっても辞退を要望することができ、その場合、施設長は委員の交代を行うが、こうした交代を要す

ることのないよう、予め選任にあたっては慎重な検討が望まれる。

同一医療機関内であるいは、同一地域内で特定のメンバーが委員として選任されることをなるべく減ら

すなどの配慮も、今後外部参加型院内特別事故調査委員会が数を重ねていくうえでは必要となると考え

られる。

（6）委員長と副委員長選定
委員会運営の公正を期すため、委員長は外部委員が務めることが望まれる。内部医療安全担当医師によ

る司会の下、第一回目の調査委員会の冒頭に、外部委員の中から委員長を互選する。委員長が選任され

た後は、委員長が議事進行を司る。また、委員長の代行を行うものとして、副委員長を互選するが、こ

れは内部委員であることを妨げない。

（7）調査の進め方
① 司会

委員会の司会は、委員長が行う。委員長は、委員から活発に意見が出るよう、議論をリードする。医療

関係者以外の委員にとって、医療の専門家の間で交わされる議論に参加することには心理的な障壁があ

りうること等を踏まえ、委員長には、医療関係者以外の委員が発言を臆することのないように配慮した

議事運営が望まれる。

②資料提供

当該医療機関は、カルテ、検査データ、画像、説明・同意書などの書類、手術・麻酔・検査・処置など

の記録（映像記録を含む）、病理解剖記録、死亡後の画像などを全て外部参加型院内特別事故調査委員会

に提供する。これら資料は、診療プロセスの事実確認において重要な資料となるものであるから、事故

調査の必要が決定した場合、速やかで抜けのない保全が必要となる。この際、保全リストなどがあると

よりスムーズに手続きを行うことが可能となると考えられるが、この点については当研究班第二グルー

プの検討に委ねるところである。また、委員会は、これら資料の説明を、事例に関与した医療従事者に

対して求めることができ、委員会においてヒアリングを行う等の方法によって情報提供を受ける。また、

背景因子の調査のために必要であれば、当該医療機関は、過去の研修会の記録や院内の医療安全管理体

制を示す書類、議事録等についても委員会に提供する。また、医療安全調査委員会の先行調査として開

催される場合は、医療安全調査委員会から剖検結果に関する資料の提供を受ける。

なお、医療事故調査を行うにあたっては、診療に関わる事実関係を残された資料から再現するという作

業が必須となる。事実関係の再現性が乏しい場合には、いかに調査を行っても十分な成果を得られない

結果となりかねない。各医療機関においては、充実した診療記録の作成を心がけるとともに、モニタリ

ング機器に残された電子情報が上書きされないように事故直後に保全をしたり、手術ビデオの撮影を推

奨する等の方法によって、より詳細な事実関係を再現できる資料を残すよう留意することが望まれる。

③ 当事者のヒアリング

委員会は、医療事故にかかわった医療スタッフ、患者、患者遺族等に対して、調査に必要であると判断

した場合に、ヒアリングを行う。

医療スタッフなどの事故の当事者のヒアリングについては、委員会の場で直接質疑を行う方法や、事前
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に院内安全管理担当者らなどが個別のヒアリングを行い、院内安全管理担当者らがその結果を委員会に

報告する方法、委員会の一部の委員が委員会を代表してヒアリングを行い、その結果を委員会に報告す

る方法等があり、どの方法をとるのがよいかはケースにより異なる。しかし、経験年数の浅い医師や看

護師その他医療関係者を委員会の場によび、質問を浴びせるなどの方法は、当事者の発言を萎縮させる

こともあるため、委員会では、その方法について慎重に判断することが望まれる。また、場合によって

は、臨床心理士を同席させる、委員へ選任する等の方法によって、ヒアリングの対象となる当事者のメ

ンタル面への配慮を行うことも望まれるであろう。 当事者となった医療従事者からヒアリングが行わ

れた結果を報告書にまとめるにあたっては、時として事実経過に関する誤認が生じ、実際に発生した出

来事とはニュアンスの異なる経過としてまとめられることがありうるため、報告書の完成前、あるいは

完成後に、委員会は、当事者となった医療従事者らに、委員会がまとめた事実経過についての確認を求

め、大きく事実と異なる点や異論がある場合は、文書等によって委員会に提出するよう要請する。

患者・遺族に対しては、事故前や事故時の患者の容態などの事実確認にとどまらず、委員会の調査活動

に対してどのようなことを知りたいと考えているかをヒアリングするが、こうした点については、委員

会開催に先立って意向を確認し、文書等での提出をも可能とするよう事前に調整しておくことが望まれ

る。また、調査の中間とりまとめの段階や、報告書の作成前、あるいは報告書の作成後に、患者・遺族

らの知りたいと願う出来事について調査が行われたかどうか、患者や遺族にとってわかりにくい事項や

疑問点が残されていないかどうかを確認する機会を設けることが望ましい。前述のとおり、委員会の開

催目的にはには患者の死亡や障害の原因について知りたいと願う患者・遺族への情報提供も含まれる。委

員会には、これらの願いに対し、できうる限りの配慮を行うことが望まれる。最終報告書では、このよ

うに患者・遺族らとの間で行われた確認作業で出された質問事項やそれに対する回答の内容についても、

十分に記述する。

④ カンファレンスによる検討

委員会は、調査に必要であると判断した場合に、診療に関与した治療チームや、関連領域の院内・外メ

ンバーなどを集めて、カンファレンス形式による検討会を開催することができる。複数の専門家による

闘達な議論は、ヒアリング形式のみからは抽出できない組織的な問題点や改善点を浮き掘りにすること

があり、有用である。その場合、個人の責任追及ではなく、根本原因を希求するための議論誘導が必要

であり、議事進行には一定の技術が求められる。また、カンファレンスの目的を考慮した場合、その議

事録には必ずしも報告書に盛り込む必要はなく、患者の参加も必須ではない。これらは委員長の裁量に

委ねられる。

⑤ 当事者らによる審議内容確認と調査の再開・続行、報告書への反映

前述のとおり、委員会には、当事者となった医療従事者や患者・遺族らに審議内容についての疑義を残

すことのないよう、確認作業を行うことが要請される。こうした作業の過程において、疑義の残る点が

確認された場合には、委員長は必要に応じて委員会における検討を再開し、当事者から提出された疑義

について検証し、当事者へのヒアリングを追加するなど、疑義を解消するための検討作業を経た上で、必

要であれば報告書の記載内容を修正し、最終報告書として完成させる。

（8）報告書の作成
①執筆の分担

報告書の執筆は、調査に参加した委員が、それぞれの専門分野に応じて分担することが望ましく、委員

長が中心となって担当を割り振る。執筆の過程では、委員の間での原稿の回覧を繰り返すことで、一部

の委員のみによる見解ではなく、委員会全体としての意見が反映された文章としてとりまとめられるよ

う、委員長を中心に十分な配慮を行う。報告書の作成に際しての誤字確認や製本等の事務処理について

は、事務局が積極的に委員会をバックアップする。なお、委員長は各委員に対し、会議の出席のみでは
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なく、その後の報告書の執筆にも協力する必要があることをあらかじめ周知しておくことが望ましい。

② 記載内容

報告書の具体的な記載方法やその注意点については、医療安全調査委員会の報告書記載マニュアル（第4

グループ担当）を参考とする。医療安全調査委員会に先行して行われる場合は、「解剖結果の概要」につ

いては医療安全調査委員会が担当する。また自主開催の場合は生存事例も存在することから必ずしも“死

因に関する考察”ではなく、“有害事象発生に関する考察”などのように記載に留意する。

③ 再発防止策の記載について

院内の事故調査では、当該医療機関内の事情に精通した内部委員が中心となって、当該医療機関におい

て将来同様の事故が発生すること防ぐためにどのような手だてを講じるべきかについて、現場に即した

具体的な提言が求められている。

今後、医療機関内外における医療事故調査の成果が蓄積され、再発防止策が医療現場にフィードバック

されていくことが期待される中で、委員会は、院内の既存の安全対策とは全く異なる抜本的あるいは画

期的な再発防止策を常に提言できるわけではなく、むしろ、既存の安全対策に足りなかった部分を丁寧

に修正し、これまでに他の委員会における検討結果として提言された安全対策等をも参考にしながら、当

該医療機関の実情により適合する再発防止策を提言するといった等身大の結論にたどりつくことも少な

くないと思われる。しかし、こうした結論に至ったとしても委員会の活動の意義が損なわれるものでは

ない。個々の委員会の活動により、事故の傾向や背景となる事実や現時点での医療水準などが客観的に

明示され、社会に対してこれらの情報が発信され、集積されることによって、個々の医療現場の努力や

個別の委員会による改善策の提案だけでは実現不可能な、行政や医療関連企業も含めた医療界全体の改

善へと繋がることが重要である。

また、委員会の提案する再発防止策がいかに画期的であっても、それぞれの医療現場における実行可能

性と乖離した内容であれば、医療の安全の実現につながらない結果に終わることとなる。委員会が再発

防止策を提言するにあたっては、常にその実行可能性を視野に入れる必要があるが、もし必要な対策で

あるにも関わらず、現在の医療現場のおかれた環境に照らして実施が困難であると考えられた場合には、

医療安全調査委員会を通じて情報の開示と集積をはかり、医薬品医療機器総合機構（PMDA）、専門学会

等への問題提起や情報提供を行うことが期待されている。

（9）報告書の取り扱い
① 医療安全調査委員会に先行して行われる調査の場合

最終報告書が完成次第、施設長は医療安全調査委員会に報告書を送付する。これを受け、医療安全調査

委員会では外部参加型院内特別事故調査委員会における調査内容の検討を行う。この際、調査内容の専

門性や結論に疑問があれば、外部参加型院内特別事故調査委員会に対し、回答、あるいは追加調査を求

めることができる。

調査内容に疑義がない場合、医療安全調査委員会は、外部参加型院内特別事故調査委員会の報告書を資

料とした最終答申を作成する。医療安全調査委員会は、外部参加型院内特別事故調査委員会の作成する

最終報告書に記載された項目に対し、適宜補足を行った上で、医療安全調査委員会が実施した解剖結果

の概要に関する記述を加えて、最終答申をまとめることとなる。医療安全調査委員会が、追加調査を実

施した場合等には、結果的に医療安全調査委員会の結論が院内事故調査委員会の結論と異なることがあ

りうるが、これを妨げるものではない。

② 自主開催の場合

調査の内容やその後の取り扱いについては、各医療機関の基準に委ねるものとするが、医療全体の安全

の実現のために、さまざまな情報の集積が望まれることからすると、自主開催した医療機関の置かれた
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実情に配慮しつつ医療安全調査会等を通じた情報集約が可能となる制度設計を工夫することが望まれる。

（10）患者への説明
① 医療安全調査委員会に先行して行われる調査の場合

外部参加型院内特別事故調査委員会が医療安全調査委員会に先行して開催された場合は、医療安全調査

委員会が報告会を主催し、医療安全調査会から患者・患者遺族に最終答申が交付され、説明が行われる。

このとき、外部参加型院内特別事故調査委員会の委員長（あるいは委員）や、当該医療機関の施設長（あ

るいはその代理）、院内医療安全管理担当責任者および担当診療責任者、担当事務等を含むメンバーが出

席し、患者らの質問にも直接答えられる機会を設ける

② 自主開催の場合

外部参加型院内特別事故調査委員会の自主開催の場合は、当該施設が報告会を開催する。この場合の出

席者は、外部参加型院内特別事故調査委員会の委員長をはじめとする委員、施設長（代理）、院内医療安

全管理担当責任者、担当診療責任者、担当事務等を含むメンバーとする。

（11）報告結果の公開
① 医療安全調査委員会に先行して行われる調査の場合

最終答申は医療安全調査委員会が作成する。その公開は医療安全調査委員会の取り決めに委ねられる。

② 自主開催の場合

報告書は、外部参加型院内特別事故調査委員会が作成し、施設長は、その交付を受けて、当該医療機関

が有する公表規準等に則り、適切に取り扱いを決定するが、貴重な検討の成果については、社会に対し

ても周知され、医療全体の安全に繋げていくことが望まれる。事故調査活動における闊達な議論を促進

させるため、議事録、調査過程でのヒアリング資料などは非公開とし、最終報告書のみを公開すること

を原則とする。

5. 医療機関内の既存の調査体制による調査の運営指針
院内の既存の調査体制による調査業務は、別途各医療機関での運営方針に委ねられるものとする。

① 医療安全調査委員会に先行して行われる調査の場合（図1：[B2]※2）

医療安全調査委員会と連絡を密にしながら院内調査を実施し、随時調査結果を報告する。最終調査報告

書は医療安全調査委員会が作成、編集し、患者説明、公表等においても医療安全調査委員会の運営方針

に委ねられる。なお、[B2]調査の実績は[B1]医療機関選定の条件となりうる。

② 自主開催の場合（[C]、[D]、[E]の中で「既存の調査体制による調査」が選定された場合）

調査報告書は医療機関の責任としてとりまとめ、患者説明、公表などにおいても医療機関内の運営方針

に委ねられる。これらの調査パターンは各医療機関の安全性の向上に有用であると思われるが、客観性

が担保されていないため、その実績のみでは[B1]医療機関選定のための条件とはなりにくい。第3章（1）

③で述べたように、医療機関の自浄性獲得のためにはこれらの自主調査の精度の向上が重要であり、そ

のための研究は今後の課題である。
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